
（平成２２年４月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 88 件

国民年金関係 36 件

厚生年金関係 52 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 96 件

国民年金関係 40 件

厚生年金関係 56 件

年金記録確認東京地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                 

  

東京国民年金 事案 7317          

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年４月から平成元年３月までの期間

及び平成２年８月の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年９月から平成元年３月まで 

             ② 平成２年８月 

私は、昭和61年９月に会社を退職した後、国民年金の加入手続を行い、

保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①のうち昭和 63 年４月から平成元年３月までの期間については、

申立人の国民年金手帳の記号番号は平成元年９月に払い出されており、当該

払出時点では、当該期間の国民年金保険料は過年度保険料となり、「過年度

保険料の督促等について」（昭和 62 年６月８日付社会保険庁国民年金課長通

知）によれば、社会保険事務所（当時）は、前年度分の保険料が全期間未納

となっている者に対して、当該年度の７月末日を基準日として未納の過年度

保険料の納付書を発行することとされていたことから、申立人の場合には、

平成２年７月末日を基準日として当該期間の過年度保険料の納付書が発行さ

れたと考えられることなど、申立内容に不自然さはみられない。 

   申立期間②については、当該期間は１か月と短期間であり、申立人は当該

期間直前の平成元年４月から２年７月までの 16 か月分の保険料を納付してお

り、当該期間１か月分の保険料を未納のままにしておいたとは考えにくいこ

となど、申立内容に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間①のうち昭和61年９月から63年３月までの期間に

ついては、上記の平成２年７月末日を基準日とした場合、当該期間は時効に

より保険料を納付することができない期間であり、当該期間の過年度保険料



                 

  

の納付書は発行されない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間うち、昭

和 63 年４月から平成元年３月までの期間及び平成２年８月の国民年金保険料

を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7318               

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年３月から同年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年３月から同年８月まで  

私は、昭和 60 年３月に勤務先を退職してすぐに区役所の出張所で国民年

金に任意加入した。申立期間が未加入とされ、国民年金保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は６か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加

入期間の国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、勤務先を退職した昭和 60 年３月に区役所の出張所で国民

年金の任意加入手続を行い、保険料を納付したと説明しており、オンライン

記録上、申立人は昭和 60 年９月２日に任意加入とされているが、申立人が所

持する年金手帳の国民年金の記録欄には昭和 60 年３月 14 日に任意加入した

旨が記載されており、区の確認印も押されていることから、申立期間が未加

入とされ保険料が未納とされていることは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                 

  

東京国民年金 事案 7323 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年４月から 39 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月から 39年３月まで 

② 昭和 43年 10月から 44年３月まで 

    私の夫は、昭和 36 年に夫婦二人の国民年金の加入手続を行い、夫婦二人

分の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人は、当該期間直後から昭和41年９月に厚生

年金保険に加入するまで、国民年金保険料をすべて納付している。また、申

立人の国民年金手帳の記号番号は、当該期間より前の36年２月に払い出され

ており、当該期間の保険料を現年度納付することが可能であり、申立期間の

前後を通じて申立人の住所や夫の職業に変更は無く、生活状況に大きな変化

は認められないなど、申立内容に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間②については、申立人の夫が、申立人の申立期間

の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）が無く、申立人は保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付したと

する夫から当時の納付状況等を聴取することが困難であるため、当時の状況

が不明である。また、申立人が所持する国民年金手帳には、昭和41年９月に

国民年金被保険者資格を喪失し、申立期間②直後の44年４月に国民年金に再

加入した旨が記録されており、申立期間は未加入期間であるため、保険料を

納付することができなかったものと考えられることなど、申立人の夫が申立

人の申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 



                 

  

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和37年４月から39年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 

 



                 

  

東京国民年金 事案 7324 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年度のうち６か月及び昭和 37 年４月

から 39 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年度のうち６か月 

② 昭和 37年４月から 39年３月まで 

③ 昭和 46年９月 

    私は、昭和 36 年に夫婦二人の国民年金の加入手続を行い、夫婦二人分の

国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立期間①及び②については、申立人は、当該期間直後から昭和 45 年９月

に厚生年金保険に加入するまで、国民年金保険料をすべて納付している。ま

た、申立人の国民年金手帳の記号番号は、当該期間より前の 36 年２月に払い

出されており、当該期間の保険料を現年度納付することが可能であるととも

に、申立期間①が含まれる昭和 36 年度は、６か月分の保険料が納付済み、６

か月分の保険料が未納と記録されているため、本来、申立人の被保険者台帳

を特殊台帳として保存することとされているにもかかわらず、申立人の被保

険者台帳が保存されていないなど、申立内容に不自然さはみられない。    

しかしながら、申立期間③については、申立人が当該期間の保険料を納付

したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人から納付

状況等を聴取することが困難であるため、当時の状況が不明であり、申立人

が所持する国民年金手帳には、当該期間より前の昭和 45 年９月に国民年金被

保険者資格を喪失し、当該期間直後の 46 年 10 月に国民年金に再加入した旨

記載されているなど、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 



                 

  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 36 年度のうち６か月及び昭和 37 年４月から 39 年３月までの期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7325 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 51年１月から同年３月まで 

私が 20 歳の時、母が市役所で私の国民年金の加入手続を行い、婚姻前

は母が、婚姻後は自分で、当時婚姻していた妻が国民年金に加入してから

は、妻が私の国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納

付しており、申立期間は３か月と短期間である。また、申立期間前後を通じ

て、申立人の住所及び仕事に変更は無く、申立人の生活状況に大きな変化は

認められないなど、申立内容に不自然さは無く、申立期間当時に納付を行う

ことが困難な状況にあったと確認できる事情もみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                 

  

東京国民年金 事案 7326 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年 10 月から 42 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 10月から 42年９月まで 

    私は、昭和 42 年 10 月に再就職し、その後申立期間の保険料をまとめて

納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を昭和 42 年 10 月に就職した後、さ

かのぼって納付書によりまとめて納付したと具体的に説明しており、その納

付方法は当時の過年度保険料の納付方法と合致する。また、申立人の国民年

金被保険者台帳、国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人の手帳記号番号が

払い出された時点で申立人が居住していた市の国民年金被保険者名簿には、

申立人は 41 年 12 月に一時不在処理されていたが、42 年 12 月に同年 10 月

から居住していた区で所在が判明し、43 年１月に国民年金被保険者台帳が

当該区を管轄する社会保険事務所（当時）に移管された旨記載されているこ

とから、43 年４月以降に申立期間の保険料を過年度納付することができた

と考えられるなど、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7327 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年 10 月から同年 12 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間   :  昭和 44年２月から 50年 12月まで 

    私は、昭和 51 年ごろ、勤めていた会社の事務を行っていた社長夫人に国

民年金に加入するよう勧められ、加入手続をしてもらった。その後、私は

申立期間の国民年金保険料を３回に分けてさかのぼって納付した。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 50 年 10 月から同年 12 月までの期間については、申

立人は、当該期間直後から 60 歳になるまで国民年金保険料をすべて納付して

おり、また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された 52 年 11 月時

点では、当該期間を含む 50 年 10 月から 53年３月の保険料を現年度及び過年

度納付することができ、納付書により金融機関で保険料を納付したとする方

法は、申立人が当時居住していた区の納付方法及び過年度保険料の納付方法

と合致し、納付したとする保険料の金額は、当時の保険料額とおおむね一致

するなど、申立内容に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和 44 年２月から 50 年９月までの期間

については、申立人が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、53 年７月から実施されている第３回特例

納付により当該期間の保険料を納付することができるものの、申立人がさか

のぼって納付したとする金額は、当該期間の保険料を特例納付した場合の保

険料額と相違するなど、申立人が当該期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。さらに、当該期間当時、申立人に対し

て別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たら



                 

  

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 50 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

 



                 

  

東京国民年金 事案 7328 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年４月から 49 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年８月及び同年９月 

             ② 昭和 47年２月から 49年３月まで 

私の母は、申立期間の私の国民年金保険料を納付していたはずである。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和48年４月から49年３月までの期間については、申立

人は当該期間直後の49年４月から60歳になるまで、免除期間を除き、国民年

金保険料をすべて納付している。また、申立人の国民年金手帳の記号番号が

払い出された50年５月時点では、当該期間の保険料を過年度納付することが

可能であり、申立人及び申立人の夫の保険料を納付していたとする申立人の

母親及び申立人の夫は、当該期間の保険料が納付済みとなっているなど、申

立内容に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間①及び②のうち昭和47年２月から48年３月までの

期間については、申立人の母親が当該期間の保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手

続及び保険料の納付に関与しておらず、保険料の納付をしていたとする申立

人の母親から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況

が不明であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。また、申立人の手帳記号番号が払い出され

た時点では、当該期間は時効により保険料を納付できない期間であり、別の

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、



                 

  

昭和48年４月から49年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 

 



                 

  

東京国民年金 事案 7329 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年４月から 44 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 44年３月まで 

    私の父は、私の国民年金の加入手続を行い、昭和 46 年 10 月に私が婚姻

するまで、私の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人は、申立期間直後から 60 歳になるまで、国民年金保険料をすべて納

付しており、申立期間は 12 か月と短期間である上、申立人の国民年金手帳記

号番号が払い出された昭和 44 年９月時点では、申立期間の保険料を過年度納

付することが可能である。また、申立人の保険料を納付したとする父親及び

母親は、父親の厚生年金保険加入期間を除き申立期間が納付済みとなってい

るなど、申立内容に不自然さはみられない。     

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                 

  

東京国民年金 事案 7330 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年４月から 60 年３月までの期間及び 62 年 12 月の国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59年４月から 60年３月まで 

             ② 昭和 62年 12月 

    私は、納付書又は口座振替により国民年金保険料を納付していた。申立

期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、それぞれ 12 か月、１か月と短期間である上、申立期

間前後の期間は納付済みであり、申立期間の前後を通じて、申立人の住所等

に変更はなく、生活状況に大きな変化は認められない。また、申立人が自身

の国民年金保険料と一緒に納付していたとする申立人の元妻は、申立期間①

の保険料は納付済みであるなど、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                 

  

東京国民年金 事案 7331 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年 11 月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 11月から 50年３月まで             

    私は、昭和 48 年に会社を退職後、母に勧められて国民年金に加入した。

その少し後に、過去の未納分の国民年金保険料をさかのぼって納付できる

とのお知らせをもらい、厚生年金保険とつながるように、送付されてきた

納付書で一括納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間直後の昭和 50 年４月から平成８年５月に厚生年金保険

に加入するまでの国民年金保険料の未納期間は無く、申立人の国民年金手帳

の記号番号が払い出された 50 年７月時点で申立期間の保険料を過年度納付す

ることが可能である。 

   また、申立人は、複数回の転居の都度、適切に住所変更手続を行っている

ことが年金手帳から確認でき、昭和 52 年度には前納制度を活用するなど、国

民年金に対する関心は高かったものと認められることなど、申立内容に不自

然さはみられない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                 

  

東京国民年金 事案 7332 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年４月から同年 11 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年 11月まで 

    私は、39 年 11 月に区役所でそれまで申請免除していた期間の保険料の

追納の申込みをし、翌月から３回以上に分けて区役所で追納保険料を納付

した。申立期間が申請免除とされ、申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち昭和 39 年４月から同年 11 月までの期間については、申立

人は、区役所で保険料を納付したと説明しており、申立人が当時居住してい

た区では、当該期間の保険料を現年度保険料として区役所で納付することは

可能であったと説明しており、申立人が分けて納付したとする納付額のうち

の１回の納付額は当該期間の保険料額と一致するなど、申立内容に不自然さ

はみられない。 

しかしながら、昭和 36 年４月から 39 年３月までの期間については、申立

人が当該期間の国民年金保険料を追納したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、当該期間の追納手続及び追納したとする保

険料額に係る記憶が曖昧
あいまい

である。また、申立人は、前述のとおり、当該期間

の追納保険料を区役所で納付したと説明しているが、申立人が居住する区で

は過年度となる当該期間の追納保険料を区役所で納付することはできなかっ

たことなど、申立人が当該期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 39 年４月から同年 11 月までの国民年金保険料を納付していたものと認



                 

  

められる。 

 



                 

  

東京国民年金 事案 7333 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年４月から同年６月までの国民年金保険料については納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から同年６月まで 

    私は、20 歳ごろに国民年金に加入し、婚姻後も引き続き国民年金保険料

を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳から 60 歳になるまで、申立期間を除き国民年金保険料を

すべて納付しており、申立期間は３か月と短期間である。また、申立人が所

持する領収書により、申立人は、申立期間前後の保険料を現年度納付してい

ることが確認できるなど、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                 

  

東京国民年金 事案 7334 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年４月から同年 12 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59年４月から同年 12月まで 

             ② 昭和 60年８月及び同年９月 

私は、父から国民の義務だからと言われて、区役所で国民年金の加入手

続を行い、以後国民年金保険料を納付していた。申立期間①の保険料が未

納とされ、申立期間②の保険料が還付済みとされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、当該期間の前後の国民年金保険料を納

付している上、当該期間は９か月と短期間である。また、申立期間前後を通

じて申立人の住所や職業に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められな

いなど、申立内容に不自然さはみられない。 

一方、申立期間②については、申立人が当該期間の保険料を昭和62年12月

15日に納付していたことは確認できるものの、納付時において当該期間は時

効により納付できない期間であることから、当該期間の保険料が還付されて

いることについて不自然さは見られない。また、オンライン記録に当該期間

に係る還付理由、還付金額、還付期間、還付決定日、振込先の預金口座番号

及び送金通知書作成年月日が明確に記載されており、この記載内容に不自然

な点は無く、ほかに申立人に対する保険料の還付を疑わせる事情も見当たら

ない。 

さらに、申立人から聴取しても保険料が還付されていないことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、



                 

  

昭和59年４月から同年12月の国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。 

 



                 

  

東京国民年金 事案 7342              

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

        生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ：  ① 昭和 36年９月から 40年３月まで 

             ② 昭和 47年１月から同年３月まで 

私は、20 歳になったころ、国民年金の加入手続を行い、その後の国民

年金保険料を納付していた。また、結婚後は、私が夫婦２人分の保険料を

納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立期間②については、３か月と短期間であり、前後の期間の国民年金保

険料は納付済みであるほか、また、申立人が一緒に保険料を納付していたと

する夫も当該期間の保険料は納付済みであるなど、申立内容に不自然さはみ

られない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人が当該期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、

20 歳ごろに国民年金に加入した後、保険料を納付していたと主張している

が、加入手続及び当該期間の保険料納付に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、当該加

入時に国民年金手帳を受領した記憶が無い。 

また、申立人は、昭和 41 年ごろに夫婦のそれまでの未納期間の保険料を

さかのぼって一括納付したと主張しているが、納付したとする保険料額は、

当該期間の保険料を一括納付した場合の金額と大きく相違するなど、当該期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人と夫の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 40 年

３月時点では、申立期間の一部は時効により保険料を納付することができな

い期間であり、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事



                 

  

情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7343 

                

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年１月から同年３月まで 

    私は、結婚後に国民年金に加入してから、夫婦二人分の国民年金保険料

を未納無く納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、結婚後の昭和 47 年 10 月以

降、申立期間を除き 60 歳到達時までの国民年金保険料をすべて納付してい

る。 

   また、申立人が一緒に保険料を納付していたとする夫は、申立期間の保険

料を納付済みであるなど、申立内容に不自然さは無く、申立期間当時に納付

を行うことが困難な状況にあったと確認される事情もみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7344 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年 10 月から 41 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

  

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 40年３月まで 

             ② 昭和 40年 10月から 41年３月まで 

私の国民年金保険料は、私か夫のどちらかが納付していた。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、６か月と短期間であり、前後の期間の国民年金保

険料は納付済みである。また、申立人の夫も当該期間の保険料は納付済みで

あり、当該期間及びその前後の期間を通じて申立人の住所や夫の職業に変更

は無く、生活状況に大きな変化は認められないなど、申立内容に不自然さは

みられない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人夫婦が当該期間の保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、夫は当

該期間のうち昭和37年４月から40年３月までの保険料が納付済みであるもの

の、申立人の国民年金手帳の記号番号は、夫の手帳記号番号払出時期よりも

遅い当該期間後の40年８月ごろに払い出されており、当該払出時点では、当

該期間のうち38年６月以前の期間は、時効により保険料を納付することがで

きない期間であり、38年７月から40年３月までの期間についても、申立人夫

婦はさかのぼって納付した期間、納付額等の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和40年10月から41年３月までの保険料を納付していたものと認められる。 

で

あるなど、申立人夫婦が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 



                 

  

東京国民年金 事案 7345 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成２年 11 月から３年３月までの保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年８月及び同年９月 

             ② 昭和 62年９月から同年 12月まで 

             ③ 平成元年１月から６年３月まで 

    私の妻は、昭和 61 年４月に私が退職した後、自宅に来た市の職員に勧め

られ夫婦二人分の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を集金に来

た市の職員に納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間③のうち平成２年11月から３年３月までの期間については、申立

人は、妻が夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと説明しており、申

立人が国民年金に加入した昭和61年５月以降60歳到達時までの保険料につい

て、当該期間及び妻の申請免除期間を除き申立人夫婦の保険料の納付済期間

及び未納期間は、すべて同一であること、納付済期間の保険料は、夫婦同一

日又は近接日に納付されていることがオンライン記録等により確認できるこ

と、保険料を一緒に納付していたとする妻は、当該期間の保険料を納付して

いることが確認できることなど、申立内容に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間①、②及び③のうち平成２年11月から３年３月ま

でを除く期間については、申立人の妻が当該期間の保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人自身は保険料の

納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする妻は、納付状況につい

て集金人に納付していたこと以外の記憶は曖昧
あいまい

である。 

また、オンライン記録及び国民年金被保険者台帳により納付日が確認でき



                 

  

る申立人夫婦の申立期間①直後の昭和61年10月以降の納付済保険料は、63年

４月分を除きすべて時効期間経過直前に過年度納付されており、申立期間①

及び②直後の保険料が過年度納付された時点で、申立期間①及び②は時効に

より保険料を納付することができない期間であること、また、申立期間③の

うち平成２年10月以前の期間については、上記の妻の２年11月から３年３月

までの保険料が納付された４年12月の時点では、時効により保険料を納付す

ることができないこと、さらに、申立期間③のうち３年４月以降の期間につ

いては、夫婦とも保険料が未納であり、妻が保険料を納付していたとする市

の職員は、当該期間中の４年に退職していることが確認できることなど、妻

がこれらの期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成２年11月から３年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7352 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年７月から 37 年３月までの期間及び 38 年１月から同年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年７月から 37年３月まで 

             ② 昭和 38年１月から同年３月まで 

    私は、区出張所で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料をすべて

途切れずに納付していたはずである。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は９か月及び３か月といずれも短期間であり、申立人は、国民年

金の制度発足以降 60 歳到達時まで、申立期間を除き国民年金保険料をすべて

納付している。 

また、申立人は、国民年金への加入手続に関する記憶は具体的であり、出

張所で保険料を印紙検認により納付したと記憶する納付方法は、当時の納付

方法等と合致している上、納付したとする金額は申立期間の保険料額とおお

むね一致しているなど、申立内容に不自然さはみられない。 

さらに、申立人のオンライン記録では、昭和 36 年度及び 37 年度の保険料

の納付月が特定されていないなど、申立人の記録管理に不備がみられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7353 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年 10 月から 45 年６月までの国民年金保険料については、 

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 10月から 45年６月まで 

    私の国民年金保険料は、私の姉が姉夫婦の保険料と一緒に３人分納めて

いてくれたはずである。申立期間が未納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は９か月と短期間であり、申立人は、昭和 45 年７月以降、国民

年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付しており、申立人の国民年金手

帳の記号番号が払い出された 45 年５月時点では、申立期間の保険料を過年度

納付及び現年度納付することが可能であった。 

また、申立人の所持する年金手帳の印紙検認欄には、申立期間のうち昭和

44 年７月から 45 年３月までの期間は検認印が押されており、45 年４月から

同年７月までは検認印が押されていないが、同様に検認印が押されていない

45 年７月から 46 年３月までは、オンライン記録では納付済みとなっている

上、申立人の姉が納付したと記憶している金額は、申立期間の保険料額とお

おむね一致していること、申立期間の保険料を納付してくれたとする姉夫婦

は、申立期間の保険料が納付済みであることなど、申立内容に不自然さはみ

られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                 

  

東京国民年金 事案 7354 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39年２月から 41年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年２月から 41年３月まで 

    私の国民年金保険料は、主人と結婚後、義父が加入手続時にさかのぼっ

て納付できる保険料を納付したと義父から聞いていた。その後は、私が夫

婦２人分の保険料を納めてきた。私の夫の保険料も、義父が同じようにさ

かのぼって保険料を納付し、記録も納付済みとなっている。申立期間が未

納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 41 年４月以降の国民年金加入期間の国民年金保険料をす

べて納付しており、申立期間は、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出

された 41 年４月時点では、保険料を過年度納付及び現年度納付することが可

能である。 

また、申立人は保険料を納めたとする義父から「夫と同じように、国民年

金加入時に、保険料をさかのぼって納付しておいた。」と聞いたことを記憶

しており、義父が保険料を納めたとする申立人の夫及び義姉は、手帳の記号

番号が払い出された昭和 39 年４月時点で、２年分の保険料をさかのぼって納

付していることがオンライン記録で確認できる上、義父が納付したとする金

額は申立期間の保険料額とおおむね一致するなど、申立内容に不自然さはみ

られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                 

  

東京国民年金 事案 7355 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年４月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 40年４月まで 

             ② 昭和 60年４月 

私は昭和 46 年３月に国民年金に加入し、申立期間①の国民年金保険料を

一括納付し、申立期間②の保険料は納付書で納めていた。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、当該期間は１か月と短期間であり、申立人は、昭

和 40 年５月から平成５年５月まで国民年金保険料を第３号被保険者の期間を

除き、特例納付を含めすべて納付している。また、当該期間及びその前後の

期間を通じて申立人の夫の仕事や住所に変更は無く、生活状況に大きな変化

は認められないなど、申立内容に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人が当該期間の国民年金保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申

立人は保険料額等の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である。また、申立人は、

第１回特例納付及び過年度納付を行ったことにより、60 歳到達時まで保険料

を納付すれば年金の受給期間を満たすことが可能となり、受給資格期間を満

たすために必要となる納付月数を考慮して特例納付等をしたと考えられるな

ど、申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 60年４月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7356 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年 11 月から 44 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 43年 11月から 44年３月まで 

    私の国民年金は、父が加入手続を行い、私が結婚するまで、父と母と私の３

人の国民年金保険料を納付してくれたはずである。結婚後、父から国民年金手

帳を渡された際「20 歳から今まで納付してきた。今後は自分で納付するよう

に」と言われたので父はすべて納付してくれていたと思う。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は５か月と短期間であり、申立人は、申立期間直後の昭和 44 年４

月以降は 60 歳到達時まで国民年金保険料をすべて納付しており、申立人の国

民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 44 年８月の時点では、申立期間の

保険料は過年度納付することが可能である。 

また、申立人は、年金手帳を父から受け取った際に「20 歳から今まで納付

してきた。」と言われたことを記憶している上、保険料を納付したとする父

親及び母親は、申立期間の保険料は納付済みであるなど、申立内容に不自然

さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7357 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月から同年６月までの期間につ

いては、国民年金保険料を免除されていたものと認められ、また、47 年５月

から 49 年４月までの期間及び 50 年１月から 51 年３月までの期間の保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から同年６月まで 

             ② 昭和 42年４月から 43年１月まで 

             ③ 昭和 44年 10月から 49年４月まで 

             ④ 昭和 50年１月から 51年３月まで 

    私の申立期間の国民年金保険料は、遅れることはあっても納付したはず

である。特に昭和 49 年ごろからは、夫の分の保険料は納付しないことは

あっても、自分の分の保険料は納付していたはずである。申立期間が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が免除申請の手続を行ったとする申立人の

夫は申請免除期間となっている上、当時、申請免除は通常４月から行われて

いることなど、申立内容に不自然さはみられない。 

また、申立期間③のうち、昭和 47 年５月から 49 年４月までの期間につい

ては、過年度納付が可能な期間であり、過年度納付の動機、納付手続の時期、

納付した期間及び保険料の納付場所等の申立人の記憶は具体的である上、納

付したとする金額は当該期間の保険料額とおおむね一致するなど、申立内容

に不自然さはみられない。 

さらに、申立期間④については、15 か月と比較的短期間であり、前後の期

間は納付済みである。また、申立期間のうち、昭和 50 年９月から同年 12 月

までの期間については、申立人の夫も納付済みになっているなど、申立内容



                 

  

に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間②については、申立人が当該期間の国民年金保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、納

付した保険料額等に関する申立人の記憶は曖昧
あいまい

である上、申立人の夫につい

ては、受給要件を満たすために、第３回特例納付により納付をしていること

が確認できるなど、当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

また、申立期間③のうち昭和 44 年 10 月から 47 年４月までの期間について

は、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人が過年度納付をしたと主張する昭

和 49 年５月時点では、時効により保険料を納付できない期間である上、納付

した保険料額等に関する申立人の記憶は曖昧
あいまい

であるなど、当該期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 36 年４月から同年６月までの期間については、国民年金保険料を免除さ

れていたものと、また、47 年５月から 49 年４月までの期間及び 50 年１月か

ら 51 年３月までの期間については、国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7362 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年２月から 42 年３月までの期間及び 49 年４月から同年

12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年２月から 42年３月まで 

             ② 昭和 49年４月から同年 12月まで 

    私たち夫婦は、結婚した昭和 40 年２月ごろに夫婦二人の国民年金の加入

手続を行い、当初は、区の集金人に、42 年５月に別の区に転居してからは、

郵便局で国民年金保険料を納付してきた。保険料を納付できない時もあっ

たが、保険料を納付する時には、夫婦一緒に保険料を納付してきた。私だ

け申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間②直後から 60 歳になるまで、申請免除期間を除き国民

年金保険料をおおむね納付しており、申立期間②は９か月と短期間である。

また、印紙検認により自宅に来た区の集金人に申立期間①の保険料を納付し

たとする方法及び納付書により金融機関で申立期間②の保険料を納付したと

する方法は、申立人が当時居住していた区の納付方法及び当時の納付場所と

合致する。さらに、申立人夫婦は、申立期間①の直前の昭和 41 年１月及び

44 年８月に国民年金手帳の記号番号が夫婦連番で払い出されており、結婚し

たとする昭和 40 年２月から申立人が 60 歳になるまで、申立期間を除き、未

納期間、納付済み期間、申請免除期間及び付加保険料納付済み期間が同一で

あることから、基本的に夫婦一緒に保険料を納付していたものと認められ、

申立人の夫は、申立期間の保険料が納付済みとなっているなど、申立内容に

不自然さはみられない 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7363              

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年８月から 45 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 39年 12月まで 

             ② 昭和 42年８月から 45年３月まで 

申立期間①の国民年金保険料は、当時勤務していた看護婦家政婦紹介所

の経営者が、同僚の看護婦の分と一緒に区役所で納付していたはずである。

また、申立期間②の保険料は、転居後、自身で国民年金に加入した際、２

年分をさかのぼって納付するように勧められ、納付書により納付した。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、申立人は、当該期間直後の昭和45年４月から60歳

になるまで国民年金保険料をすべて納付しており、納付書により保険料を納

付したとする方法は、当時の過年度保険料の納付方法と合致している。また、

申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された、44年10月時点で、当該期

間は保険料を過年度納付及び現年度納付することができる期間であるなど、

申立内容に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人の勤務先の経営者が申立人

の当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、保険料を納付していたとする経営者から当時の納付状況等を聴取す

ることができないため、当時の具体的な状況が不明である。また、勤務先の

経営者が保険料を申立人の分と一緒に納付していたとする同僚７名のうち３

名は申立期間又はその一部が未納となっているなど、経営者が申立人の当該

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。



                 

  

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された時点では、当該期

間は時効により保険料を納付できない期間であり、別の手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和42年８月から45年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7364 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年８月から 41 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 40年８月から 41年７月まで 

芸者として住み込みで働いていた間、私の雇用主は、私の国民年金の加

入手続を行い、一緒に住み込みで働いていた姉及び同僚の分と一緒に私の

国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間直後から60歳になるまで、国民年金保険料をすべて納

付しており、申立期間は12か月と短期間である。また、申立人の雇用主の下

で一緒に住み込みで働いていたとする申立人の姉及び同僚は、申立人と同日

に国民年金手帳の記号番号が払い出され、申立期間の保険料が納付済みとな

っているなど、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7365 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年 10 月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 47年 10月から 48年３月まで 

私は、昭和 42 年９月に国民年金の任意加入手続を行い、国民年金保険

料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和42年９月から60歳になるまで、申立期間を除き国民年金保

険料をすべて納付しており、申立期間は６か月と短期間である。また、納付

書により保険料を区の出張所で納付したとする方法は、申立人が当時居住し

ていた区の納付方法と合致し、納付したとする保険料の金額は、当時の保険

料額とおおむね一致しているなど、申立内容に不自然さは無く、申立期間当

時に納付を行うことが困難な状況にあった事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7375 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年７月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから､納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年７月から同年 12月まで 

    私の妻は、昭和 56 年７月に外国から帰国した直後に、夫婦二人の国民年

金の加入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料を納付していた。妻は

申立期間の保険料が納付済みとなっているにもかかわらず、私だけ申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は６か月と短期間であり、申立人の国民年金手帳の記号番号は、

申立期間中の昭和 56 年９月に払い出されている。また、申立人と同日に手

帳記号番号が払い出され、夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたとす

る申立人の妻は、申立期間の保険料が納付済みとなっているなど、申立内容

に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7376 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年８月から 43 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年８月から 43年３月まで 

    私は、昭和 42年 11月に申立期間の国民年金保険料を納付した。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

   （注）申立ては、申立人の次女が、死亡した申立人の納付記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は８か月と短期間であり、申立人の国民年金手帳の記号番号は、

申立期間中の昭和 42 年９月に払い出されており、同年 11 月に申立期間の国

民年金保険料を現年度納付することが可能である。また、申立人から提出さ

れた家計簿には、42 年 11 月に申立期間の保険料を納付した旨記載されてお

り、当該記載金額は、申立期間の保険料額と一致するなど、申立内容に不自

然さはみられない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7377 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年４月から同年 12月まで 

私の妻は、昭和 54 年の婚姻後、私の国民年金の加入手続を行い、夫婦

二人分の保険料を納付していた。妻は申立期間の保険料が納付済みとなっ

ているにもかかわらず、私だけ申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間直後から昭和 62 年 11 月に厚生年金保険に加入するま

で国民年金保険料をすべて納付しており、申立期間は９か月と短期間である。

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、55 年１月に払い出されており、

申立期間は現年度納付が可能であるとともに、納付書により保険料を納付し

たとする方法は、申立人が当時居住していた区の納付方法と合致し、納付し

たとする区の出張所は、当時、現年度保険料の収納を取り扱っている。さら

に、夫婦二人分の保険料を納付していたとする申立人の妻は、申立期間の保

険料が納付済みとなっているなど、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7385 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年６月から 54 年３月までの国民年金

保険料（昭和 53 年８月から 54 年３月までについては、付加保険料を含

む。）については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年６月から 60年３月まで 

    私は、昭和 50年の退職後に国民年金の加入手続を行い、 国民年金保険

料を納付していた。昭和 51年に実家に戻り、 父の相続等で多忙であった

ため、保険料が未納となった期間もあったが、その後に母から今ならさか

のぼって保険料を納付できることを聞き、 預金から 11万円ほどおろして

まとめて納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 50 年６月から 54 年３月までの期間については、申

立人が申立期間当時居住していた市が保管する国民年金被保険者名簿から、

申立人は 53 年８月に付加保険料を含めた国民年金保険料の納付を申し出て

国民年金に加入していることが確認でき、当該加入時点は第３回特例納付が

実施されていた期間であること、申立人がまとめて納付したと記憶している

金額は、50 年６月から 54 年３月までの期間を特例納付を含めて納付した場

合の保険料額及び 53 年８月から 54 年３月までの期間の付加保険料を納付し

た場合の保険料額とおおむね一致しているなど、申立内容に不自然さはみら

れない。 

しかしながら、昭和 54 年４月から 60 年３月までの期間については、申立

人が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、申立人は、保険料の納付状況等に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿から、申立人は、居住していた市にお



                 

  

いて、昭和 54 年１月 10 日に転出していることが確認できるものの、昭和 60

年に申立人に対して新たな手帳記号番号が払い出されるまでの間は、再度申

立人に対して手帳記号番号が払い出された記録は無く、当該期間の納付書が

申立人に発行されていたとは考えられないなど、申立人が当該期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 50 年６月から 54 年３月までの国民年金保険料（昭和 53 年８月から 54

年３月までについては、付加保険料を含む。）を納付していたものと認めら

れる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7386 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年４月から同年９月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年１月から 51年 12月まで 

             ② 昭和 52年４月から同年９月まで 

私の妻は、昭和 52 年ごろ、７年分の国民年金保険料をさかのぼって納

付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の納付記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、６か月と短期間であり、当該期間の前後の期間の

国民年金保険料は納付済みである。また、当該期間を含む昭和 52 年４月か

ら 53 年３月までの保険料は、誤納付であるとして 55 年 10 月 15 日に一括し

て還付決議が行われ、同月 30 日に還付されていることが還付整理簿等から

確認できるが、うち当該期間直後の 52 年 10 月から 53 年３月までの保険料

は、当該還付後も納付済みとされていることから、当該期間の保険料のみ未

納とされなければならないことをうかがわせる事情は見当たらないなど、申

立内容に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人の妻が当該期間の保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、保険料

を納付していたとする妻は、当該期間の保険料の納付状況等に関する記憶が

曖昧
あいまい

である。 

また、妻は、受給資格期間を満たすために７年分の保険料を納付したと主

張しているが、申立人の国民年金の手帳記号番号は第３回特例納付実施期間

中の昭和 54 年３月に払い出され、当該払出時点で 21 か月分の保険料を特例



                 

  

納付し、52 年１月から 54 年３月までの保険料を過年度納付及び現年度納付

することにより、60 歳到達時まで保険料を納付すれば年金の受給資格期間

を満たすことになるなど、申立人の妻が当該期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 52 年４月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7387 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年 11 月から 48 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 11月から 48年９月まで 

    私は、時期は憶
おぼ

えていないが、勤めていた商店を辞めた以降の夫婦二人

分の国民年金保険料をさかのぼって納付した。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間のうち、昭和42年11月から48年３月までの期間については、申立

人の国民年金手帳の記号番号は第２回特例納付実施期間中の50年11月に夫婦

連番で払い出され、当該期間直前の24か月分の国民年金保険料を特例納付に

より納付していることが確認できるが、さかのぼって納付したとする金額は、

当時特例納付の対象となる当該期間を含む40年１月から48年３月までの期間

の保険料を特例納付し、48年10月から50年３月までの期間の保険料を過年度

納付した場合の夫婦二人分の金額におおむね一致していること、申立人は、

上記の手帳記号番号払出時点で、特例納付をしなくても、39年12月以前の厚

生年金保険加入月数、48年10月以降60歳まで納付した場合の納付月数を合わ

せると、年金の受給資格期間を満たすことから、年金を満額に近づけるため

に特例納付をしたものと考えられること、申立期間後60歳到達時まで未納の

期間がないことなど、申立内容に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和48年４月から同年９月までの期間に

ついては、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、当該期間は第２回特例納付の対象

期間ではないこと、上記の手帳記号番号の払出時点では、時効により保険料

を納付することができない期間であることなど、申立人が当該期間の保険料



                 

  

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和42年11月から48年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7388 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年７月から同年９月まで 

    私は、国民年金に加入後、もれなく国民年金保険料を納付していた。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間の１回のみであり、申立人は、昭和50年５月に

国民年金に任意加入後60歳到達時まで、申立期間を除き、国民年金保険料を

すべて納付している。 

また、申立人は、申立期間に近接する昭和52年４月及び昭和55年12月に転

居しているが、転居の際の住所変更手続も適切に行っていることが申立人の

所持する国民年金手帳等から確認できるなど、申立内容に不自然さはみられ

ず、申立期間当時に保険料を納付することが困難な状況にあったと確認され

る事情もみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                 

  

東京国民年金 事案 7389 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年１月から同年３月までの期間及び 58 年７月から同年９

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 58年７月から同年９月まで 

私は、父に国民年金の加入手続を行ってもらい、約３年間は国民年金

保険料を納付してもらっていたが、それ以降は、遅れながらも自分で保険

料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間はいずれも３か月と短期間であり、申立人は、20 歳以降 60 歳到

達時まで、申立期間及び第３号被保険者期間を除き、国民年金保険料をすべ

て納付している。 

また、申立期間①については、申立人の所持する国民年金手帳から、申立

人は、当該期間直後の昭和 55 年４月に強制加入被保険者から任意加入被保

険者への切替手続を行っていることが確認でき、当該手続時点で直前の当該

期間の保険料を未納のままにしておいたとは考えにくいこと、申立期間②に

ついては、申立人が所持する区からの「国民年金保険料納入のお知らせ」に

より、当該期間後間もない 58 年 11 月 25 日時点で当該期間を含む同年７月

から 12 月までの保険料が未納であったことが確認できるが、このうち同年

10 月から 12 月までの保険料は納付されているほか、近接した時期に３回に

わたり重複納付により保険料が還付されており、申立人は、当時保険料が未

納とならないよう納付に努めていたと考えられることなど、申立内容に不自

然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年



                 

  

金保険料を納付していたものと認められる。 



東京厚生年金 事案 8599 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主は、申立人が主張する昭和 46 年４月１日に厚生年金保険被保険

者資格を申立人が取得し、同年５月１日に喪失した旨の届出を社会保険事

務所（当時）に対し行ったことが認められることから、申立人の厚生年金

保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要で

ある。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、４万 8,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：   男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ：  昭和 22 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月１日から同年５月１日まで  

「ねんきん特別便」で、申立期間について加入記録が無いことがわか

った。同期入社の同僚の記録はあるのに自分の記録がないのは納得がい

かないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社発行の在籍証明書等から判断すると、申立

人は同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人が保管していた厚生年金保険被保険者証、厚生年金記号

番号払出簿及びＢ国民健康保険組合発行の被保険者資格証明書によると、

申立人の資格取得日は昭和 46 年４月 1 日であることが確認できる。 

しかしながら、事業所別被保険者名簿において、申立人の資格取得が

取り消されている記載が確認でき、同僚の一人も申立人と同様に昭和 46

年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、その後、資格取得が

取り消されている記載が確認できるものの、かかる取消しを行う合理的

な理由は見当たらない上、当該同僚の記録が、再度同年４月１日に訂正

されていることが確認でき、年金事務所は当該訂正について関係書類が

残されておらず理由は不明としている。 



なお、申立人と同じ入社年月日で同じ研究所に異動になった同僚４人

の厚生年金保険被保険者資格取得日は、昭和 46 年４月１日と記録されて

いる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は取消し前の昭和 46 年４月１日

に厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年５月１日に同資格を喪失し

た旨の届出を事業主が社会保険事務所に対し行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、事業所別被保険者名簿の

取消し前の記録から、４万 8,000 円にすることが妥当である。 



東京厚生年金 事案 8608 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち平成元年 12 月 29 日から２年１月１日まで

の期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る

記録を同年１月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 24 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成元年４月から同年７月１日まで 

② 平成元年 12 月 29 日から２年１月１日まで 

厚生年金保険の記録によれば、Ａ社に勤務していた期間のうち、申

立期間の加入記録が無い。同社には、平成元年４月１日から同年 12 月

31 日まで勤務していたので、申立期間も厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間②について、申立人より提出のあった当該期間に係る給与

明細書及び雇用保険の加入記録により、申立人がＡ社に平成元年 12 月

31 日まで継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社は、当時の保険料控除は当月控除であったとしていると

ころから、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

さらに、当該期間の標準報酬月額については、申立人の平成元年 12

月の給与明細書の保険料控除額から、24 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る平成元年 12 月の保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は証拠書類は無いものの申立人

の当該期間に係る厚生年金保険料を納付していないと認めていること



から、事業主が資格喪失日を同年 12 月 29 日と届け、その結果、社会

保険事務所（当時）は、申立人に係る同年 12 月の厚生年金保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行っ

たものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に当該期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間①について、雇用保険の加入記録によると、平成元年７月

１日加入と記録されており、厚生年金保険の加入記録と一致している。 

また、Ａ社が社会保険手続を依頼しているＢ社へ宛てた申立人の入

社日が確認できる資料では、平成元年７月１日入社と記載されている。 

さらに、Ａ社が保管している、申立人の身元保証書には平成元年７

月４日付けの日付が記載されており、同社は、「同年４月入社なら同

年７月に提出させることはない。」としている。 

加えて、申立人は、「もしかすると、平成元年４月から同年６月ま

では、私の勘違いかも知れない。」としている。 

このほか、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料

の控除について、これを確認できる関連資料及び周辺事情も見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 



東京厚生年金 事案 8609  

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日は、昭和 19 年 10 月１日、資

格喪失日は 20 年２月１日であると認められることから、厚生年金保険の

被保険者資格取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額は、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 16 年４月１日から 20 年２月１日まで 

昭和 16 年４月１日にＡ社に入社し、その後、19 年９月に陸軍に徴兵

され、20 年 11 月に復員したが、徴兵されていた間も、給与は受領して

いたので厚生年金保険の記録が無いのはおかしい。申立期間についても

厚生年金保険の被保険者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する職員原簿によれば、申立人について、昭和14年２月24日

入社、40年４月30日退職との記載があることから、申立人が申立期間にお

いて同社に在籍していたことが確認できるが、オンライン記録において、

申立人は厚生年金保険の被保険者となっていない。 

しかし、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳により、申立人は、Ａ

社Ｂ支店において、昭和19年６月１日に被保険者資格を取得し、20年１月

31日に資格喪失、その後、倉庫会社の統制会社であるＣ社Ｄ支店において、

同年２月１日に資格を取得していることが確認できる。 

一方、Ｅ局の発行する軍歴確認書によれば、申立人が昭和19年９月５日

に陸軍に召集され、20年11月11日に復員したことが確認できる。 

また、当時の厚生年金保険法第59条の２では、昭和19年10月１日から

22年５月２日までに被保険者が陸海軍に徴集又は召集された期間につい

ては、その厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額を免除し、被

保険者期間として算入する旨規定されている。 

したがって、申立人が陸軍に召集されていた期間のうち、昭和20年１



月31日から同年２月１日までの期間について、仮にＡ社により、申立人

の資格喪失日が同年１月31日とする届出が行われ、同年１月が厚生年金

保険法第75条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る期間で

あっても、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とすべきであるもの

と考えられる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和19年６月１日

に厚生年金保険被保険者の資格を取得した旨の届出を社会保険事務所

（当時）に対し行ったことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店

における被保険者資格取得日は、厚生年金保険法が施行された同年10月

１日とすることが妥当であり、かつ、申立人の同社Ｂ支店における厚生

年金保険被保険者の資格喪失日は、20年２月１日であったと認められる。 

また、申立期間のうち、昭和19年10月から20年１月までの標準報酬月

額については、厚生年金保険法及び船員保険法の一部を改正する法律

（昭和44年法律第78号）附則第３条の規定に準じ、１万円とすることが

妥当である。 

他方、申立期間のうち、昭和19年６月１日より前の期間については、

労働者年金保険法（昭和16年法律第60号）の適用期間であり、同法では、

筋肉労働者の男子工員のみが被保険者となるとされているところ、申立

人は、当該期間において、Ａ社において事務員であったとしていること

から、筋肉労働者ではなかったと考えられ、申立期間のうち同年６月１

日から同年10月１日までの期間については、厚生年金保険制度発足前の

準備期間であり、厚生年金保険被保険者としては保険料の徴収は行われ

ていない期間であることから、申立期間のうち、16年４月１日から19年

10月１日までの期間については、申立人は厚生年金保険被保険者として

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 



東京厚生年金 事案 8614                                            

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格

取得日に係る記録を昭和 20 年７月１日に、資格喪失日に係る記録を同年

11 月１日にそれぞれ訂正し、申立期間の標準報酬月額を 170 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 大正４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年７月１日から同年 11 月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記

録が無い。同社には継続して勤務していたので、同期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の長男が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出している個人別労働者名簿並びに同社の現在の社会保険事

務の担当者及び複数の元従業員の供述から判断すると、申立人は昭和 20

年７月１日に同社本社から同社Ｂ工場に異動し、同年 11 月 1 日に同社同

工場から同社本社に異動するまで同社Ｂ工場に継続して勤務し、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られる。 

また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ

社本社における昭和 20 年６月及び同年 11 月の厚生年金保険被保険者台

帳の記録により、170 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、「資料が無く不明である。」と回答し



ているものの、事業主が申立人に係る資格取得及び喪失の届出を行った

にもかかわらず、社会保険事務所（当時）が申立人に係る届出を記録し

なかったとは考え難いことから、申立人の資格の得喪に係る届出は行わ

れておらず、その結果、社会保険事務所は申立人に係る昭和 20 年７月か

ら同年 10 月までの保険料について納入の告知を行うことができず、事業

主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



東京厚生年金 事案 8615                                 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 21 年９月１日から 22 年 12 月 10 日

までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る

記録を昭和 21 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 600 円と

することが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年７月 25 日から 22 年 12 月 10 日まで 

Ａ社（現在は、Ａ社Ｂ本社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生

年金保険の加入記録が無い。同社には、申立期間において勤務していた

ことは間違いないので、同期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ本社が提出している在籍証明書によると、申立人が申立期間を

含む、昭和 21 年７月 25 日から平成６年９月６日までの期間、Ａ社に継

続して勤務していたことが認められる。 

また、Ｃ健康保険組合の記録によると、申立人は昭和 21 年９月１日に

同組合の加入員資格を取得しており、加えて、同組合の担当者は、「当

組合の加入事業所においては、健康保険と厚生年金保険の資格取得日が

同日になるように手続が行われている。」と述べている。 

さらに、Ａ社Ｂ本社の現在の人事担当者は、「当社に残る古い社会保

険に関するマニュアル（年代は不明）に、健康保険と厚生年金保険の手

続は同時に行うことが示されている。申立人の同手続ついては、厚生年

金保険の届出のみ何らかの理由で漏れてしまったのではないか。保険料

の控除については、当時から健康保険と厚生年金保険の保険料は一緒に



控除していたはずなので、申立人がＣ健康保険組合の加入員資格を取得

した昭和 21 年９月１日以降は間違いなく厚生年金保険料を控除していた

と思われる。」と述べている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 21 年

９月１日から 22 年 12 月 10 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められ、この控除されていた期

間の標準報酬月額については、同年 12 月の厚生年金保険被保険者台帳の

記録から、600 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、「資料が無く不明である。」と回答し

ており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

加えて、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連

資料及び周辺事情が無いことから、行ったと認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 21 年７月 25 日から同年９月１日までの

期間については、申立期間におけるＡ社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿に記載のある従業員で回答のあった 12 名のうち、複数の従業

員は、「Ａ社には試用期間が数か月あった。」と回答し、また、回答の

あった 12 名のうち約半数の者が、「自身のＡ社における入社日と厚生年

金保険被保険者資格取得日が同時ではなかった。」と回答しており、加

えて、上述の同社に残る古い社会保険に関するマニュアルにおいて同社

の社会保険の取扱いが示されていることから、同社が申立人を 21 年７月

25 日に厚生年金保険のみ加入させ、厚生年金保険料のみ控除していたと

は考え難い。 

このほか、申立人の申立期間のうち、昭和 21 年７月 25 日から同年９

月１日までの期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、当該期間において、厚生年金保険被保険者として、当該期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認

めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8619 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ製造所における資

格取得日に係る記録を昭和 62 年６月 26 日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 24 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年６月 26 日から同年７月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会し

たところ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨

の回答をもらった。申立期間に本支店間の異動はあったが、同社に継

続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された申立人の社員履歴カード

から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 62 年６月 26 日

にＡ社本社から同社Ｂ製造所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ製造所における申

立人に係る昭和 62 年７月の社会保険事務所の記録から、24 万円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主が当時、事務手続を誤ったと認めていることから、事業主が昭和

62 年７月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



東京厚生年金 事案 8620 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料をＡ社により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の同社Ｂ作業所における資格

喪失日及び同社Ｃ営業所における資格取得日に係る記録をそれぞれ昭和

26 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を同年３月は 7,000 円、

同年４月は 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年３月 21 日から同年５月 15 日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会し

たところ、Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨

の回答をもらった。申立期間に事業所間の異動はあったが、継続して

勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保有する申立人に係る従業員カード及び同社の人事担当者の供

述から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和 26 年４月１

日にＡ社Ｂ作業所から同社Ｃ営業所に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社における申立人に係

る昭和 26 年２月及び同年５月の社会保険事務所の記録から、同年３月は

7,000 円、同年４月は 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を

社会保険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料

及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



東京厚生年金 事案 8634 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における資格取得日は昭和 48 年

10 月１日、資格喪失日は 49 年７月１日であると認められることから、

申立人の同社同工場における厚生年金保険の被保険者資格取得日及び喪

失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、５万 6,000 円とすること

が妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年 10 月１日から 49 年７月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社Ｃ工場に勤務した申立期間の加入記録が無い旨の回答をもら

った。申立期間に同社同工場に勤務しており、また、厚生年金基金の

加入記録はあるので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者期

間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び申立人によるＡ社Ｃ工場に勤務していた当時

の状況についての具体的な供述から判断すると、申立人が申立期間に同

社同工場に継続して勤務していたことが認められる。 

一方、Ｄ会から提出のあった申立人に係る「中脱記録照会（回答）」

等により、Ａ社が加入していたＥ厚生年金基金（当時）における申立人

の資格取得日が昭和 48 年 10 月１日、資格喪失日が 49 年７月１日である

ことが確認できる。 

また、申立てに係るグループ会社の人事労務関係業務を担当している

Ｆ社では、申立期間当時、Ａ社では、社会保険事務所及び厚生年金基金

への被保険者資格の得喪の届出においては、複写式の届出様式を使用し

ていたと回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人がＡ社Ｃ工場において、昭和 48



年 10 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、49 年７月１日に

被保険者資格を喪失した旨の届出を、事業主が社会保険事務所に対して

それぞれ行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記厚生年金基金の記録

から、５万 6,000 円とすることが妥当である。 



東京厚生年金 事案 8635 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ組合における資格取得

日に係る記録を昭和 35 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

２万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年９月１日から同年 10 月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ組合に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回

答をもらった。申立期間に同組合に勤務していたのは間違いないので、

厚生年金保険の被保険者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ組合から提出のあった申立期間に係る「給料個人別明細表」の写し、

並びに同組合から提出のあった申立人に係る「社員名簿」の写し、事業

主の回答及び同組合の当時の複数の従業員の供述により、申立人が申立

期間に同組合に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

一方、Ａ組合に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録では、

同組合が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 35 年 10 月１日で

あり、申立期間は厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

しかし、Ａ組合は、官報において設立年月日が昭和 35 年＊月＊日であ

ることが確認できる法人事業所であり、上記「給料個人別明細表」の写

しにより５人以上の従業員が常時勤務していたことが確認できることか

ら、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたも

のと判断される。 



また、申立期間の標準報酬月額については、上記「給料個人別明細

表」の写し及び申立人のＡ組合における昭和 35 年 10 月の社会保険事務

所の記録から、２万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、申立期間において厚生年金保険の適用事業所でありながら、

社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったことが認められること

から、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 35 年９月の保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期

間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 8636 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日は、昭和 59 年 10

月１日であると認められることから、申立人の同社における厚生年金保

険被保険者の資格取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、17 万円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年 10 月１日から同年 11 月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答

をもらった。申立期間に同社に勤務しており、また、厚生年金保険料

の給与からの控除を確認できる当時の給与明細書を提出するので、厚

生年金保険の被保険者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった申立期間に係る給与明細書、Ｂ社の関連会社

であるＣ社から提出のあった申立人に係る「社内経歴表」等により、申

立人が申立期間にＡ社に継続して勤務していたことが認められる。 

一方、Ａ社が加入していたＤ健康保険組合から提出のあった申立人に

係る「健康保険資格証明書」等により、申立人の健康保険の被保険者資

格取得日が昭和 59 年 10 月１日であることが確認できる。 

また、Ｄ健康保険組合では、申立期間当時、Ａ社では、社会保険事務

所及び健康保険組合への被保険者資格の得喪の届出においては、複写式

の届出様式を使用していたと回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人が主張する昭和 59 年 10 月１日

にＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を取得した旨の届出を、事

業主が社会保険事務所に対して行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細書及び申立

人のＡ社における昭和 59 年 11 月の社会保険事務所の記録から、17 万円

とすることが妥当である。 



東京厚生年金 事案 8637 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は、平成６年４月 26 日であると認め

られることから、申立人の同社における厚生年金保険被保険者の資格喪

失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、平成４年４月から同年６

月までの期間は 19 万円、同年７月から６年３月までの期間は 22 万円と

することが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年４月 30 日から６年４月 26 日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答

をもらった。同社が倒産した平成７年まで継続して勤務しており、厚

生年金保険料は給与から控除されていたので、申立期間も厚生年金保

険の被保険者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は、平成元年４月３日か

ら申立期間を含め、７年４月５日までの期間、Ａ社に継続して勤務して

いたことが認められる。 

一方、オンライン記録では、申立人について、Ａ社が厚生年金保険の

適用事業所でなくなった平成４年４月 30 日（以下「全喪日」という。）

以降の６年４月 26 日に、４年７月の厚生年金保険の標準報酬月額の随時

改定並びに同年 10 月及び５年 10 月の標準報酬月額の定時決定がさかの

ぼって取り消された上で、同社における厚生年金保険の被保険者資格を

４年４月 30 日に喪失した旨の処理がさかのぼって行われていることが確

認できる。 

また、オンライン記録では、申立人と同様に、全喪日以降の平成６年

４月 26 日に、いったん記録された厚生年金保険の標準報酬月額の定時決



定又は随時改定がさかのぼって取り消された上で、Ａ社における厚生年

金保険の被保険者資格を喪失した旨の処理がさかのぼって行われている

被保険者が８人確認できる。 

しかしながら、Ａ社は法人事業所であり、常時従業員が在籍していた

ことが認められ、同社が厚生年金保険法の適用事業所としての要件を満

たしていたものと認められることから、社会保険事務所において、当該

適用事業所でなくなった処理及び申立人の厚生年金保険の被保険者資格

を喪失させる処理をさかのぼって行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成４年４月 30 日に

Ａ社における厚生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の記録処理は有

効なものとは認められず、申立人の同社における資格喪失日は、上記社

会保険事務所の処理日である６年４月 26 日であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、訂正前のオンライン記録

から、平成４年４月から同年６月までの期間は 19 万円、同年７月から６

年３月までの期間は 22 万円とすることが妥当である。 



東京厚生年金 事案 8638 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない

記録とされている。 

しかしながら、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取

り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間である平成

16 年８月 10 日及び同年 12 月 15 日における標準賞与額に係る記録を、

共に 60 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年８月 10 日 

② 平成 16 年12月 15 日 

社会保険庁（当時）の記録では、Ａ社に勤務した期間のうち、申立

期間①及び②に係る厚生年金保険の標準賞与額の記録が無いことが判

明した。同社は、社会保険事務所（当時）に対して訂正の届出を行っ

たが、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間①及び②の

訂正記録は給付に反映されていないので、給付されるようにしてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった賞与支払明細書及びＡ社から提出のあった申

立人に係る厚生年金保険被保険者賞与支払届の写しにより、申立人は、

平成 16 年８月 10 日及び同年 12 月 15 日に同社から賞与の支払を受け、

同年８月 10 日は 61 万 5,000 円、同年 12 月 15 日は 60 万円の標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが



認められる。 

一方、特例法に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額

の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。したがって、申立期間①及び②に係る標準賞与額

については、上記賞与支払明細書の写しにおいて確認できる厚生年金保

険料控除額又は賞与額から、共に 60 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に対して提出して

いなかったこと、また、当該賞与に係る厚生年金保険料についても、納

付していないことを認めていることから、これを履行していないと認め

られる。 



東京厚生年金 事案 8639 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＡ社本社における

資格取得日に係る記録を昭和 27 年７月１日に訂正し、当該期間の標準

報酬月額を 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められることから、申立人のＢ社Ｃ支店

における資格取得日に係る記録を昭和 55 年５月１日に訂正し、当該期

間の標準報酬月額を 32 万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年７月１日から同年８月１日まで 

② 昭和 55 年５月１日から同年８月１日まで 

厚生年金保険の記録では、申立期間①及び②の加入記録が無い。 

申立期間①については、異動はあったが、昭和 26 年４月からＡ社

に継続して勤務しており、申立期間②については、55 年５月からＢ

社に取締役として入社し、同社Ｃ支店で勤務していたので、各申立

期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿（以下「被保険者名簿」という。）により、同社本社で厚生年

金保険に加入したことが確認できる元従業員は、「申立人と一緒に

昭和 27 年７月にＤ支店から本社へ転勤した。」と供述している。 

また、被保険者名簿により、申立人は、昭和 26 年４月４日にＡ社



Ｅ支店で被保険者資格を取得してから 31 年５月１日に喪失するまで、

Ｅ支店、Ｄ支店、本社と異動し、５年以上厚生年金保険に加入して

いるにもかかわらず、申立期間のみ未加入となっているのは不自然

である。 

さらに、被保険者名簿により、昭和 27 年７月１日から同年８月１

日までの間に、Ａ社の各支店で厚生年金保険の被保険者資格を喪失

し、同年８月１日に同社本社で被保険者資格を取得している従業員

が申立人を含めて５名いることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①にＡ社に継

続して勤務（昭和 27 年７月１日に同社Ｄ支店から同社本社に異動）

し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社

における昭和 27 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、

8,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前

に、事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社

会保険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、行ったとは認められない。 

２ 申立期間②について、Ｂ社から提出された昭和 55 年５月 30 日の

取締役会議事録及び同社総務課担当者の「当社での従業員の入社の

取扱いは、各月の１日付けである。」との回答により、申立人は、

同年５月１日から同社Ｃ支店に勤務していたことが確認できる。 

また、Ｂ社の上記の総務課担当者の「申立人は、当社へ役員とし

て入社したので、社会保険料を控除しなかったとは考えにくい。」

との回答により、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＢ社Ｃ支

店における昭和 55 年８月の社会保険事務所の記録から、32 万円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 



また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前

に、事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社

会保険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、行ったとは認められない。 



東京厚生年金 事案 8640 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ製作所における厚生年金保険被保険者資格の取得日は

昭和 19 年 10 月１日、資格喪失日は 20 年８月 28 日であると認められる

ことから、当該期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 18 年 10 月から 20 年 12 月まで 

厚生年金保険の記録では、申立期間の加入記録が無いが、昭和 18 年

10 月にＡ社Ｃ製作所に入社後、すぐに同社Ｂ製作所Ｄ課に異動し、20

年 12 月まで継続して勤務していたので、申立期間を被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、Ａ社Ｂ製作所のＤ課でＥ省へ物資申請書を提出する仕事を

していた等、当時の同社Ｂ製作所における仕事内容について詳細に記憶

していることから、申立期間当時、同社Ｂ製作所に勤務していたと推認

できる。 

また、現在保管されているＡ社Ｂ製作所に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿は、年金番号や記載状況から、戦後に復元されたもの

であることが確認できる。 

さらに、上記被保険者名簿には、申立人が記憶していた上司の名前

は見当たらないが、オンライン記録では、当該上司が昭和 19 年 10 月

１日から 20 年８月 28 日まで厚生年金保険に加入していることが確認

できることから、申立人は、厚生年金保険法の施行に伴い同年 10 月１

日から厚生年金保険に加入し、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたものと推認できる。 

以上の事実を前提にすると、申立人の申立期間に係る厚生年金保険

の被保険者記録が無い原因としては、事業主の届出漏れ、保険者によ



る被保険者名簿の記入漏れ、被保険者名簿の焼失等が考えられるが、

被保険者名簿の大規模な焼失等から半世紀も経た現在において、保険

者も被保険者名簿の完全な復元を行えない状況の下で、申立人及び事

業主にその原因がいずれにあるか特定を行わせることは不可能を強い

るものであり、同人らに不利益を負担させるのは相当でないというべ

きである。 

以上のように、申立人が申立期間にＡ社Ｂ製作所に勤務した事実及

び事業主による保険料の控除の事実が推認できること、申立人に係る

厚生年金保険被保険者記録は、戦火による焼失等により滅失した可能

性が高いと認められること等の事情を考慮すると、事業主は、厚生年

金保険の保険料控除が開始された昭和 19 年 10 月１日に、申立人の健

康保険厚生年金保険被保険者資格取得届を社会保険事務所に対し行っ

たと認めるのが相当であり、申立人は、同社Ｂ製作所が厚生年金保険

の適用事業所でなくなった 20 年８月 28 日まで厚生年金保険に加入し

ていたとすることが妥当である。 

また、当該期間の標準報酬月額は、厚生年金保険法及び船員保険法

の一部を改正する法律（昭和 44 年法律第 78 号）附則第３条の規定に

準じ、１万円とすることが妥当である。 

なお、記録を管理する保険者は、戦災・火災等の大規模な事故により、

被保険者名簿が焼失等したことから、現存する厚生年金保険の記録に相当

の欠落が見られる等、記録の不完全性が明らかな場合においては、以上の

事情を考慮の上、当該記録の欠落の原因が申立人又は事業主にあることが

特定できない案件に関して、実情にあった適切な取扱基準を定め、これに

対処すべきであるが、現時点ではこれが十分になされているとは言えない。 

２ 申立期間のうち昭和 18 年 10 月から 19 年９月 30 日までの期間につ

いては、労働者年金法により、同法の被保険者は、筋肉労働の男性の

みで、女性である申立人は対象外とされていたことから、申立人が、

当該期間について、労働者年金保険被保険者であったことを認めるこ

とはできない。 

３ 申立期間のうち昭和 20 年８月 28 日から同年 12 月までの期間につい

ては、申立人が「終戦の翌日から実家に戻った。」と供述しているこ

とから、申立人は、当該期間にＡ社Ｂ製作所に勤務していなかったと

推認できる。 

  また、Ａ社Ｂ製作所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

り、同社Ｂ製作所は、昭和 20 年８月 28 日に厚生年金保険の適用事業

所でなくなったことが確認できる。 

    さらに、Ａ社Ｂ製作所は、既に解散しており、当時の代表取締役は死

亡していることから、同社及び当該代表取締役から、申立人の当該期間

に係る勤務実態や厚生年金保険料の控除について確認することができな

い。 



このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による

給与からの控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事

情も見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、当該期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8641 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社Ｂ本社における申立人の被保険者

記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 42 年７月 15 日）及び資格

取得日（45 年４月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 42 年７

月から同年９月までは１万 6,000 円、同年 10 月から 43 年９月までは２万

4,000 円、同年 10 月から 44 年９月までは３万 3,000 円、同年 10 月から

45 年３月までは３万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年７月 15 日から 45 年４月１日まで 

        厚生年金保険の記録では、Ａ社Ｂ本社に勤務した期間のうち、申立期

間の加入記録が無いが、同社には昭和 42 年２月から現在まで継続して

勤務しているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｂ本社から提出された申立人の人事記録に、「昭和 42 年４月から

45 年６月まで本社Ｓ局事務補助員として勤務」と記入されていることか

ら、申立人が申立期間当時、同社に継続して勤務していたことが推認でき

る。 

   また、申立人は昭和 41 年４月から 45 年３月まで、Ａ社Ｂ本社に勤務し

ながら夜間高校に通学したとしており、申立人と同じように同社に勤務し

ながら夜間高校に通学した同僚は、高校に通学していた時期も厚生年金保

険の加入記録がある。 

さらに、Ａ社Ｂ本社人事部課長の「人事記録と厚生年金保険台帳によ

り、少なくとも昭和 42 年４月から、申立人は継続して当社に勤務し給与



を支払っていたので、保険料を控除していたと考える。」との回答によ

り、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同年代の同僚の

社会保険事務所（当時）の記録から、昭和 42 年７月から同年９月までは

１万 6,000 円、同年 10 月から 43 年９月までは２万 4,000 円、同年 10 月

から 44 年９月までは３万 3,000 円、同年 10 月から 45 年３月までは３万

6,000 円とすることが妥当である。 

また、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失及び

取得の届出が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれ

を記録することは考えられないことから、事業主は社会保険事務所の記

録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行い、その結果、社会保険事務

所は、申立人の申立期間に係る保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



東京厚生年金 事案 8642 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年 10 月１日から 45 年８月１日ま

での期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者の資格取得日に係る記録を 43 年 10 月１日に訂正し、当該期間に

係る標準報酬月額を、同年 10 月から 44 年９月までは５万 6,000 円、同

年 10 月は６万円、同年 11 月から 45 年７月までは６万 8,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主は、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年９月 10 日から 45 年８月１日まで 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の

加入記録が無いが、同社には昭和 43 年９月 10 日から 46 年３月 21 日

まで継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 43 年 10 月１日から 45 年８月１日までの期間

については、申立人の雇用保険の加入記録、厚生年金基金加入員資格

取得及び標準給与決定通知書、健康保険被保険者資格取得確認及び標

準報酬決定通知書により、申立人はＡ社に勤務していたことが確認で

きる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、当該

期間当時の同社の元従業員に厚生年金保険料控除について照会したと

ころ、複数の者が「厚生年金保険料と厚生年金基金掛金が給料から控

除されていた。」と回答していることから、申立人は当該期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら



れる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人に係る厚生年金

基金の加入記録から、昭和 43 年 10 月から 44 年９月までは５万 6,000

円、同年 10 月は６万円、同年 11 月から 45 年７月までは６万 8,000 円

とすることが妥当である。 

一方、Ｂ厚生年金基金は、「厚生年金保険と厚生年金基金の資格取

得届は複写式であるが、事業所から基金と社会保険事務所（当時）へ

別々に資格取得届が提出されている。」と回答し、Ａ社も「別々に届

出を出していたと思う。」と回答している。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、昭和 45

年８月１日に厚生年金保険に加入している者が 17 人いることが確認で

きるが、同年８月１日に厚生年金保険に加入した元従業員のうちの一

人は、「私も入社時から給料から厚生年金保険料が控除されていたに

もかかわらず約６か月の未加入期間がある。同社は係員の事務処理の

ミスと説明しているが、同社が意図的に行ったと思っている。この件

は、同社から社会保険事務所への未納保険料分の返還を受けることで

決着した。」と回答している。 

以上のことから、Ａ社では、申立期間当時、従業員から厚生年金保

険料を控除していたにもかかわらず、社会保険事務所への届出を行っ

ていなかったものと考えられる。 

また、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は不明としているが、上記のとおり、

申立人の申立期間に係る被保険者資格の取得届を行っていなかったと

考えられることから、事業主は、申立人の被保険者資格取得日を昭和

45 年８月１日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人の当

該期間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間のうち、昭和 43 年９月 10 日から同年 10 月１日までの期間

については、雇用保険の加入記録により、申立人はＡ社に勤務してい

たことが確認できる。 

 しかし、厚生年金基金加入員資格取得及び標準給与決定通知書、健

康保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書により、申立人

の厚生年金基金加入員資格の取得日及び健康保険組合の被保険者資格

取得日は、いずれも昭和 43 年 10 月１日であることが確認できる上、

申立人自身が「Ａ社では１か月位の試用期間があった。厚生年金保険

に加入したのは同年 10 月１日からだと思う。」と供述していることか

ら、当該期間は事業主による給与からの厚生年金保険料の控除は無か

ったと考えられる。 



このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による

給与からの控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事

情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



東京厚生年金 事案 8643 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に当初届け出た申立人の申立期間に

係る標準報酬月額は 28 万円であると認められることから、申立期間に係

る標準報酬月額の記録を 28 万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間についてその主張する標準報酬月額（36 万

円）に基づく厚生年金保険料を、事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立期間の標準報酬月額の記録を 36 万円に

訂正する必要がある。 

なお、事業主が、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13 年３月 31 日から同年９月 26 日まで 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した申立期間の標準報酬月額

が実際に給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額より低

いので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、

当初、28 万円と記録されていたが、平成 13 年８月 14 日付けで、同年

３月 31 日に遡及
そきゅう

して 18 万円に減額訂正され、申立人がＡ社において厚

生年金保険被保険者資格を喪失した同年９月 26 日まで減額された標準

報酬月額が継続していることが確認できる。 

また、Ａ社の他の従業員９人についても、申立人と同時期に標準報

酬月額が遡及
そきゅう

して減額訂正されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社の申立期間当時の代表取締役は、「申立期間当時、当

社の経営が苦しく、厚生年金保険料を滞納しており、平成 13 年９月 30

日に厚生年金保険の適用事業所でなくなった。」と回答している。 



これらを総合的に判断すると、平成 13 年８月 14 日付けで行われた

標準報酬月額の訂正処理は、事実に即したものとは考えられず、社会

保険事務所が行った当該減額訂正処理に合理的な理由は無く、標準報

酬月額の有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人

の申立期間に係る標準報酬月額を、事業主が社会保険事務所に当初届

け出た 28 万円に訂正することが必要である。 

２ 申立人から提出された平成 13 年４月及び同年９月の給与明細書並び

に平成 13 年分の給与所得の源泉徴収票により、申立人は、申立期間に

ついてその主張する標準報酬月額（36 万円）に見合う厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、給

与明細書及び源泉徴収票において確認できる保険料控除額から、36 万

円とすることが妥当である。 

なお、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主

による納付義務の履行については、事業主は不明としており、これを

確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に

行ったか否かについては、確認できる関連資料及び周辺事情は無いこ

とから、行ったとは認められない。 



東京厚生年金 事案8651 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は昭和50年12月27日であると認められ

ることから、申立期間①における厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係

る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和50年９月から同年11月までの標準報酬月額については、16万

円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＢ社における厚生年

金保険被保険者記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和54年９月30

日）及び資格取得日（56年５月20日）を取り消し、申立期間の標準報酬月

額を54年９月から55年６月までは20万円、同年７月から56年４月までは26

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和50年９月26日から51年４月１日まで 

② 昭和54年９月30日から56年５月20日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①の加入記録が無いことが判

明した。同社には昭和51年３月31日まで勤務していたので、当該期間も

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

また、Ｂ社には昭和51年11月１日から勤務したが、申立期間②の加入

記録が無いことが判明した。当該期間も継続して勤務していたので、厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の加入記録により、申立人が申立期

間のうち、昭和50年９月26日から51年３月25日まで、Ａ社に勤務して



いたことは認められる。 

一方、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同

社における申立人の被保険者資格喪失日は、同社が厚生年金保険の適

用事業所でなくなった日（昭和50年９月26日）の後の昭和50年12月27

日付けで、さかのぼって同年９月26日と記録されている。 

なお、申立人と同様に、昭和50年12月27日付けで、さかのぼって被

保険者資格喪失日が同年９月26日と記録されている従業員が申立人の

ほか11名確認できる。このことから、Ａ社は当該期間において、常時

５名以上の従業員が勤務していた法人事業所であると認められ、当時

の厚生年金保険法の適用事業所としての要件を満たしていたものと判

断される。したがって、社会保険事務所において、適用事業所でなく

なったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人の

被保険者資格喪失日をさかのぼって処理する合理的な理由は無く、当

該処理に係る記録は有効なものとは認められず、申立人のＡ社におけ

る被保険者資格喪失日は、当該遡及
そきゅう

訂正処理が行われた昭和50年12月

27日に訂正することが必要である。 

なお、昭和50年９月から同年11月までの標準報酬月額については、

申立人のＡ社における同年８月の社会保険事務所の記録から、16万円

とすることが妥当である。 

他方、申立期間①のうち、昭和50年12月27日から51年３月25日まで

の期間については、雇用保険の加入記録から、申立人がＡ社に勤務し

ていたことが確認できる。 

しかしながら、Ａ社の事業主は、「申立人について記憶はある。」

と供述しているものの、申立期間①当時の従業員の勤務の実態や厚生

年金保険料の控除に係る資料は保存しておらず、申立人の業務内容や

勤務形態に係る具体的な供述は得られなかった。 

また、申立期間①当時の従業員に照会したが、申立人を記憶してい

る者はおらず、申立人の勤務の実態や厚生年金保険料の控除について

の供述は得られなかった。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①のうち、昭和

50年12月27日から51年４月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者

の記録は、同社において昭和51年11月１日に資格を取得し、54年９月

30日に資格を喪失後、56年５月20日に同社において再度資格を取得し

ており、54年９月30日から56年５月20日までの申立期間②の被保険者



記録が無い。 

しかし、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間②を含み同社に在籍していたことが確認できる複数の従業員

は、「申立人は現場監督で継続して勤務し、申立期間の業務内容や雇

用形態は、前後の期間と変更は無かった。」と供述しており、これら

従業員はいずれも申立期間当時、厚生年金保険の被保険者記録が継続

している。 

また、申立人及び上記同僚が記憶しているＢ社の従業員数と同社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で確認できる厚生年金保険被

保険者数はほぼ一致していることが確認できる。 

なお、上記被保険者名簿から、申立人のほか、Ｂ社において厚生年

金保険の被保険者資格を再取得している者を１名（故人）確認できる

が、この者の資格喪失から再取得までの期間については、他社におい

て被保険者となっていることが確認できることから、社会保険事務所

の記録に不自然さはうかがえない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間②において、厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＢ社におけ

る申立期間前後の社会保険事務所の記録及び同僚の標準報酬月額に係

る記録から、昭和54年９月から55年６月までは20万円、同年７月から

56年４月までは26万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主に当時の状況を照会するも回答を得られないが、

事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されて

いないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え

難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及

び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る昭和54年９月から56年４月までの保険料の納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立期間②に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



東京厚生年金 事案 8655 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃレストランにおける資格取得日は、

昭和 53 年９月 21 日であると認められることから、当該期間の厚生年金

保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年３月 21 日から同年４月

１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＥ社(現在は、Ｆ社)におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 56 年３月 21 日に訂正し、当該期間の標

準報酬月額を 24 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53 年９月 21 日から同年９月 26 日まで 

② 昭和 56 年３月 21 日から同年４月１日まで 

厚生年金保険の記録によれば、昭和 46 年にＥ社に入社し、同グルー

プ内の複数の会社に転勤することはあったものの、平成 14 年まで勤務

していたが、申立期間①及び②について加入記録が無い。当該期間も

継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、雇用保険の加入記録及びＢ社から提出された

申立人の異動に係る報告により、申立人は、申立期間①において、Ａ社

に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ｆ社は、「申立人は、昭和 53 年９月 21 日にＡ社のＤレストラ

ンから同社Ｃレストランへ異動しており、申立人の厚生年金保険の資格

取得日を誤って届けたものと考えられる。」としている。 

これらを総合的に判断すると、申立期間①に係る申立人のＡ社Ｃレス



トランにおける資格取得日は、昭和 53 年９月 21 日であると認められる。 

申立期間②については、上記の雇用保険の加入記録及びＥ社の社内公

示における発令から判断すると、申立人が申立てに係るグループ会社に

継続して勤務し(昭和 56 年３月 21 日にＡ社からＥ社に出向)、当該期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＥ社における

昭和 56 年４月の社会保険事務所(当時)の記録から、24 万円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ｆ社は、保険料は納付していなかったと思われるとしていることから、

事業主が昭和 56 年４月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、申立期間②に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



東京厚生年金 事案 8659 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年 11 月 22 日から 46 年４月 25 日

までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録

を昭和 44 年 11 月 22 日に、資格喪失日に係る記録を 46 年４月 25 日とし、

当該期間の標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年９月１日から 46 年５月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会した

ところ、Ａ社が経営する店舗に二度勤務したが、２度目に調理師のセコ

ンド、次いでチーフとして勤務した期間の被保険者記録が無い旨の回答

をもらった。申立期間に勤務したことは間違いないので、正しい記録に

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から、申立人はＡ社が経営する店舗において、申立

期間のうち昭和 44 年 11 月 22 日から同社が厚生年金保険の適用事業所で

なくなる 46 年４月 25 日まで勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間に勤

務していた複数の同僚に照会したところ、２名が、「入社後、３か月の試

用期間はあった。試用期間は被保険者とはなっていなかった。」、３名が

「正社員になれば全員が厚生年金保険に加入していた。」と供述している。 

さらに、申立人と同職種（調理士）に従事していた同僚は、「申立人が

勤務した店舗近くのＡ社の別店舗において、申立人と同様に従前と同職種

で再就職した。」と供述しているところ、再就職後の勤務期間も厚生年金

保険の被保険者であったことがオンライン記録から確認できることから、



申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額は、Ａ社における同職種である同年齢の

同僚の当該期間の標準報酬月額と同じ６万円とすることが妥当である。 

また、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、Ａ社は、既に事業を廃止しており、事業主に確認す

ることはできないが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届

が提出された場合には、その後被保険者報酬月額算定基礎届や被保険者の

資格の喪失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会におい

ても社会保険事務所が当該届出を記録していないことは、通常の事務処理

では考え難いことから、事業主は、社会保険事務所へ資格の得喪等に係る

届出を行っておらず、その結果、社会保険事務所は申立人に係る昭和 44

年 11 月から 46 年３月までの保険料の納入の告知を行っておらず、事業主

は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 44 年９月１日から同年 11 月 21 日までの

期間については、複数の同僚・従業員の供述により、申立人は当該期間に

おいてＡ社に勤務していたと推認はできるものの、当該期間に係る申立人

の雇用保険の加入記録は無く、上記複数の同僚の供述から、３か月間の試

用期間があったことが推認できる。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8660 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日

に係る記録を昭和 37 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、

36 年６月から同年９月までは１万 2,000 円、同年 10 月から同年 12 月ま

では１万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年６月１日から 37 年１月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したとこ

ろ、Ａ事業所に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録がない旨の回

答をもらった。昭和 37 年４月の結婚を控え、自分が紹介した後任者の

同年年明けからの勤務が決定したので、36 年 12 月の末日をもって退職

した。退職日までフルタイムで勤務したので、申立期間も厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所において同期入社で同様の業務をし、申立人より後で厚生年金

保険の被保険者資格を喪失している二人の同僚は、申立人は勤務形態及び

業務内容等に変更は無く、昭和 36 年 12 月まで一緒に勤務した旨供述して

いる。また申立人の後任者として 37 年１月から勤務した職員も、申立人

は 36 年 12 月まで勤務した旨供述していることから、申立人が同年 12 月

まで勤務していたことが認められる。 

また、社会保険事務所の記録において申立人の資格喪失日が昭和 36 年

６月１日となっているが、上記同僚二人については厚生年金保険の記録が

継続していることから、申立人のみが資格喪失している理由が見当たらな

い。 



さらに、Ａ事業所では、社会保険へは非常勤以外の職員は加入していた

と供述している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における

昭和 36 年５月の社会保険事務所の記録及び申立人と同時期に入社した者

の標準報酬月額の記録から判断すると、同年６月から同年９月までは１万

2,000 円、同年 10 月から同年 12 月までは、１万 4,000 円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務の履行については、

申立期間に行われるべき事業主による健康保険厚生年金保険被保険者報酬

月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定や事業主による申立てどおりの

資格喪失届などのいずれの機会においても、社会保険事務所が記録の処理

を誤るとは考え難いことから、事業主が、昭和 36 年６月１日を厚生年金

保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る同年６月から同年 12 月までの保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



東京厚生年金 事案 8661 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①については、申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取

得日が昭和 54 年６月 22 日、資格喪失日が平成 15 年７月１日とされ、当

該期間のうち同年６月 22 日から同年７月１日までの期間は厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間と

ならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日を同年

７月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 62 万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない

記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、150 万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 22 日から同年７月１日まで 

 ② 平成 15 年６月６日 

 Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①は、グ

ループ会社間の異動届出を誤ったことから、事後訂正を行い、申立期間

の記録は訂正された。また、申立期間②の標準賞与額についても年金給



付に反映しない記録として事後訂正されたが、給付に反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された異動証明から判断すると、

申立人が当該期間を含み同社及びグループ会社に継続して勤務し、申立期

間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平

成 15 年５月のオンライン記録から、62 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は申立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して誤って提出し、申立期間に係る厚生年金保険料につい

ても、納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

申立期間②については、Ａ社から提出された賞与支給明細表により、申

立人は、当該期間に同社から賞与の支払を受け、150 万円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間②の標準賞与額については、賞与支給明細表における

当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、150 万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業

主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っているこ

とから、社会保険事務所は申立人に係る申立期間②の標準賞与額に基づ

く保険料の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 8662 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①については、申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取

得日が平成８年５月 22 日、資格喪失日が 17 年１月１日とされ、当該期

間のうち 16 年 12 月 14 日から 17 年１月１日までの期間は厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間と

ならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日を同年

１月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 62 万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、150 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 14 日から 17 年１月１日まで 

 ② 平成 16 年 12 月 10 日 

 Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①は、グ

ループ会社間の異動届出を誤ったことから、事後訂正を行い、申立期間

の記録は訂正された。また、申立期間②の標準賞与額についても年金給



付に反映しない記録として事後訂正されたが、給付に反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された異動証明から判断すると、

申立人が当該期間を含み同社及びグループ会社に継続して勤務し、申立期

間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ社における平成 16 年

11 月のオンライン記録から、62 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して誤って提出したことを認めていることから、申立期間に係

る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、Ａ社から提出された賞与支給明細表により、申

立人は、当該期間に同社から賞与の支払を受け、150 万円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間②の標準賞与額については、賞与支給明細表における

当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、150 万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業

主が申立期間当時に事務手続を誤ったと訂正の届出を行っていることか

ら、社会保険事務所は申立人に係る申立期間②の標準賞与額に基づく保

険料の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 8663 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①については、申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取

得日が平成 11 年７月 22 日、資格喪失日が 15 年７月１日とされ、当該期

間のうち同年６月 22 日から同年７月１日までの期間は厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間となら

ない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日を同年７月

１日とし、申立期間の標準報酬月額を 47 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 118 万 4,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 22 日から同年７月１日まで 

 ② 平成 15 年６月６日 

 Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①は、グ

ループ会社間の異動届出を誤ったことから、事後訂正を行い、申立期間

の記録は訂正された。また、申立期間②の標準賞与額についても年金給

付に反映しない記録として事後訂正されたが、給付に反映されるよう記



録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された異動証明から判断すると、

申立人が当該期間を含み同社及びグループ会社に継続して勤務し、申立期

間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ社における平成 15 年

５月のオンライン記録から 47 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して誤って提出したことを認めていることから、申立期間に係

る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、Ａ社から提出された賞与支給明細表により、申

立人は、当該期間に同社から賞与の支払を受け、118 万 4,000 円の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間②の標準賞与額については、賞与支給明細表における

当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、118 万 4,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業

主が申立期間当時に事務手続を誤ったと訂正の届出を行っていることか

ら、社会保険事務所は申立人に係る申立期間②の標準賞与額に基づく保

険料の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 8664 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①については、申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取

得日が平成７年 11 月１日、資格喪失日が 15 年７月１日とされ、当該期

間のうち同年６月 22 日から同年７月１日までの期間は厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間となら

ない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日を同年７月

１日とし、申立期間の標準報酬月額を 59 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 140 万 1,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 22 日から同年７月１日まで 

 ② 平成 15 年６月６日 

 Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①は、グ

ループ会社間の異動届出を誤ったことから、事後訂正を行い、申立期間

の記録は訂正された。また、申立期間②の標準賞与額についても年金給

付に反映しない記録として事後訂正されたが、給付に反映されるよう記



録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された異動証明から判断すると、

申立人が当該期間を含み同社及びグループ会社に継続して勤務し、申立期

間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ社における平成 15 年

５月のオンライン記録から、59 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して誤って提出したことを認めていることから、申立期間に係

る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、Ａ社から提出された賞与支給明細表により、申

立人は、当該期間に同社から賞与の支払を受け、140 万 1,000 円の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間②の標準賞与額については、賞与支給明細表における

当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、140 万 1,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業

主が申立期間当時に事務手続を誤ったと訂正の届出を行っていることか

ら、社会保険事務所は申立人に係る申立期間②の標準賞与額に基づく保

険料の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 8665 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①については、申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取

得日が平成 16 年１月 22 日、資格喪失日が 17 年７月１日とされ、当該期

間のうち同年６月 22 日から同年７月１日までの期間は厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間となら

ない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日を同年７月

１日とし、申立期間の標準報酬月額を 47 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 82 万 8,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間 ： ① 平成 17 年６月 22 日から同年７月１日まで 

 ② 平成 17 年６月 10 日 

 Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①は、グ

ループ会社間の異動届出を誤ったことから、事後訂正を行い、申立期間

の記録は訂正された。また、申立期間②の標準賞与額についても年金給

付に反映しない記録として事後訂正されたが、給付に反映されるよう記



録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された異動証明から判断すると、

申立人が当該期間を含み同社及びグループ会社に継続して勤務し、申立期

間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ社における平成 17 年

５月のオンライン記録から、47 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して誤って提出したことを認めていることから、申立期間に係

る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、Ａ社から提出された賞与支給明細表により、申

立人は、当該期間に同社から賞与の支払を受け、82 万 8,000 円の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間②の標準賞与額については、賞与支給明細表における

当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、82 万 8,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業

主が申立期間当時に事務手続を誤ったと訂正の届出を行っていることか

ら、社会保険事務所は申立人に係る申立期間②の標準賞与額に基づく保

険料の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 8666 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①については、申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取

得日が平成 15 年９月 22 日、資格喪失日が 17 年７月１日とされ、当該期

間のうち同年６月 27 日から同年７月１日までの期間は厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間となら

ない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日を同年７月

１日とし、申立期間の標準報酬月額を 62 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 111 万 3,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間 ： ① 平成 17 年６月 27 日から同年７月１日まで 

 ② 平成 17 年６月 10 日 

 Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①は、グ

ループ会社間の異動届出を誤ったことから、事後訂正を行い、申立期間

の記録は訂正された。また、申立期間②の標準賞与額についても年金給

付に反映しない記録として事後訂正されたが、給付に反映されるよう記



録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された異動証明から判断すると、

申立人が当該期間を含み同社及びグループ会社に継続して勤務し、申立期

間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ社における平成 17 年

５月のオンライン記録から、62 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して誤って提出したことを認めていることから、申立期間に係

る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、Ａ社から提出された賞与支給明細表により、申

立人は、当該期間に同社から賞与の支払を受け、111 万 3,000 円の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間②の標準賞与額については、賞与支給明細表における

当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、111 万 3,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業

主が申立期間当時に事務手続を誤ったと訂正の届出を行っていることか

ら、社会保険事務所は申立人に係る申立期間②の標準賞与額に基づく保

険料の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 8667 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①については、申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取

得日が昭和 49 年３月 22 日、資格喪失日が平成 17 年１月１日とされ、当

該期間のうち 16 年 12 月 22 日から 17 年１月１日までの期間は厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期

間とならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納

付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日を

同年１月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 62 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 22 日から 17 年１月１日まで 

 ② 平成 16 年 12 月 10 日 

 Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①は、グ

ループ会社間の異動届出を誤ったことから、事後訂正を行い、申立期間

の記録は訂正された。また、申立期間②の標準賞与額についても年金給



付に反映しない記録として事後訂正されたが、給付に反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された異動証明から判断すると、

申立人が当該期間を含み同社及びグループ会社に継続して勤務し、申立期

間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ社における平成 16 年

11 月のオンライン記録から、62 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して誤って提出したことを認めていることから、申立期間に係

る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、Ａ社から提出された賞与支給明細表により、申

立人は、当該期間に同社から賞与の支払を受け、150 万円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間②の標準賞与額については、賞与支給明細表における

当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、150 万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業

主が申立期間当時に事務手続を誤ったと訂正の届出を行っていることか

ら、社会保険事務所は申立人に係る申立期間②の標準賞与額に基づく保

険料の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



東京厚生年金 事案 8668 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①については、申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取

得日が平成３年 11 月１日、資格喪失日が 16 年１月１日とされ、当該期

間のうち 15 年 12 月 15 日から 16 年 1 月 1 日までの期間は厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間と

ならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪失日を同年

１月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 62 万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間 ： ① 平成 15 年 12 月 15 日から 16 年１月１日まで 

 ② 平成 15 年 12 月５日 

 Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①は、グ

ループ会社間の異動届出を誤ったことから、事後訂正を行い、申立期間

の記録は訂正された。また、申立期間②の標準賞与額についても年金給



付に反映しない記録として事後訂正されたが、給付に反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された異動証明から判断すると、

申立人が当該期間を含み同社及びグループ会社に継続して勤務し、申立期

間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ社における平成 15 年

11 月のオンライン記録から、62 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して誤って提出したことを認めていることから、申立期間に係

る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、Ａ社から提出された賞与支給明細表により、申

立人は、当該期間に同社から賞与の支払を受け、150 万円の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間②の標準賞与額については、賞与支給明細表における

当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、150 万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業

主が申立期間当時に事務手続を誤ったと訂正の届出を行っていることか

ら、社会保険事務所は申立人に係る申立期間②の標準賞与額に基づく保

険料の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8669 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①については、申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得

日が平成３年 11 月１日、資格喪失日が 17 年 7 月１日とされ、当該期間の

うち同年６月 22 日から同年７月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期

間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき、申立人の同社における資格喪失日を同年７月１日とし、申立

期間の標準報酬月額を 44万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 90 万 3,000 円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間 ： ① 平成 17年６月 22日から同年７月１日まで 

 ② 平成 17年６月 10日 

 Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①は、グ

ループ会社間の異動届出を誤ったことから、事後訂正を行い、申立期間



  

の記録は訂正された。また、申立期間②の標準賞与額についても年金給

付に反映しない記録として事後訂正されたが、給付に反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された異動証明から判断すると、

申立人が当該期間を含み同社及びグループ会社に継続して勤務し、申立期

間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ社における平成 17 年

５月のオンライン記録から、44万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して誤って提出したことを認めていることから、申立期間に係る厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、Ａ社から提出された賞与支給明細表により、申

立人は、当該期間に同社から賞与の支払を受け、90 万 3,000 円の標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間②の標準賞与額については、賞与支給明細表における当

該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、90 万 3,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったと訂正の届出を行っていることから、社

会保険事務所は申立人に係る申立期間②の標準賞与額に基づく保険料の告

知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

 



  

東京厚生年金 事案 8670 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち平成４年６月１日から５年 10 月１日までの期間の標準報

酬月額については、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬

月額であったことが認められることから、申立人の当該期間に係る標準報

酬月額の記録を 26万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間について、申立人のＡ社における資格喪失日は、平成７

年６月 15 日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険

被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立人の平成６年 10 月から７年５月までの標準報酬月額について

は、９万 8,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年６月１日から７年６月 15日まで 

厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社の勤務は平成６年 10

月 31 日となっているが、同社には７年６月 15 日まで勤務していたので

訂正してほしい。 

また、同社における標準報酬月額は実際の給与額から低くなっている

が、当時の給与の基本給は 50万円であったので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成４年６月から５年９月までの期間について、Ａ

社における申立人の標準報酬月額は、オンライン記録では、当初、26 万

円と記録されていたところ、申立人を含め５名の標準報酬月額が５年５

月 19 日に遡及
そきゅう

して訂正されており、申立人の場合、当該期間の記録を

９万 8,000円に引き下げられていることが確認できる。 

しかしながら、当該事実について、当該事業所の代表者は所在不明の

ため確認できず、同僚からも、申立期間当時、申立人の報酬月額がその



  

標準報酬月額（９万 8,000 円）に対応した額に減額されたことをうかが

わせる供述は得られなかった。 

また、社会保険事務所が保管する滞納に係る資料から、「（平成７年

２月 17 日付け）平成５年４月分及び同年５月分を内入領収する。」と

の記載が確認でき、当時、厚生年金保険料等の滞納があったことがうか

がえる。 

これらを総合的に判断すると、平成５年５月 19 日付けで行われた

遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行っ

た当該訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認

められない。このため、当該遡及
そきゅう

訂正処理の結果として記録されている、

申立人の４年６月から５年９月までの期間に係る標準報酬月額は、事業

主が社会保険事務所に当初届け出た 26 万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、当該遡及
そきゅう

訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成５年

10 月１日）で標準報酬月額９万 8,000 円と記録されているところ、当該

処理については遡及
そきゅう

訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見

当たらず、社会保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

２ 申立期間のうち、平成６年 10 月１日から７年６月 15 日までの期間に

ついて、親会社のＢ社における雇用保険の加入記録から、申立人の離職

日は平成７年６月 15 日と記録されており、申立期間にＡ社に継続して

勤務していたことが確認できる。 

一方、オンライン記録では、Ａ社における申立人の資格喪失日は、当

初、平成７年６月 15 日と記録されていたところ、同社が厚生年金保険

の適用事業所でなくなった日（平成７年４月 30 日）以後の、８年１月

８日に申立人を含む５人の資格喪失日の記録がさかのぼって訂正されて

おり、申立人の場合、６年 10 月 31 日に訂正されていることが確認でき

る。 

しかしながら、商業登記簿からＡ社は全喪後も引続き存続しており、

厚生年金保険法の適用事業所としての要件を認められることから、社会

保険事務所が当該適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理

由は見当たらない。 

また、当該期間当時の商業登記簿謄本には申立人が役員であったこと

の記録は無いほか、同僚の供述から、申立人は営業の次長職であり、社

会保険事務には関与していないことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における資格喪失日を平

成６年 10 月 31 日とする処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理



  

に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失

日は、訂正処理前の記録から７年６月 15日とすることが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平

成６年 10 月のオンライン記録から９万 8,000 円とすることが妥当であ

る。 

３ 一方、申立期間のうち、平成５年 10 月１日から７年６月 15 日までの

期間の標準報酬月額について、Ａ社は８年８月 18 日に解散しているこ

とから、当該期間の厚生年金保険料の事業主による給与からの控除の実

態が確認できないほか、申立人は給与及び控除額等を証明する関連資料

等を所持していない。 

また、当該期間において、申立人の標準報酬月額が遡及
そきゅう

して訂正され

たことは確認できず、当該期間の申立人の記録について社会保険事務所

の処理が不合理であったことはうかがえない。 

このほか、申立人の主張する基本給 50 万円に相当する標準報酬月額

に基づく、厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、平成５年 10

月から７年５月までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 

 

 



  

東京厚生年金 事案 8673 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成 14 年２月１日、

資格喪失日が 16 年３月１日とされ、当該期間のうち、同年２月 10 日から

同年３月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年

金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同

社における資格喪失日に係る記録を同年３月１日とし、申立期間の標準報

酬月額を 26万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立人の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住 所 ：   

                        

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年２月 10日から同年３月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社を平成 16 年２月 29 日に退職したが、厚生年金保険の被保険者資格

喪失日が同年２月 10 日となっていることが判明した。同社は、社会保

険事務所に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により

納付できず、申立期間の訂正記録は給付に反映されていないので、給付

されるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳、出勤簿及び回答書により、申立人は、同

社に平成 16 年２月 29 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、賃金台帳の厚生年金保険料



  

控除額から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主が、申立期間当時に、申立人の資格喪失に係る事務手続を誤ったと

して、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 21 年 10

月 23 日に、社会保険事務所に対して訂正の届出を行っており、申立期間

に係る厚生年金保険料についても、納付していないことを認めていること

から、これを履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8674 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失

日に係る記録を昭和 47 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

５万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

            

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年３月 17 日から同年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会した

ところ、Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回

答をもらった。申立期間に異動はあったが、同社には継続して勤務して

いたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された履歴書及び回答書から判断す

ると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和 47 年４月１日に同社Ｂ工

場から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場におけ

る昭和 47 年２月の社会保険事務所の記録から、５万 6,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事



  

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



  

東京厚生年金 事案 8675                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、昭和 57 年１月８日から同年５月１日までの期間について、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に

係る記録を 41万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が昭和 57 年１月から同年４月までの上記訂正後の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかで

ないと認められる。 

また、申立人は、昭和 57 年 12 月 31 日から 59 年３月１日までの期間に

ついて、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を 59 年

３月１日に訂正し、当該期間に係る標準報酬月額を 41 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和 57年１月８日から同年５月１日まで 

②   昭和 57年 12月 31日から 59年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の標準報酬月額が実際の給料

の額と違っており、申立期間②の加入記録が無い。同社には昭和 57 年

１月から継続して勤務しており、給料支払明細書を提出するので、申立

期間①については標準報酬月額の記録を訂正し、申立期間②については

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



  

 １  申立期間①について、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載された申立人の申立期間①に

おける標準報酬月額は 26 万円とされているところ、申立人から提出され

た給料支払明細書から、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額は、申立期間①の

いずれの月についても 41 万円となることから、申立人は、その主張する

標準報酬月額（41 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ社は既に昭和 57 年 12 月 31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

り、申立期間①当時の事業主や給与支払担当者も死亡しており、これを確

認できる関連資料及び周辺資料は無いことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立どおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に

対し行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

ないことから、行ったとは認められない。 

２  申立期間②について、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格

喪失日は、昭和 57 年 12 月 31 日と記録されているが、申立人から提出さ

れた給料支払明細書から、申立人は、59 年３月１日まで同社に継続して勤

務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、昭和 57 年 12 月から 59

年２月までの給料支払明細書の厚生年金保険料控除額から、41 万円とす

ることが妥当である。 

一方、Ａ社は既に昭和 57 年 12 月 31 日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっているが、同社は法人の事業所であり、常時５人以上の従業員

が在籍していたことが認められることから、当時の厚生年金保険法に定め

る適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、



  

Ａ社は上述のとおり既に厚生年金保険適用事業所ではなくなり、申立期間

②当時の事業主や給与支払担当者も死亡しており、これを確認できないが、

申立期間②において社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認

められることから、申立人の申立期間②における厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8676 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 24 年８月 24 日に訂正し、申立期間の標

準報酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：        

    生 年 月 日 ： 明治 44年生     

    住    所 ：      

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年８月 24日から同年９月１日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険加入記録が無い。

申立期間も継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

                                          

第３ 委員会の判断の理由   

雇用保険の加入記録及びＢ社から提出された申立人の職歴証明書等から

判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 24 年８月 24 日にＡ

社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店におけ

る昭和 24 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は納付したと思料するとしているが、これを確

認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざ



  

るを得ない。  

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、行ったとは認められない。 



  

東京厚生年金 事案 8677 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得

日に係る記録を昭和 51 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年３月１日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険加入記録が無い。

申立期間については、支店間の異動はあったが、厚生年金保険料が控除

されていたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された「人事個人票」及び国民健康保

険組合の加入記録から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和

51 年３月１日にＡ社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。   

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における

昭和 51 年４月の社会保険事務所(当時)の記録から、20 万円とすることが妥当

である。      

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、誤った届出を行ったことを認めており、事業主が昭和 51 年４月１日

を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

３月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る

当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8678 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社本社における資格取得日

に係る記録を昭和 44 年６月 18 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３

万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年６月 18 日から同年７月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険加入記録が無い。

申立期間については、Ａ社Ｂ部から同社本社への異動はあったが、厚生

年金保険料を控除されていたので、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された「人事個人票」及び国民健康

保険組合の加入記録から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し

（昭和 44 年６月 18 日にＡ社Ｂ部から同社本社に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における

昭和 44 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 3,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、誤った届出を行ったことを認めており、事業主が昭和 44 年７

月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年６月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申



  

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



  

東京厚生年金 事案 8680 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日

に係る記録を昭和 42 年８月 20 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２

万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年８月 20日から 43 年 12月 20日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回

答をもらった。申立期間中、同社には継続して勤務し、厚生年金保険料

が給与から控除されていたはずなので、申立期間について厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に業務の引継ぎを行い、その後退職したとするＡ社の元従業員の

具体的な供述から判断すると、申立人は、申立期間において同社に勤務し

ていたことが認められる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間当時

及びその前後の期間に厚生年金保険に加入していることが確認できる元従

業員に照会したところ、複数の元従業員は、「自分の入社時期と厚生年金

保険の加入時期はほぼ一致している。」旨供述している。 

このことは、これら複数の元従業員が入社したと供述している時期と上

記被保険者名簿における同人らの被保険者資格取得日がほぼ一致している

ことから確認できる。 



  

なお、申立人及び複数の元従業員は、申立期間当時、Ａ社には約 15 人

の従業員が勤務していたと供述しているところ、上記被保険者名簿では、

申立期間当時に厚生年金保険に加入していることが確認できる従業員は

15 人いることから、同社では、申立期間当時、入社したすべての従業員

を厚生年金保険に加入させる取扱いであったことがうかがわれる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

43年 12月のオンライン記録から、２万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくな

っている上、当時の事業主は既に死亡しており、当時の事情を確認できる

社会保険担当者も見当たらず、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



  

東京厚生年金 事案 8681 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、44

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

36 万円とされているが、申立人は、申立期間について、平成 18 年９月か

ら 19 年３月までは 41 万円、同年４月から同年８月までは 44 万円の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に

基づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録を、18 年９月から

19 年３月までは 41 万円、同年４月から同年８月までは 44 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年９月１日から 19年９月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、Ａ事業所に勤務した申立期間の標準報酬月額が実際の給与から

控除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額と相違しているこ

とが分かった。同事業所は、既に社会保険事務所に訂正の届出を行った

が、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に

反映されていないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録によると、当



  

初 36 万円と記録されていたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の平成 21 年 11 月に 36 万円から 44 万円に訂正されたとこ

ろ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とな

る標準報酬月額は、当該訂正届に基づく標準報酬月額（44 万円）ではなく、

当初記録されていた標準報酬月額（36万円）となっている。 

しかしながら、申立人に係るＡ事業所の給与明細書によると、平成 18

年９月から 19 年３月までは 41 万円、同年４月から同年８月までは 44 万

円の標準報酬月額に基づいた厚生年金保険料が控除されていること、また、

申立期間における報酬月額に見合う標準報酬月額が 44 万円であることが

確認できる。 

また、特例法に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間に係る給与明

細書により、平成 18 年９月から 19 年３月までは 41 万円、同年４月から

同年８月までは 44 万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険

者報酬月額算定基礎届の訂正届を当該保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成 21 年 10 月 28 日に提出したことが確認できることから、社会

保険事務所は、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8682 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、32

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

26 万円とされているが、申立人は、申立期間について、32 万円の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基

づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録を 32 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年９月１日から 19年９月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、Ａ事業所に勤務した申立期間の標準報酬月額が実際の給与から

控除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額と相違しているこ

とが分かった。同事業所は、既に社会保険事務所に訂正の届出を行った

が、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に

反映されていないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録によると、当

初 26 万円と記録されていたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の平成 21 年 11 月に 26 万円から 32 万円に訂正されたとこ



  

ろ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とな

る標準報酬月額は、当該訂正届に基づく標準報酬月額（32 万円）ではなく、

当初記録されていた標準報酬月額（26万円）となっている。 

しかしながら、申立人に係るＡ事業所の給与明細書によると、申立期間

は 32 万円の標準報酬月額に基づいた厚生年金保険料が控除されているこ

と、また、申立期間における報酬月額に見合う標準報酬月額が平成 18 年

９月から 19 年２月までは 32 万円、同年３月から同年８月までは 34 万円

であることが確認できる。 

また、特例法に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間に係る給与明

細書により、32 万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険

者報酬月額算定基礎届の訂正届を当該保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成 21 年 10 月 28 日に提出したことが確認できることから、社会

保険事務所は、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8683 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、36

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

30 万円とされているが、申立人は、申立期間について、36 万円の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基

づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録を 36 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年９月１日から 19年５月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、Ａ事業所に勤務した申立期間の標準報酬月額が実際の給与から

控除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額と相違しているこ

とが分かった。同事業所は、既に社会保険事務所に訂正の届出を行った

が、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に

反映されていないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録によると、当

初 30 万円と記録されていたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の平成 21 年 11 月に 30 万円から 36 万円に訂正されたとこ



  

ろ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とな

る標準報酬月額は、当該訂正届に基づく標準報酬月額（36 万円）ではなく、

当初記録されていた標準報酬月額（30万円）となっている。 

しかしながら、申立人に係るＡ事業所の給与明細書によると、申立期間

は 36 万円の標準報酬月額に基づいた厚生年金保険料が控除されているこ

と、また、申立期間における報酬月額に見合う標準報酬月額は 36 万円で

あることが確認できる。 

また、特例法に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間に係る給与明

細書により、36 万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険

者報酬月額算定基礎届の訂正届を当該保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成 21 年 10 月 28 日に提出したことが確認できることから、社会

保険事務所は、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8684 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、44

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

34 万円とされているが、申立人は、申立期間について、41 万円の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基

づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録を 41 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年９月１日から 19年９月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、Ａ事業所に勤務した申立期間の標準報酬月額が実際の給与から

控除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額と相違しているこ

とが分かった。同事業所は、既に社会保険事務所に訂正の届出を行った

が、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に

反映されていないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録によると、当

初 34 万円と記録されていたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の平成 21 年 11 月に 34 万円から 44 万円に訂正されたとこ



  

ろ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とな

る標準報酬月額は、当該訂正届に基づく標準報酬月額（44 万円）ではなく、

当初記録されていた標準報酬月額（34万円）となっている。 

しかしながら、申立人に係るＡ事業所の給与明細書によると、申立期間

は 41 万円の標準報酬月額に基づいた厚生年金保険料が控除されているこ

と、また、申立期間における報酬月額に見合う標準報酬月額が 44 万円で

あることが確認できる。 

また、特例法に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間に係る給与明

細書により、41 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険

者報酬月額算定基礎届の訂正届を当該保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成 21 年 10 月 28 日に提出したことが確認できることから、社会

保険事務所は、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8685 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、34

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

28 万円とされているが、申立人は、申立期間について、34 万円の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基

づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録を 34 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年９月１日から 19年６月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、Ａ事業所に勤務した申立期間の標準報酬月額が実際の給与から

控除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額と相違しているこ

とが分かった。同事業所は、既に社会保険事務所に訂正の届出を行った

が、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に

反映されていないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録によると、当

初 28 万円と記録されていたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の平成 21 年 11 月に 28 万円から 34 万円に訂正されたとこ



  

ろ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とな

る標準報酬月額は、当該訂正届に基づく標準報酬月額（34 万円）ではなく、

当初記録されていた標準報酬月額（28万円）となっている。 

しかしながら、申立人に係るＡ事業所の給与明細書によると、申立期間

は 34 万円の標準報酬月額に基づいた厚生年金保険料が控除されているこ

と、また、申立期間における報酬月額に見合う標準報酬月額は 34 万円で

あることが確認できる。 

また、特例法に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間に係る給与明

細書により、34 万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険

者報酬月額算定基礎届の訂正届を当該保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成 21 年 10 月 28 日に提出したことが確認できることから、社会

保険事務所は、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8686 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、34

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

30 万円とされているが、申立人は、申立期間について、34 万円の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基

づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録を 34 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年９月１日から 19年６月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、Ａ事業所に勤務した申立期間の標準報酬月額が実際の給与から

控除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額と相違しているこ

とが分かった。同事業所は、既に社会保険事務所に訂正の届出を行った

が、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に

反映されていないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録によると、当

初 30 万円と記録されていたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の平成 21 年 11 月に 30 万円から 34 万円に訂正されたとこ



  

ろ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とな

る標準報酬月額は、当該訂正届に基づく標準報酬月額（34 万円）ではなく、

当初記録されていた標準報酬月額（30万円）となっている。 

しかしながら、申立人に係るＡ事業所の給与明細書によると、申立期間

は 34 万円の標準報酬月額に基づいた厚生年金保険料が控除されているこ

と、また、申立期間における報酬月額に見合う標準報酬月額は 36 万円で

あることが確認できる。 

また、特例法に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間に係る給与明

細書により、34 万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険

者報酬月額算定基礎届の訂正届を当該保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成 21 年 10 月 28 日に提出したことが確認できることから、社会

保険事務所は、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8687 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、28

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

24 万円とされているが、申立人は、申立期間について、28 万円の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基

づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録を 28 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年９月１日から 19年９月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、Ａ事業所に勤務した申立期間の標準報酬月額が実際の給与から

控除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額と相違しているこ

とが分かった。同事業所は、既に社会保険事務所に訂正の届出を行った

が、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に

反映されていないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録によると、当

初 24 万円と記録されていたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の平成 21 年 11 月に 24 万円から 28 万円に訂正されたとこ



  

ろ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とな

る標準報酬月額は、当該訂正届に基づく標準報酬月額（28 万円）ではなく、

当初記録されていた標準報酬月額（24万円）となっている。 

しかしながら、申立人に係るＡ事業所の給与明細書によると、申立期間

は 28 万円の標準報酬月額に基づいた厚生年金保険料が控除されているこ

と、また、申立期間における報酬月額に見合う標準報酬月額が平成 18 年

９月から同年 12 月までは 28 万円、19 年１月から同年８月までは 30 万円

であることが確認できる。 

また、特例法に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間に係る給与明

細書により、28 万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険

者報酬月額算定基礎届の訂正届を当該保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成 21 年 10 月 28 日に提出したことが確認できることから、社会

保険事務所は、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8688 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、24

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

18 万円とされているが、申立人は、申立期間について、平成 18 年９月か

ら 19 年４月までは 20 万円、同年５月から同年８月までは 22 万円の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に

基づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録を、18 年９月から

19 年４月までは 20 万円、同年５月から同年８月までは 22 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年９月１日から 19年９月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、Ａ事業所に勤務した申立期間の標準報酬月額が実際の給与から

控除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額と相違しているこ

とが分かった。同事業所は、既に社会保険事務所に訂正の届出を行った

が、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に

反映されていないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録によると、当



  

初 18 万円と記録されていたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の平成 21 年 11 月に 18 万円から 24 万円に訂正されたとこ

ろ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とな

る標準報酬月額は、当該訂正届に基づく標準報酬月額（24 万円）ではなく、

当初記録されていた標準報酬月額（18万円）となっている。 

しかしながら、申立人に係るＡ事業所の給与明細書によると、平成 18

年９月から 19 年４月までは 20 万円、同年５月から同年８月までは 22 万

円の標準報酬月額に基づいた厚生年金保険料が控除されていること、また、

申立期間における報酬月額に見合う標準報酬月額が平成 18 年９月から 19

年４月までは 20 万円、同年５月から同年８月までは 22 万円であることが

確認できる。 

また、特例法に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間に係る給与明

細書により、平成 18 年９月から 19 年４月までは 20 万円、同年５月から

同年８月までは 22 万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、申立てに係る健康保険厚生年金保険被保険

者報酬月額算定基礎届の訂正届を当該保険料の徴収権が時効により消滅し

た後の平成 21 年 10 月 28 日に提出したことが確認できることから、社会

保険事務所は、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8689 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ協会における資格喪失

日に係る記録を昭和 41 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

６万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年６月 27 日から同年７月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、Ａ協会で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の

回答をもらった。申立期間中、社内異動はあったが同協会には継続して

勤務し、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずなので、申立期

間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった給与明細書、雇用保険の加入記録及びＡ協会か

ら提出のあった人事記録から、申立人は、同協会に継続して勤務し（昭和

41 年７月１日に同協会本部から同協会Ｂ事業所に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ協会における昭

和 41 年７月の給与明細書の保険料控除額から、６万円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連



  

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行った否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 



  

東京厚生年金 事案 8693 

 

第１ 委員会の結論 

     申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 59 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 38 万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年３月 31日から同年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会した

ところ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回

答をもらった。同社には、昭和 59年３月 31 日まで勤務していたので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出の給与明細書、健康保険組合の加入記録及び申立期間当

時の総務担当者の供述から判断すると、申立人は、Ａ社に昭和 59 年３月

31 日まで勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 59 年２月の社会保険

事務所の記録から、38万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、Ａ社は、昭和 61 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっている上、申立期間当時の事業主も死亡しているため不明であるが、

事業主が資格喪失日を 59 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保

険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って記録することは考え難いことか



  

ら、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8694 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 40 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を４万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年９月１日から同年 10月１日まで 

Ａ社に入社後、グループ会社で定年まで継続して勤務していた。申立

期間中は、会社が分社化したことにより事業所名が変わったものの、同

じ場所で継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主から提出のあった申立人に係る人事記録及び回答書から判断する

と、申立人は、Ａ社及び同社の関連会社であるＣ社に継続して勤務し（昭

和 40 年 10 月１日にＡ社からＣ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 40 年８月の社会保険

事務所（当時）の記録から、４万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、

申立人と同時期にＡ社からＣ社に異動した同僚数十名に同様な被保険者期

間の欠落が見られることから、事業主の届出誤りが推測され、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る昭和 40 年９月の保険料について納入の



  

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



  

東京厚生年金 事案 8697 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成６年４月１日から同年７月１日までの

期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を６年

４月１日に、資格喪失日に係る記録を同年７月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を 30万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年４月１日から同年 11月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の加入記録が無い。申立期間に同社に継続し

て勤務し、厚生年金保険料を給与から控除されていたので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の記憶している同僚一人及びその他の従業員一人の供述並びに申

立人の在留資格変更申請状況から判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成６年４月１日から同年７月１日までの期間においてＡ社に継続して勤

務していたと推認できる。     

また、申立人の記憶している同僚６人のうち、非常勤職員一人を除いた

５人全員が、厚生年金保険に加入していることが確認できる上、このうち、

連絡の取れた一人は、入社と同時に厚生年金保険に加入しており、他の従

業員も同様であった旨供述している。  

さらに、連絡のとれた従業員二人は、入社と同時に厚生年金保険に加入

している旨供述している。    

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成６年４



  

月１日から同年７月１日までの期間において、厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたものと認められる。   

また、平成６年４月から同年６月までの期間の標準報酬月額については、

同年４月１日に資格取得した従業員の記録から、30 万円とすることが妥

当である。      

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、当時の同社

の代表者は所在が不明であり、これを確認することはできない。しかし、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の整理番号に欠番が見当た

らないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われた

とは考えられない上、事業主が申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の

取得及び喪失の届出を行ったにもかかわらず、いずれの機会においても社

会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは考え難いことから、

事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておら

ず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る平成６年４月から同年６

月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 



  

東京厚生年金 事案 8698 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格喪失日は、平成４年 10 月 26 日であると認め

られることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係

る記録を訂正することが必要である。 

なお、平成４年７月から同年９月までの期間に係る標準報酬月額につい

ては、26万円とすることが妥当である。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年７月 10日から同年 10月 26日まで 

社会保険事務所(当時)に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無かった。申立期間

も同社に勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    給与支給明細書（控）及び雇用保険の加入記録により、申立人は、申

立期間においてＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

    一方、オンライン記録によると、当初、申立人のＡ社における資格喪

失日は、平成４年 10 月 29 日付けで同年 10 月 26 日と記録されていたと

ころ、同社が適用事業所に該当しなくなった日（同年８月 20 日）の後

の５年４月 28 日付けで申立人は４年７月 10 日に厚生年金保険の被保険

者資格を喪失した旨の訂正処理が行われていることが確認できる。 

    しかしながら、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（平

成４年８月 20 日）において、上記訂正処理前の記録から、同社が適用

事業所としての要件を満たしていたと認められることから、当該適用事

業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人が平



  

成４年７月 10 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の訂正処

理を行う合理的な理由は無く、申立人の資格喪失日について有効な記録

訂正があったとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、訂正

処理前の同年 10月 26日であると認められる。 

また、平成４年７月から同年９月までの期間に係る標準報酬月額につ

いては、社会保険事務所の記録から、26 万円とすることが妥当である。  

 



  

東京厚生年金 事案 8699 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格喪失日は昭和 44年３月１日であると認めら

れることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については２万 6,000円とすることが妥

当である。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年２月 28日から同年３月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会した

ところ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回

答をもらった。申立期間も同社に継続して勤務していたので、申立期間

も厚生年金保険の被保険者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＢ社作成の昭和 44年分源泉徴収票におけるＡ

社の退職日とされる日付の記載から、申立人は、申立期間においてＡ社に

継続して勤務していたことが認められる。 

また、上記源泉徴収票により、申立人の当時の標準報酬月額から算出さ

れる２か月分の社会保険料（健康保険料、厚生年金保険料及び雇用保険料

を含む。）を控除されていたことが確認できる。 

さらに、同僚一人は、当月の厚生年金保険料は当月の給与から控除され

ていた旨供述していることから、上記の控除による社会保険料額には２か

月の厚生年金保険料が含まれていると考えられる。 

一方、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人

の資格喪失日は、当初、昭和 44年２月 29日と記載されていたが、59年

１月 24日付けで、44年２月 28日に訂正されている。 



  

これは、Ａ社に係る雇用保険の離職日及び、源泉徴収票の退職日が昭和

44年２月 28日と記載されていることから、同社が同年２月 29日を離職

日の翌日として資格喪失日を届け出たものと考えられる。 

しかしながら、この年はうるう年ではないにもかかわらず、この届出を

社会保険事務所がそのまま昭和 44年２月 29 日と記録したと考えられ、ま

た、上記訂正処理は、15年近く経って行われている。 

これらを総合的に判断すると、申立人の資格喪失日を、昭和 44 年２月

28 日とする合理的な理由はなく、当該喪失処理に係る記録は有効なもの

とは認められないことから、申立人の資格喪失日は雇用保険及び源泉徴収

票の記録における離職日の翌日である 44 年３月１日であると認められる。  

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 44年１月の社会保険

事務所の記録から、２万 6,000円とすることが妥当である。 

    

 



                    

  

東京国民年金 事案 7319 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年１月から同年３月までの期間、47 年７月から 50 年９月

までの期間及び 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 47年７月から 50年９月まで 

             ③ 昭和 53年１月から同年３月まで 

 私は、昭和47年１月に国民年金の加入手続をした時から、すべての期間

の国民年金保険料をほぼ３か月ごとに納付していたはずである。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付場所及び納付額

等の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、雇用形態が契約勤務に変わったため、国民年金に加入し、

申立期間の保険料をほぼ３か月ごとに複数の金融機関で納付したと説明して

いる。しかし、申立人が保険料を納付したとする請負契約勤務期間であった

昭和 47 年１月から 56 年９月までの 117 か月中申立期間の 45 か月について、

行政側がこれだけの期間の納付書による収納事務処理を誤ることは考えにく

いこと、59 年時点で作成された年度別納付状況リストの納付記録においても、

申立期間の保険料は未納とされていることなど、申立人が申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7320 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年５月から 47 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年５月から 47年９月まで 

 私は、国民年金の加入勧奨のお知らせをもらったのをきっかけに、区役

所で国民年金の加入手続をした。加入後は継続して国民年金保険料を納付

しており、約 10 年もの期間について保険料を納付していないことは考えら

れない。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに

納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、元夫の転勤地から以前に居住

していた区に戻った昭和 40 年ころに国民年金に任意加入し保険料を納付して

いたと主張しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、手帳記号番号

払出簿により、47 年６月に払い出され、同年 10 月２日に任意加入被保険者

として資格取得していることが確認でき、当該資格取得日は年度別納付状況

リスト及びオンライン記録と一致していることなど、申立人の加入手続の時

期に関する記憶は曖昧
あいまい

である上、当該資格取得日前の申立期間は未加入期間

となり、制度上、保険料を納付することはできない期間であるなど、申立人

が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

また、申立人は、申立期間前の昭和 38 年６月から継続して上記手帳記号番

号が払い出された区で住民登録していることが住民票の記載事項で確認でき、

当該区において別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



                    

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                    

  

東京国民年金 事案 7321 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年 11 月から 51 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 11月から 51年 12月まで 

私は、昭和 54 年ごろ、区の出張所で国民年金の加入手続を行い、10 年

さかのぼって国民年金保険料を納められると説明されたので、厚生年金保

険に加入していた期間を含めて、保険料を納付した。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い

出された昭和 54 年３月時点は、第３回特例納付の実施期間であるが、厚生

年金保険加入期間があることを承知の上でその期間を含めて 10 年間さかの

ぼって保険料を納付したとの説明は不自然であり、申立人が納付したとする

金額も、申立期間の保険料を第３回特例納付により納付した場合の金額と大

きく相違する。 

また、申立人が保険料を納付したとする区の出張所では、特例納付保険料

の収納を取り扱っていなかったことが確認できる。 

さらに、申立人は、上記手帳記号番号払出時点では、特例納付をしなくて

も 60 歳到達時まで保険料を納付すれば、受給資格期間を満たすことができ、

特例納付をしなければならない状況ではなかったこと、申立期間後に未納期

間が散見されることなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7322 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年９月から 37 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年９月から 37年３月まで 

私の父は、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付して

いた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする父親から当時

の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間当時同居していた次

姉及び三姉と連番で申立期間後の昭和 37 年 11 月に払い出されており、当該

払出時点では、申立期間の保険料は過年度保険料となるが、姉二人とも、申

立期間の保険料の過年度納付はされておらず、当時申立期間の保険料は未納

であり、次姉は結婚後第３回特例納付により申立期間を含む未納期間の保険

料を納付していることが確認できるなど、申立人の父親が申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   なお、申立人の所持する国民年金手帳の昭和 36 年度の印紙検認記録欄に検

認印がなく、検認台紙部分は割印が押されて切り離されていることについて

は、国民年金手帳の検認台紙は、納付の有無にかかわらず印紙による納付が

できなくなった時点で切り離すこととされており、申立人の国民年金手帳の

36 年度の印紙検認台紙については、当該年度の保険料は過年度保険料となる

ため、印紙による納付ができないことから、手帳記号番号が払い出された際

に切り離されたものと考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



                    

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7335 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年７月から 38 年 10 月までの期間及び 39 年１月から 41 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年７月から 38年 10月まで 

             ② 昭和 39年１月から 41年３月まで 

私は、昭和 36 年４月に国民年金の加入手続を行い、厚生年金保険加入

期間を除き国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付頻度の記憶が

曖昧
あいまい

であり、申立期間①及び②のうち昭和40年11月から41年３月までの期間

については、保険料を納付していたとする区の出張所は、その当時、保険料

の収納を取り扱っていない。また、申立人の国民年金手帳の記号番号の払出

簿には、申立期間①直前に居住していた市から申立期間②より後の41年10月

に転出した旨が記載されていること、及び申立人の被保険者台帳には、申立

期間①当初から②直後までの間に居住していたとする区及び市の住所が記載

されていないことから、申立人は、申立期間①当初の37年７月、①直後の38

年11月及び②中の39年２月の３回の転居を届け出ておらず、40年11月の転居

を申立期間②より後の41年10月に届けたものと考えられることを踏まえると

申立人が居住先の市や区において保険料を納付したとする申立内容と合致し

ないなど、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める



                    

  

ことはできない。 

 



                    

  

東京国民年金 事案 7336 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年７月及び 37 年９月から 41 年３月までの期間の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年７月 

             ② 昭和 37年９月から 41年３月まで 

私の夫は、昭和 36 年４月に私の国民年金の加入手続を行い、私の国民

年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の夫が申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の夫及び申立人は、保

険料の納付頻度等の記憶が曖昧
あいまい

であり、申立期間①及び申立期間②のうち昭

和37年９月から38年10月までの期間及び40年11月から41年３月までの期間に

ついては、保険料を納付していたとする区の出張所は、その当時、保険料の

収納を取り扱っていない。また、申立人の国民年金手帳の記号番号の払出簿

には、申立期間①直前に居住していた市から申立期間②より後の41年10月に

転出した旨記載されていること、申立人の被保険者台帳には、申立期間①の

37年７月から②の直後までの間に居住していたとする区及び市の住所が記載

されていないことから、申立人は、申立期間①の37年７月、②中の38年11月

及び39年２月の転居を届け出ておらず、40年11月の転居を申立期間②より後

の41年10月に届け出たものと考えられることを踏まえると申立人の夫が居住

先の市や区において保険料を納付したとする申立内容と合致しないなど、申

立人の夫が申立人の申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める



                    

  

ことはできない。 

 



                    

  

東京国民年金 事案 7337 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年１月から 58 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年１月から 58年９月まで  

    私の妻は、具体的な時期は覚えていないが、昭和 53 年から 55 年までの

間に、区の出張所で年金相談をしたところ、今なら未納だった国民年金保

険料を全部さかのぼって納付することができると教えてもらい、夫婦二人

の国民年金の加入手続を行い、夫婦二人の未納だった保険料を納付した。

その後は、納付書により区の出張所で保険料を納付してきた。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人夫婦は、国民年金の加

入手続の状況、保険料の納付時期、納付額等の記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立

人の妻が申立人の申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 60 年 12 月時

点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間であり、特例納付

実施期間でも無く、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                    

  

東京国民年金 事案 7338 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年 11 月から 58 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年１1月から 58年９月まで  

    私は、具体的な時期は憶えていないが昭和 53 年から 55 年までの間に、

区役所の出張所で年金相談をしたところ、今なら未納だった国民年金保険

料を全部さかのぼって納付することができると教えてもらい、夫婦二人の

国民年金の加入手続を行い、夫婦二人の未納だった保険料を納付した。そ

の後は、納付書により区の出張所で保険料を納付してきた。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人夫婦は、国民年金の加入手続の状

況、保険料の納付時期、納付額等の記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 60 年 12 月時

点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間であり、特例納付

実施期間でも無く、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                    

  

東京国民年金 事案 7339 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年６月から 53 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年６月から 53年 10 月まで 

    私の申立期間の国民年金保険料は、当時の雇用主等が国民年金加入手続

を行い、保険料を納付してくれていたはずである。申立期間が国民年金に

未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は申立期間の保険料の納付に関与

しておらず、申立人の保険料を納付していたとする当時の雇用主等から事情

を聴取することが困難であるため、当時の状況が不明である。また、申立人

の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 55 年７月時点では、申立期間

のうち大半の保険料が時効により納付できないなど、申立人が申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間当時、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                    

  

東京国民年金 事案 7340 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年７月から 50 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年７月から 50年９月まで 

    私は、高校を卒業後、父が経営する畜産業に、父、兄、叔母、従妹弟と

一緒に従事していた。叔母は、私の国民年金の加入手続を行い、従妹が自

宅に集金に来ていた自治会の役員に全員の国民年金保険料を納付してくれ

ていた。申立期間の保険料は、叔母と兄達の保険料は納付済みとされてい

るのに、私の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料の納付に関

与しておらず、家族の保険料を納付していたとする従妹Ａ氏は、集金人に納

付したとする保険料が、家族のうちの誰と誰の分であるかなどの記憶は曖昧
あいまい

であり、申立人の保険料をさかのぼって納付した記憶は無いと説明している。  

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 50 年 10 月時

点では、申立期間の過半は時効により保険料を納付できない上、申立人が居

住していた町の自治会では、過年度保険料の納付はできないなど、従妹Ａ氏

が申立人の申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

   さらに、申立人と連番で手帳記号番号が払い出されている従妹Ｂ氏と従弟

は、申立人と同じく昭和 50 年 10 月から保険料が納付されており、申立期間

当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ



                    

  

とはできない。 

 



                    

  

東京国民年金 事案 7341 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、私の国民年金保険料を納付

してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする母親から当時

の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明であるなど、

申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

また、申立期間当時、申立人に対し別の国民年金手帳の記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7346 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

私の国民年金保険料は、私か妻のどちらかが納付していた。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人夫婦が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金加入後は保険料を数

か月分ずつ納付していたと説明しているものの、申立人の国民年金手帳の記

号番号は申立期間後の昭和38年７月ごろに払い出されており、当該払出時点

からは、申立期間の保険料はさかのぼって納付する必要があるが、申立人夫

婦は保険料をさかのぼって納付した期間、納付金額等の納付状況に関する記

憶が曖昧
あいまい

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

であるなど、申立人夫婦が申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7347 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和61年８月及び同年９月、62年９月から同年12月までの期間、

平成２年４月から同年10月までの期間及び３年４月から６年６月までの期間

の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

                

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和61年８月及び同年９月 

             ② 昭和62年９月から同年12月まで 

             ③ 平成２年４月から同年10月まで 

             ④ 平成３年４月から６年６月まで 

    私は、昭和61年４月に夫が退職した後、自宅に来た市の職員に勧められ、

国民年金の再加入手続と夫の加入手続を一緒に行い、国民年金保険料を集

金に来た市の職員に納付していた。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の国民年金保険料の

具体的な納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である。申立期間①及び②については、

オンライン記録及び国民年金被保険者台帳により納付日が確認できる申立人

夫婦の申立期間①直後の昭和61年10月以降の納付済保険料は、63年４月分を

除きすべて時効期間経過直前に過年度納付されており、申立期間①及び②直

後の保険料が過年度納付された時点で、申立期間①及び②は時効により保険

料を納付することができない期間であること、また、申立期間③については、

平成２年11月から３年３月までの保険料が納付された４年12月の時点では、

時効により保険料を納付することができないこと、さらに、申立期間④につ

いては、夫婦ともに保険料が未納であり、申立人が保険料を納付していたと

する市の職員は、当該期間中の４年に退職していることが確認できることな

ど、申立人がこれらの期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺



                    

  

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7348                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年５月及び 42 年９月から 44 年 10 月までの国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年５月 

             ② 昭和 42年９月から 44年 10月まで 

私は、申立期間①については、会社を退職後に国民年金の加入手続を行

い国民年金保険料を納付した。申立期間②については、国民年金の手帳を

持参して再加入手続を行い､保険料を１回で前納した。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立期間①については、申立人の国民年

金被保険者名簿には新規資格取得日が当該期間直後の昭和 40 年６月１日と記

載されており、当時は、当該期間は未加入期間であり、制度上、保険料を納

付することができない期間であったこと、また、当該期間は、平成９年２月

に厚生年金保険の資格喪失日が昭和 40 年６月１日から同年５月 21 日に訂正

されたことにより未加入期間から未納期間に記録整備されたことがオンライ

ン記録により確認でき、この記録整備時点では、当該期間は時効により保険

料を納付することが出来ない期間であることなど、申立人が当該期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立期間②については､申立人は、昭和 42 年９月に市役所出張所で

国民年金の再加入手続を行い当該期間の保険料を前納により１回で納付した

と主張しているが、申立人の上記被保険者名簿には 41 年６月 14 日の資格喪

失後に資格取得日が記載されていないこと、申立人は、当該期間当初に 44

年 10 月分までの保険料を特定して前納した理由及び当該期間の保険料の還

付又は追加納付等の具体的な納付状況についての記憶が曖昧
あいまい

であるなど、当



                    

  

該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7349 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年 10 月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 10月から 38年３月まで 

私の申立期間の国民年金保険料は、母親が納付してくれていたはずであ

る。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は保険料の納付に関与してお

らず、保険料を納付していたとする母親から当時の納付状況等を聴取するこ

とが困難であるため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の妻は、平成６年ごろに、申立人の母親から申立人の国民年

金手帳を渡された際に保険料を納付しておいたと聞いたこと、申立人及び母

親の国民年金手帳の検認記録欄には、いずれも申立期間に検認印が無いにも

かかわらず、オンライン記録によると母親は納付済みとなっていることを申

立の根拠としているが、母親の申立期間の保険料は、特殊台帳により、申立

人が母親と別居した後の昭和 54 年 10 月に第３回特例納付により納付されて

いることが確認でき、申立人及び妻は、母親から保険料をさかのぼって納付

したと聞いた記憶が無いなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7350                

                              

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 38 年７月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年７月から 48年３月まで 

    私は、昭和 50 年ごろに、夫の転勤に伴って住んでいた市で国民年金保険

料をさかのぼって納付できることを知り、市役所でそれまでの未納分の保

険料を一括して納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）がなく、申立人は、昭和 50 年ごろに第２回特例納

付により申立期間の保険料を一括して納付したと主張しているが、納付金額

等の具体的な納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人が所持している国民年金手帳には、申立人が特例納付を行っ

たとする市への住所変更日が昭和 51 年３月 31 日と記載されており、当該変

更日は第２回特例納付の実施期間外であること、また、申立期間については、

上記の国民年金手帳には 38 年７月に強制被保険者から任意被保険者に種別変

更した旨の記載があるがオンライン記録では未加入期間とされており、未加

入期間及び任意加入期間は、いずれも制度上、特例納付により保険料を納付

することができない期間であることなど、申立期間の保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7351                

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38 年６月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

        生 年 月 日 ： 大正３年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 38年６月から 47年３月まで 

  私の妻は、私の国民年金の加入手続を行い、加入当初から町会長に町内

会費と一緒に国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間が国民年金

に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険

料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする妻から当時の納付

状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人及びその妻は、申立人が旧海軍軍人であった期間に係る恩給

の受給権者であったことから、申立期間は任意加入適用期間となり、オンラ

イン記録では、申立人及び妻の国民年金手帳の記号番号が連番で払い出され

た昭和 47 年４月に一緒に任意加入していることが確認でき、申立期間は未

加入期間であるため、制度上、保険料を納付することができない期間である

上、妻も申立人と一緒に任意加入した 47 年４月から保険料の納付を開始し

ているなど、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は申立期間当時に国民年金手帳を受け取った記憶が曖昧
あいまい

で

あるなど、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

見当たらない。 



                    

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7358（事案 1883の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年４月から 55 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から 55年５月まで 

    私達夫婦は、昭和 49 年４月に国民年金に加入し、夫婦一緒に国民年金保

険料納めてきた。再申立に当たり、申立期間当時の金銭出納帳を提出する

ので改めて審議をしていただきたい。申立期間が未加入期間とされ保険料

が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

本件申立てについては、申立人夫妻の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である

こと、申立人が加入手続を行ったとするコンクリート造りの市役所庁舎は申

立期間より後の昭和55年７月に完成していること、申立期間は未加入期間で

あり、保険料納付ができない上、別の手帳記号番号が払い出されている事情

も見当たらない等として、既に当委員会の決定に基づく平成20年11月27日付

けで年金記録の訂正は必要無いとする通知が行われている。 

申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付を示す新たな資料として申立

期間当時の金銭出納帳の一部とする資料を提出している。しかし、当該資料

に記載されている申立期間の保険料の金額は、当時の保険料額と一致してい

るが、３種類の新聞購読料の金額は当時の購読料と相違していること、新聞

購読料や家賃の金額は、当初の申立ての際に提出された申立期間後の金銭出

納帳に記載された金額よりも高額であることなど、不自然な点も見られるこ

とから、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情には当たらない。 

また、申立人の妻は、厚生年金保険の資格を喪失した昭和 49 年７月時点で

老齢年金受給資格を既に取得していたため、配偶者である申立人の国民年金

への加入は任意加入となり、55 年８月に任意加入者として国民年金手帳の記

号番号が払い出されていることが確認できることから、申立期間は、国民年



                    

  

金に未加入期間であり、制度上、保険料をさかのぼって納付できないことな

ど、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7359（事案 1884の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年４月から 55 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から 55年５月まで 

    私達夫婦は、昭和 49 年４月に国民年金に加入し、夫婦一緒に国民年金保

険料納めてきた。再申立に当たり、申立期間当時の金銭出納帳を提出する

ので改めて審議をしていただきたい。申立期間が未加入期間とされ保険料

が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

本件申立てについては、申立人夫妻の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である

こと、申立人の夫が加入手続を行ったとするコンクリート造りの市役所庁舎

は申立期間より後の昭和55年７月に完成していること、申立期間は未加入期

間であり、保険料納付ができない上、別の手帳記号番号が払い出されている

事情も見当たらない等として、既に当委員会の決定に基づく平成20年11月27

日付けで年金記録の訂正は必要無いとする通知が行われている。 

申立人の夫は、申立期間の国民年金保険料の納付を示す新たな資料として

申立期間当時の金銭出納帳の一部とする資料を提出している。しかし、当該

資料に記載されている申立期間の保険料の金額は、当時の保険料額と一致し

ているが、３種類の新聞購読料の金額は当時の購読料と相違していること、

新聞購読料や家賃の金額は、当初の申立ての際に提出された申立期間後の金

銭出納帳に記載された金額よりも高額であることなど、不自然な点も見られ

ることから、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情には当たらない。 

また、申立人は、厚生年金保険の資格を喪失した昭和 49 年７月時点で老齢

年金受給資格を既に取得していたため、国民年金への加入は任意加入となり、

55 年８月に任意加入者として国民年金手帳の記号番号が払い出されているこ

とが確認できることから、申立期間は、国民年金に未加入期間であり、制度



                    

  

上、保険料をさかのぼって納付できないことなど、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7360 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年３月、47年１月から同年４月までの期間及び 49年３月

の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年３月 

② 昭和 47年１月から同年４月まで 

③ 昭和 49年３月 

私は、申立期間①については、勤務先の事務担当者が給料から国民年金

保険料を控除して、保険料を納付していた。申立期間②及び③については、

国民年金の納付書が届いていたので、私が金融機関で納付した。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の勤務先の事務担当者が当該期間の国民年

金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、

申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、申立人

の保険料を納付していたとする勤務先の事務担当者から当時の納付状況等を

聴取することができないため、当時の状況が不明である。また、当該期間は、

保険料が最初に納付された昭和 41 年 10 月時点では、過年度納付することが

可能であるが、申立人は保険料をさかのぼって納付した記憶がなく、国民年

金手帳の記号番号が払い出された時に保険料をさかのぼって納付したことを

勤務先の事務担当者に聞いた記憶もない上、当時居住していた区の特殊台帳

には当該期間は「時効消滅」と記載されているなど、申立人及び勤務先の事

務担当者が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

申立期間②及び③については、申立人が当該期間の保険料を納付していた

ことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、申立人は、国民年金の

加入及び喪失手続、保険料の納付金額等に関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申



                    

  

立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。また、当該期間は、申立人の厚生年金保険の記録が平成 15 年７月

に統合されて未納期間とされたものであり、統合前の当該期間は未加入期間

であり、制度上、当該期間の保険料はさかのぼって納付できない期間である

上、別の国民年金手帳の記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7361 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年１月から同年３月までの期間、48 年７月から同年９月ま

での期間、49 年７月から同年９月までの期間、50 年４月から同年９月までの

期間、51 年１月から同年３月までの期間、56 年７月から同年９月までの期間、

57 年１月から同年６月までの期間、57 年 10 月から同年 12 月までの期間及び

58 年４月から 59 年６月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 40年１月から同年３月まで 

                          ② 昭和 48年７月から同年９月まで 

                          ③ 昭和 49年７月から同年９月まで 

                          ④ 昭和 50年４月から同年９月まで                           

                          ⑤ 昭和 51年１月から同年３月まで 

                          ⑥ 昭和 56年７月から同年９月まで 

                          ⑦ 昭和 57年１月から同年６月まで 

                          ⑧ 昭和 57年 10月から同年 12月まで 

                          ⑨ 昭和 58年４月から 59年６月まで 

 私は、20 歳になり国民年金に加入した後は、60 歳まで国民年金保険料を

漏れなく納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間①については、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人の国民年金手帳

の記号番号が払い出された昭和 40 年４月の時点では、当該期間は現年度納付

により保険料の納付が可能であるが、申立人は、当該期間の保険料の納付時期、

納付方法等に関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、当該期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                    

  

また、申立期間②から⑨については、申立人が当該期間の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は、

当該期間の保険料の納付期間、納付時期、保険料額等に関する記憶が曖昧
あいまい

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

であ

る上、当時申立人が居住していた区において、約 11 年間に８回の事務処理の

過誤が発生することは考えにくいなど、当該期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7366 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年９月から 50 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年９月から 50年 12月まで 

    私の母は、私が住民登録していた実家のある町で私の国民年金の加入手

続を行い、国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入

手続及び保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする母親

から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明で

ある。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 53 年３月時点

では、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間であり、

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

いなど、申立人の母親が申立人の申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7367 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年 10 月から 56 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年 10月から 56年９月まで 

    私は、昭和 44年ごろに国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納

付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間直前及び申立期間中

の住所変更手続の状況及び保険料の納付場所、納付額等の記憶が曖昧
あいまい

であり、

当初、申立期間の保険料を特例納付したと説明していたが、後に申立期間当

時に保険料を現年度納付していたと申立人の主張は変遷している。また、申

立人の夫は、申立期間が国民年金に未加入となっているなど、申立人が申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7368 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年４月から同年９月まで 

私は、昭和 54 年３月に会社を退職した後、区役所で国民年金の加入手

続を行い、国民年金保険料を郵便局で納付していた。申立期間が国民年金

に未加入とされ、保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付頻度、納付額等

の記憶が曖昧
あいまい

また、申立人は、国民年金に加入した形跡は無く、国民年金手帳の記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

であり、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたこ

とを裏付ける関係者等の供述も無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7369 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年６月から 51 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年６月から 51年９月まで 

    私の母は、私が会社を退職した昭和 50 年６月ごろに私の国民年金の加入

手続を区の出張所で行い、51 年９月まで国民年金保険料を納付してくれて

いた。加入手続は、母ではなく自分で行ったかもしれない。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入

手続の状況及び保険料の納付額の記憶が曖昧
あいまい

であり、保険料を納付していた

とする申立人の母親から当時の納付状況等を聴取することができないため、

当時の具体的な状況が不明である。また、申立人が所持する領収証書には、

申立期間直後の昭和 51 年 10 月から 53 年３月までの保険料を 53 年 12 月に

過年度納付した旨記載されており、当該時点で、過年度納付が可能な期間に

ついて、国民年金保険料を納付したと考えられるなど、申立人の母親が申立

人の申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

さらに、申立期間当時、申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7370 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年７月から 52 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年７月から 52年 12 月まで 

    私の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付は父が行ってくれて

いた。父から、私の 20 歳からの保険料はすべて納付してきたと聞いたこと

を憶
おぼ

えている。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付したとする父親から当時の納

付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 54 年 12 月に払い出され

ており、申立期間の保険料を納付するためには、第３回特例納付によるしか

ないが、申立人は、特例納付に関して父親から聞いたことは無いと説明して

いるなど、申立人の父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7371 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年４月から 58 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 58年８月まで 

    私は、昭和 50年３月に国民年金に任意加入し、申立期間の国民年金保険

料を市役所で納付していた。申立期間が未加入で保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金に任意加入した後、

資格喪失手続をした憶
おぼ

えはないと説明しているが、当時居住していた市の昭

和 61 年６月時点の被保険者名簿の資格欄には、申立人が 55 年４月 1 日に他

の公的年金制度加入により資格喪失していることが記載されており、徴収済

記録欄には、保険料を納付済みの申立期間直前の 50 年３月から 55 年３月ま

での各欄に月額保険料が記載され、申立期間を含む同年４月から 59 年度末

月までの各欄は空欄になっている。 

また、申立人が所持する年金手帳及びオンライン記録でも、申立人の資格

喪失日は 55 年４月１日とされており、上記被保険者名簿の資格喪失日と一

致しているなど、これらの資格喪失及び保険料の納付に係る記載内容に不自

然、不合理な点は見られず、申立期間は未加入期間であり、申立人が申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7372 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年４月から 56 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 56年 10 月まで              

私は、昭和55年４月から厚生年金保険の被保険者になったが、56年10月

まで国民年金保険料も納付していたはずであり、還付された覚えは無い。

申立期間の保険料が未加入とされており、保険料が還付されないことに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

(家計簿、確定申告書等)が無く、申立人は、申立期間当時、国民年金と厚生

年金保険の両制度の年金を受給できると思い、厚生年金保険加入期間中もし

ばらくの間国民年金保険料を納付していたと主張しているが、納付していた

期間、頻度、保険料額等に関する記憶は曖昧
あいまい

である上、納付していたとする

勤務先の取引金融機関の行員が所属する支店は、申立人の説明する場所には

開設されていなかったなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

また、申立人が当時居住していた区の昭和59年５月時点で作成された年度

別納付状況リストによれば、申立人は、55年４月に被保険者資格を喪失して

いることが確認でき、申立期間が国民年金未加入期間であったことから納付

書は発行されず、保険料を納付することができなかったと考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7373 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年 12 月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 12月から 51年３月まで 

私は、婚姻後に国民年金に加入して、主人の分と一緒に郵便局で国民年

金保険料を納付してきたはずである。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間当時、送付された納

付書により郵便局で夫婦二人分の保険料を納付していたと説明しているが、

申立人が居住していた区では、昭和 46 年４月の納付書方式の導入より前の

時期は、印紙検認方式を採っていたが、申立人は印紙により保険料を納付し

たことはないと説明している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、第３回特例納付期間中の昭和

53 年８月に払い出されており、附則４条納付者リストにより、申立人夫婦

は 54 年４月及び同年７月の２回に分けて申立人は 56 か月分の、夫は 73 か

月分の保険料をそれぞれ特例納付していることが確認でき、当該納付時点で、

申立人夫婦は当該特例納付をしなければ 60 歳まで保険料を納付したとして

も年金の受給資格期間を満たさなかったことから、受給資格期間を満たすた

めに必要な月数分の保険料を納付したものと考えられるなど、申立人が申立

期間の保険料をも納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、現在所持する上記の手帳記号番号払出時期に発行され

たと考えられる国民年金手帳以外の別の手帳を受領、所持した記憶はないと

しており、申立期間当時に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 



                    

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7374 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62 年６月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 62年６月から平成３年３月まで 

    私の母は、私の国民年金の加入手続をしてくれ、申立期間の国民年金保

険料を納付してくれていた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納

とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保

険料の納付に関与しておらず、申立期間の保険料を納付していたとする申立

人の母親は、保険料の納付状況等に関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど申立人の母

親が、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

らない。 

   また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、平成３年９月に払い出されて

おり、申立人は 20 歳時の昭和 62 年＊月から平成４年３月までは学生であっ

たことから、制度上、申立期間は任意加入適用期間であり申立期間直後の平

成３年４月から強制加入適用期間となるが、申立人が所持する国民年金手帳

には、資格取得日は３年４月１日と記載され、居住していた市の確認印が押

されていることなど、申立期間は未加入期間であり、さかのぼって保険料を

納付することができない期間である。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7378 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年 12 月から 51 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年 12月から 51年６月まで 

    私は、結婚した昭和 42年に区役所で国民年金の加入手続を行い、未納だ

った国民年金保険料をさかのぼって納付した。その後は、納付書により夫

婦二人分の保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付額の記憶が曖昧
あいまい

であり、保険料をさかのぼって納付したとする区役所は過年度保険料の収納

を取り扱っておらず、昭和 42 年から納付書により保険料を納付してきたとす

る方法は、申立人が当時居住していた区において 45 年６月まで実施されてい

た保険料の納付方法と相違する。また、申立人が婚姻した昭和 42 年は、特例

納付の実施期間ではなく、申立期間の一部は時効により納付できない期間で

あり、申立期間当時、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。さらに、申立人の国民年金手帳の

記号番号が払い出された 53 年 10 月時点では、第３回特例納付が実施されて

おり、申立期間の保険料を特例納付できるものの、申立人は、当該特例納付

保険料に相当する金額の保険料を納付したことはないと説明しているなど、

申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7379 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年４月から 58 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から 58年３月まで 

    私は、時期はよく憶
おぼ

えていないが、結婚後の昭和 50 年ごろか、結婚から

10 年後の 54 年ごろに、夫婦二人分の未納だった国民年金保険料の納付書

が送られて来た。二人分の保険料を納付することができなかったので、私

の保険料 20 万円か 30 万円だけをさかのぼって納付し、その後も私の保険

料だけ口座振替により納付してきた。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付時期及び納付額

の記憶が曖昧
あいまい

であり、さかのぼって納付したとする保険料の金額は、納付し

たとする昭和 50 年及び 54 年当時、実施されていた第２回特例納付及び第３

回特例納付で納付した場合の保険料額と相違する。また、申立期間直後の

58 年４月から 59 年９月までの保険料を納付した同年 11 月時点では、申立

期間の大部分は時効により保険料を納付することができない期間であるなど、

申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料､周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7380 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年２月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年２月から 61年３月まで 

    私は、会社を退職し日用雑貨品販売業を始めた昭和 53 年に、区役所で国

民年金の加入を勧められ、夫婦二人の国民年金の加入手続を行い、その後、

私の妻は、送付されてくる納付書により夫婦二人分の国民年金保険料を納

付していた。妻は申立期間の保険料が納付済みであるにもかかわらず、私

だけ申立期間が未加入で、申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する昭和 54 年分から 60 年分の給与所得者の保険料控除申告

書の社会保険料控除欄には、各年とも一人分の国民年金保険料額とおおむね

一致する金額が記載されているが、当時、申立人が経理等を依頼していた税

理士から聴取することができないため、申立人又は妻のどちらの保険料額が

記載されているかが不明である。また、申立人が所持する国民年金手帳には、

申立期間直前の 55 年２月に国民年金被保険者資格を喪失した旨が記載されて

おり、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人は資格喪失した旨が記

載され、申立人の妻は資格喪失した旨が記載されていないため、申立人には

申立期間に係る納付書が発行されていなかったものと考えられることから、

申立人の所持する 55 年分から 60 年分の給与所得者の保険料控除申告書には

妻の保険料額のみを記載したものと考るのが自然である。 

さらに、申立人は保険料の納付に関与しておらず、申立人の保険料を納付

していたとする妻は、保険料の納付額の記憶が曖昧であるなど、申立人の妻

が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら



                    

  

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                    

  

東京国民年金 事案 7381 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 41 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年６月まで 

    私は、区役所で離婚手続を行った時に国民年金の説明を受け、その後、

時期はよく憶
おぼ

えていないが、申立期間の国民年金保険料をまとめて納付し

たはずである。申立期間が未加入とされ、申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付時期、納付場所、

納付月数、納付額等の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 42 年７月時

点では、申立期間の大部分は時効により保険料を納付することができない期

間であり、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7382 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 44年４月から 45年３月まで 

私は、昭和 44 年３月に幼稚園を退職してから、45 年４月に同じ幼稚園

に再就職するまで、毎月、母に現金を渡して私の国民年金保険料を納付し

てもらっていた。申立期間が未加入とされ、申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入

手続及び保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする母親

から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明で

ある。また、保険料を納付してもらうため申立人の母親に渡していたとする

金額は、当時の保険料額と相違しているなど、申立人の母親が申立人の申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の基礎年金番号は、共済組合加入中の平成９年１月に付番

されており、当該基礎年金番号で国民年金第１号被保険者資格を取得した10

年４月時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない期

間であり、申立期間当時、国民年金手帳の記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したものと認めることは

できない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7383 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、還

付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年１月から同年３月まで 

 私は、昭和 49 年４月９日に、申立期間を含む１年分の国民年金保険料を

前納した。申立期間の保険料は還付したとのことだが、還付を受けた記憶は

なく、還付済みとされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する領収証書により、厚生年金保険加入期間と申立期間の国

民年金保険料が重複納付されたことが確認できるが、当該納付に係る還付の

処理は、申立人の居住する市に保管されている国民年金被保険者名簿に還付

の記載があることが確認でき、また、所轄社会保険事務所（当時）に保管さ

れている還付整理簿には、還付金額、還付事由、還付決定日及び支払日が記

載されており、この記載内容に不自然な点は無く、申立人に対する保険料の

還付を疑わせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと認め

ることはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7384                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年 10 月から 58 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年 10月から 58年４月まで 

私は、20 歳で国民年金に加入し、自ら国民年金保険料を納付した。夫と

別居した昭和 58 年春以降、保険料未納期間があるが、申立期間の保険料は

納付している。申立期間が未加入で保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人が所持している国民年金手帳には

資格喪失日が昭和 54 年 10 月 13 日､資格取得日が 61 年４月１日と記載されて

おり、申立期間は未加入期間であるため、制度上、国民年金保険料は納付で

きない。 

また、申立人は､国民年金の任意加入手続の記憶、申立期間当時の保険料額

の記憶は曖昧
あいまい

であるなど、申立人が保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7390 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年 10 月から５年３月までの期間の国民年金保険料について

は、重複納付していたものと認めることはできず、５年４月から８年９月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年 10月から６年 10月まで 

             ② 平成５年４月から８年９月まで 

    私の平成３年 10 月から５年３月までの国民年金保険料は祖父が追納して

くれ、５年４月から６年 10 月ごろまでは母が納付してくれていた。また、

私も、３年 10 月以降の自分と母の保険料を 13 年から追納してきた。一度

だけ母の保険料だけを追納したことがあった以外は、二人分の保険料を一

緒に追納してきた。祖父が追納し、母が納付した申立期間①の保険料が重

複納付とされておらず、母の保険料は追納済みとなっていながら私の申立

期間②の保険料が追納済みとなっていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①ついては、当該期間のうち平成３年 10 月から５年３月までの期

間の国民年金保険料は、13 年２月５日及び 14 年１月 28 日に追納されている

ことが確認でき、申立人はこれ以前に祖父がこの期間の保険料を追納してく

れ、その後の５年４月から６年 10 月までの保険料は母親が納付してくれてい

たと説明しており、当該期間の保険料は重複納付に該当すると主張している

が、申立人の祖父及び母親が当該期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、当該期間の当

該保険料の納付に関与しておらず、５年３月までの保険料を追納したとする

祖父から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不

明である。また、その後の５年４月から６年 10 月までの期間の保険料を納付

していたとする母親は当時の納付状況等についての記憶が曖昧
あいまい

であり、申立



                    

  

人及びその母親は、平成５年度の保険料については５年５月に、６年度の保

険料については６年４月にそれぞれ免除申請していることが確認できるなど、

祖父及び母親が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

申立期間②については、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、就職し

た平成 15 年 10 月前に母親の保険料だけを追納し、自身の保険料を追納しな

かった期間があると説明しており、当該期間のうち５年４月から６年３月ま

での母親の保険料は 15 年３月に追納されていることが確認できること、６年

４月から７年３月までの母親の保険料の領収済通知書は金融機関で確認でき

たものの、申立人の保険料の領収済通知書は確認できなかったこと、当該期

間のうち８年４月から同年９月までは母親も申請免除期間となっており、申

立人は、この期間の保険料については追納しなかったかもしれないと説明し

ていることなど、申立人が、当該期間の保険料を追納していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7391 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 40 年４月までの期間及び平成３年７月から６

年 10 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできず、昭和 40 年５月から 52 年 12 月までの期間のうちの 49 か月に

ついて還付されるべき保険料があると認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 40年４月まで 

             ② 昭和 40年５月から 52年 12月までのうちの 49

か月 

             ③ 平成３年７月から６年 10月まで 

    私の母は、昭和 36 年に私の国民年金の加入手続をしてくれ、国民年金保

険料を納付してくれていた。この納付してくれた 20 歳前の期間の保険料は

40 年＊月から 52 年 12 月までの期間に充当された後、重複納付となった期

間の保険料は還付されるべきである。また、平成３年７月から５年３月ま

での保険料は父が追納してくれ、５年４月から６年 10 月ごろまでは私が納

付していた。20 歳前の申立期間①が未加入で保険料が未納とされているこ

と、その保険料が充当され、重複納付となった申立期間②の保険料が還付

されていないこと、申立期間③の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の母親が当該期間の国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、

保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする母親から当時

の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。ま

た、申立人の国民年金手帳の記号番号は 40 年８月に払い出されており、当該

期間は申立人が昭和 40 年＊月に 20 歳に到達する前の期間であることから、

制度上、保険料を納付することができない期間であるなど、母親が当該期間



                    

  

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間②については、上記のとおり、還付されるべき保険料が申立期間

①において納付されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

申立期間③については、申立人の父親及び申立人が当該期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、

当該期間のうち、平成３年７月から５年３月までの期間の保険料の納付に関

与しておらず、保険料を納付していたとする父親から当時の納付状況等を聴

取することができないため、当時の状況が不明である。また、その後の５年

４月から６年 10 月までの期間については、申立人は、当時の納付状況等につ

いての記憶が曖昧
あいまい

であり、平成５年度の保険料については５年５月に、６年

度の保険料については６年４月にそれぞれ免除申請していることが確認でき

るなど、父親及び申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が昭和 36 年４月から 40 年４月までの期間及び平成３年７月

から６年 10 月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできず、昭和 40 年５月から 52 年 12 月までの期間のうちの 49 か月につい

て還付されるべき国民年金保険料があると認めることはできない。 



                    

  

東京国民年金 事案 7392 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年６月から 43 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年６月から 43年２月まで 

私の母は、私が 20 歳の時から国民年金保険料を納付してくれていた。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無い。 

また、申立人の所持する昭和42年10月発行の国民年金手帳の昭和42年度の

印紙検認記録欄に現年度納付を示す検認印が無く、申立人の保険料を納付し

たとする母親は、保険料をさかのぼって納付した記憶が曖昧
あいまい

さらに、申立人の手帳記号番号が払い出された昭和42年10月時点では、申

立期間の一部は時効により保険料を納付することができない期間であり、申

立人は、現在所持する上記の手帳のほかに別の手帳を所持していた記憶は無

く、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

であるなど、母

親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



東京厚生年金 事案 8593                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②に係る脱退手当金を受給していないものと認め

ることはできない。 

また、申立人は、申立期間③について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年４月 16日から 28年５月 19日まで 

             ② 昭和 28年５月 19日から 33年９月１日まで 

             ③ 昭和 49年１月１日から 50年 12月 31日まで 

社会保険事務所（当時）で年金記録を確認したところ、申立期間①及び②

については、脱退手当金の支給記録があり、申立期間③については、厚生年

金保険の加入記録が無い旨の回答をもらった。 

しかし、申立期間①及び②に係る脱退手当金をもらった記憶は無いので、

脱退手当金の支給記録を取り消してほしい。 

また、申立期間③については、入退社の時期については余り良く覚えてい

ないが、Ａ社（現在は、Ｂ社）のカウンセラーとしてデパートで勤務してい

たので、当該期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び②については、申立人は脱退手当金を受給していないと申

し立てているところ、申立期間に係る最終事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿に記載されている女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資

格喪失日である昭和 33 年９月１日の前後２年以内に資格喪失した者８人の

脱退手当金の支給記録を確認したところ、７人に脱退手当金の支給記録が確

認でき、全員が資格喪失日から３か月以内に脱退手当金の支給決定がなされ

ている上、当時は通算年金制度創設前であることや、当該支給決定の記録が

ある者のうち二人は、事業所が請求手続をした旨の供述をしていることを踏

まえると、申立人についても、事業主による代理請求がなされた可能性が高



いものと考えられる。 

また、申立期間①及び②の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申

立期間に係る最終事業所における厚生年金保険被保険者資格喪失日から約

２か月後の昭和 33 年 10 月 21 日に支給決定されているなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間①及び②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

２ 申立期間③については、申立人はＡ社に入社し、デパートでカウンセラ

ーとして週２日から３日勤務していたと申し立てているところ、同社の元

従業員の供述から、勤務期間は特定できないが、申立人は、申立期間当時、

同社に勤務していたことは推認できる。 

  しかし、Ａ社は、「申立期間当時の従業員に関する資料を保有していない

ことから、申立人の申立期間に係る勤務の状況や厚生年金保険料の控除に

ついて確認することができない。」と回答している。  

  また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間当

時、同社で厚生年金保険に加入していることが確認できる複数の従業員は、

「Ａ社では、設立当初からフルタイムの社員以外は厚生年金保険に加入さ

せない取扱いであった。各デパートに派遣されていたカウンセラーはパー

ト社員であり、厚生年金保険に加入しておらず、保険料も控除されていな

かったと思う。」等と供述している。 

このほか、申立期間③に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険

料を給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8594                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

また、申立人は、申立期間②について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20年 12月１日から 23年３月 15日まで 

             ② 昭和 23年３月 15日から同年９月１日まで 

社会保険事務所（当時）で年金記録を確認したところ、申立期間①につい

ては、脱退手当金の支給記録があり、申立期間②については、厚生年金保険

の加入記録が無い旨の回答をもらった。 

しかし、申立期間①に係る脱退手当金をもらった記憶は無い上、脱退手当

金の支給直後に、再度、厚生年金保険に加入しており脱退手当金を受給する

理由も無いので、脱退手当金の支給記録を取り消してほしい。 

また、申立期間②については、Ａ社（現在は、Ｂ社）の取締役として厚遇

されていた上、昭和 20 年 12 月１日から 27年８月まで継続して勤務してい

たので、当該期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は脱退手当金を受給していないと申し立て

ているところ、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載さ

れている被保険者のうち、商業登記簿上の設立年月日である昭和 23 年３月

６日時点で取締役であった者で脱退手当金の受給要件を満たしていた者は

申立人を含め２名であり、いずれも脱退手当金の支給記録が確認でき、いず

れも資格喪失日から２か月以内に脱退手当金の支給決定がなされているこ

とを踏まえると、申立人についても、事業主による代理請求がなされた可能

性が高いものと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には脱退手当金が支給されたこ



とが記載されている上、申立期間①に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

から約半月後の昭和 23年３月 25日に支給決定されているなど、一連の事務

処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間①に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

２ 申立期間②については、申立人はＡ社に取締役として勤務していたと申

し立てているところ、同社の元従業員の供述及び当該事業所保管の資料か

ら、申立人が申立期間においてＡ社に役員として継続して勤務していたこ

とは推認できる。 

  しかし、Ａ社は、申立期間②に係る申立人の厚生年金保険に関する資料

を保有していないことから、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控

除について確認することができないと回答している。  

  また、申立人は、「申立期間②当時に同僚から、取締役になると厚生年金

保険の資格が無くなるらしい。という話を聞いた。」と説明しているところ、

当該同僚も、申立人と同時期に取締役となり、申立人と同日に厚生年金保

険の被保険者資格を喪失し脱退手当金を支給され、後日、申立人と同様に

厚生年金保険の被保険者資格を取得していることを踏まえると、同社の事

業主は、当時取締役になった者について厚生年金保険の被保険者資格を喪

失させていたことがうかがえる。 

このほか、申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険

料を給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8595                         

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 23年４月 14日から 26年１月 21日まで 

             ② 昭和 27年１月 16日から 29年４月１日まで 

             ③ 昭和 29年９月７日から 35年 12月 16日まで 

62 歳のころ、社会保険事務所（当時）へ相談に行ったところ、申立期間

について脱退手当金の支給記録があることを知った。 

しかし、脱退手当金の制度を知らず、脱退手当金をもらった記憶は無いの

で、脱退手当金の支給記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の脱退手当金は、申立期間①に係るものと申立期間②及び③に係るも

のの２回にわたり支給されたと記録されているところ、２回とも申立人の意思

に反して請求されているということは考え難い。 

また、申立期間①については、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には脱退

手当金が支給されたことが記載されている上、申立人の厚生年金保険被保険者

記号番号は、申立期間①と申立期間②及び③の被保険者期間は別の番号となっ

ており、脱退手当金を受給したために番号が異なっているものと考えるのが自

然である。 

さらに、申立期間②及び③については、申立人の厚生年金保険被保険者台帳

には、脱退手当金が支給されたとする昭和 36 年９月 21 日の直前の同年８月

24 日に、脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を厚生省（当

時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答したことが記録されている上、申立人

の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給されていること

を意味する「脱」の表示が記されているなど、一連の事務処理に不自然さはう

かがえない。 



加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案 8596（事案 3957の再申立て）             

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女（死亡） 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年３月 10日から 36 年８月１日まで              

平成 16 年８月に、社会保険事務所（当時）で年金記録の確認を行ったと

ころ、申立期間について脱退手当金の支給記録があることを知った。 

退職する際に事業所から脱退手当金の説明を受けたが、周囲の忠告により

脱退手当金を受給しなかったので、脱退手当金の支給記録を取り消してほし

いと第三者委員会に申し立てたが、脱退手当金を受け取っていないことをう

かがわせる事情が見当たらないなどの理由から認められなかった。 

しかし、社会保険庁（当時）の保管する年金記録全般について信頼できな

いので、改めて審議してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の夫が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が勤務していた事業所の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されている女性のうち、申立人の厚生年

金保険被保険者資格喪失日である昭和 36 年８月１日の前後１年以内に資格喪

失した者 30 人の脱退手当金の支給記録を確認したところ、全員に脱退手当金

の支給記録が確認でき、そのうち 29 名が資格喪失日から２か月以内に脱退手

当金の支給決定がなされている上、当該支給決定の記録がある者のうち二人は、

事業所が脱退手当金の請求手続をした旨の供述をしていることを踏まえると、

申立人についても、事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考え

られること、ⅱ）申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金

が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立

期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保



険被保険者資格喪失日から約２か月後の36年９月21日に支給決定されている

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえないこと、ⅲ）申立人から聴取し

ても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをう

かがわせる事情は見当たらないことなどから、既に当委員会の決定に基づき平

成21年９月30日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

今回、申立人は前回の審議結果に納得できないとし、再申立てを行っている

が、新たな資料や情報が得られず、委員会の当初の決定を変更すべき事情は見

当たらないことから、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していない

ものと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8597                         

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年４月３日から 35年５月 14日まで 

平成 21 年２月に、社会保険事務所（当時）で申立期間の厚生年金保険の

加入状況について確認したところ、脱退手当金を受けているとの回答をもら

った。 

しかし、脱退手当金をもらった記憶は無いので、脱退手当金の支給記録を

取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されて

いる女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 35 年

５月14日の前後２年以内に資格喪失した者21人の脱退手当金の支給記録を確

認したところ、17 人に脱退手当金の支給記録が確認でき、全員が資格喪失日

から７か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている上、当時は通算年金制

度創設前であることを踏まえると、申立人についても、事業主による代理請求

がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金が支給さ

れていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱

退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格喪失日から約３か月後の昭和35年８月23日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8598                         

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18年４月 12日から 20 年９月１日まで 

ねんきん特別便が届き年金記録を確認したところ、申立期間について脱退

手当金の支給記録があることを知った。 

しかし、脱退手当金をもらった記憶は無いので、年金記録を回復してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿には、脱

退手当金の支給決定日、支給金額及び支給の根拠となる法令の当該条文などの

具体的な記載がされているとともに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には

脱退手当金が支給されたことが記載されている上、申立期間の脱退手当金は支

給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

から３か月後の昭和 20年 12月１日に支給決定されているなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度創設前で

あり、申立期間の事業所を退職後、厚生年金保険の加入歴の無い申立人が脱退

手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても受

給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわ

せる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8600  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27年９月１日から 28年６月１日まで 

             ② 昭和 29年５月１日から 30年６月 21日まで 

             ③ 昭和 30年９月５日から同年 11月 30日まで 

             ④ 昭和 40年８月 15日から 44年２月 28日まで 

             ⑤ 昭和 53年９月 28日から 59年９月 30日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた申立期間①、②及び③、Ｃ社（現

在は、Ｄ社）に勤務していた申立期間④、Ｅ社に勤務していた申立期間⑤の

加入記録が無い旨の回答をもらった。それぞれの会社に勤務し、給与から厚

生年金保険料が控除されていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立期間①、②及び③について、Ｂ社は「Ａ社に係る人事記録等の資料が

無く、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の扱いについては不明である。」

と回答しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認

することができない。 

    また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、当時の従業員

17 人に照会を行った結果、11 人から回答があり、そのうち二人は申立人を

知っていると供述しているものの、全員が申立人の勤務実態等について不明

と供述している。 

    申立期間④について、Ｄ社は「申立人は在籍していたと思われるが、当時

の資料が無く申立期間の勤務実態及び厚生年金保険の扱いについては不明

である。」と回答しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除に



ついて確認することができない。 

    また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、当時の従業員

８人に照会を行った結果、７人から回答があり、そのうち３人は申立人を知

っていると供述しているものの、全員が申立人の勤務実態等について不明と

供述している。 

        さらに、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、昭和 40 年

８月 15 日の申立人の資格喪失に際し健康保険証が返納されていた旨の記載

があり、その後、同社において再取得している状況もうかがえない。 

    申立期間⑤について、雇用保険の加入記録により、申立期間⑤のうち、昭

和 53年９月 21日から 55年９月８日まで及び 56年９月 12日から 57年９月

21日までＥ社に勤務していたことは確認できる。 

    しかしながら、Ｅ社は「当時の資料は無く、申立期間の勤務実態について

不明である。また、厚生年金保険の加入については、工事現場の従業員はＱ

国民健康保険組合と雇用保険に加入させているが、厚生年金保険には加入さ

せていなかった。」と回答している。 

    また、当時の従業員８人に照会を行った結果７人から回答があり、二人は

申立人を知っているとしているものの、全員が「申立人の勤務実態について

不明である。雇用保険と健康保険には加入していたが、厚生年金保険は正社

員の一部に限られていた。」と供述している。 

このことから、申立期間当時、Ｅ社では現場の従業員について、必ずしも

厚生年金保険に加入させる扱いではなかったことがうかがえる。 

  このほか、申立人の申立期間①から⑤までにおける厚生年金保険料の控除

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①から⑤までに係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



東京厚生年金 事案 8601 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年４月１日から 35年２月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務した期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが分かった。同社に

勤務していたことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたと申し立てているところ、

３人の同僚の供述から勤務期間は特定できないものの、同社に勤務していたこ

とは推認できる。 

しかしながら、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、当

時の事業主も死亡していることから、申立期間の同社における厚生年金保険料

の控除について確認することはできない。 

また、申立人と二人一組で得意先回りをしていたとする同僚及び同じ営業職

であったとする複数の同僚は、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

において被保険者であることを確認することができない。 

これらのことから、Ａ社では必ずしも全員が厚生年金保険に加入する取扱い

ではなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案 8602 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年７月１日から同年 12月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが分かっ

た。申立期間はＡ社に勤務していたことは確かなので、厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたと申し立てている。 

 しかし、Ｂ省事務所によると、申立期間における勤務実態等については資料

が無いため確認できないと回答している。なお、同事務所が保管する申立人の

厚生年金保険被保険者記録は、オンライン記録と一致している。 

また、申立人が記憶している同僚３人に照会したところ、申立人のことは知

っているが、申立期間の勤務実態については覚えていないと供述している。 

なお、昭和 26年７月３日付け保発第 51号厚生省保険局長通知では「連合国

要員は、昭和 26 年７月１日以降は、ＰＸ（物の販売事業）等に使用される者

は強制被保険者となるが、家事使用人、宿舎施設、食堂、映画事業等に使用さ

れる者は強制被保険者とならない。」とされているところ、申立人は申立期間

においてＡ社に勤務し、楽器の貸し出し、催事ポスターの掲示等の業務を行っ

ていた旨を供述しており、上記通知により申立人が勤務していた事業等が厚生

年金保険の強制の適用を除外された日付（昭和 26 年７月１日）と、申立人の

資格喪失日とが一致している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立



人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に 

  より給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8603  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料 

  を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨  

    申 立 期 間 ： 昭和 28年３月から 30年まで 

        社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社で勤務した期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同社には、

Ｂ大学の紹介で勤務しており、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社から提出された應援医員要求簿及び同社の担当者の供述から判断する

と、申立人は申立期間のうち昭和 28年７月 25日から同社に勤務していたこと

が確認できる。 

しかし、Ａ社の担当者は、「申立人は、勤務当初は無給であり、昭和 29年３

月 1日より嘱託で月 3,000円の勤務となったが、嘱託の期間は厚生年金保険に

加入させていないと思う。また、退職年月日は資料が無いので確認できない。」

と供述している。 

また、申立人が記憶している同僚二人は、申立人と同様に嘱託としての勤務

期間はあるが、この期間は厚生年金保険の被保険者となっておらず、Ａ社では

ほとんどの場合、嘱託の期間は厚生年金保険に加入させない取扱いであったこ

とがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除については、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案 8604 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 （死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正４年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年５月１日から 23年９月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金

保険の加入記録が無い。同社同支店には継続して勤務していたので、申立期

間を被保険者として認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて 

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された人事記録の書類及び申立人の本籍地である県のＤ部か

ら提出された申立人の「兵籍」「身上申告書」等から、申立人が、Ａ社Ｃ支店

在籍中の昭和18年11月＊日に徴兵により、同社同支店を特別休職扱いとなり、

23年９月＊日に同社同支店に復職していることは、確認することができる。 

しかしながら、上記、人事記録の書類によると申立人が徴兵により、特別休

職となった昭和 18年 11月＊日の給与欄には「召集」と記載されているのみで

あり、金額の記載は無く、Ｂ社の人事企画部担当者は、当該特別休職（兵役）

期間中の給与の支払については不明であると供述している。 

また、上記特別休職（兵役）期間のうち、昭和 19 年 10 月１日から 22 年５

月１日までの期間は、旧厚生年金保険法（以下「旧法」という。）第 59条ノ２

及び旧法施行令第 25 条ノ２の規定により、徴兵の応召期間中の保険料免除の

適用期間とされていることから、申立人のＡ社Ｃ支店での厚生年金保険の被保

険者資格期間として記録されていることが、同社同支店の健康保険厚生年金保

険被保険者名簿から確認できる。 

さらに、上記「兵籍」「身上申告書」等から、申立人は昭和 23年９月＊日に

復員していることが確認でき、Ａ社Ｃ支店において同年９月＊日に「復職」し、



同日付けで給与欄に「500（円）」と記録されていることがＢ社から提出された

上記人事記録の書類から確認できる。オンライン記録においても、同年９月に

同社同支店において、厚生年金保険の被保険者資格を再取得していることが確

認できる。 

加えて、Ａ社Ｃ支店の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人

と同様に旧法第 59条ノ２に該当となっている従業員は 13人確認できるが、連

絡先が不明であり、特別休職（兵役）期間中の給与の支払及び給与から厚生年

金保険料を控除されていたことを確認することができなかった。 

このほか、申立人について、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8605 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年４月１日から 27年７月 14日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の

加入記録が無いので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社において、昭和 26 年４月１日から継続して勤務していたと

申し立てている。 

しかしながら、Ａ社の当時の事業主は既に死亡しており、現在の代表取締役

は、「会社は、当時の資料を保存しておらず、また、自身は当時小学生であっ

たことから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について記憶がな

い。」と供述している。 

また、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間に被保険者で

あった従業員７名に照会したところ、回答のあった３名は申立人のことは記憶

していたが、申立人の入社時期までは記憶しておらず、申立人の申立期間にお

ける勤務実態及び厚生年金保険の加入状況を確認することができない上、申立

期間において給与から厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる

供述は得られなかった。 

さらに、申立人が、自分より先に入社したと記憶している同僚２名のＡ社に

おける厚生年金保険の被保険者資格取得日は、それぞれ昭和 26 年４月１日、

同年７月１日であることがオンライン記録及び上記健康保険厚生年金保険被

保険者名簿から確認でき、そのうち１名は自身の入社日と資格取得日は２年６

か月ほど相違していると供述していることから、同社は、入社から一定期間経

過後に従業員の厚生年金保険の被保険者資格の取得手続を行っていたことが



うかがわれる。 

加えて、申立人は、従兄弟が自分よりも２か月から３か月後に入社したと供

述しているところ、オンライン記録及び上記健康保険厚生年金保険被保険者名

簿では、当該従兄弟の厚生年金保険の被保険者資格取得日は昭和 26 年９月１

日と確認できるが、同人は既に死亡しているため、申立人の当時の勤務状況及

び厚生年金保険の加入状況を確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8606 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年６月１日から 36年６月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の

加入記録が無い。申立期間も勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 35 年６月１日からＡ社に勤務していたため、当該期間を厚

生年金保険の被保険者期間であったと申し立てている。 

しかしながら、Ａ社が保管する従業員名簿から申立人の入社日は、昭和 36

年５月＊日となっていることが確認できる上、同社は、社会保険手続に関する

当時の資料等が無いため、試用期間の有無や保険料の控除については不明とし

ている。 

また、申立人が同期に入社したとしている同僚３名の厚生年金保険被保険者

資格の取得日についても、オンライン記録及びＡ社の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿から、申立人と同様に昭和 36 年６月１日となっていることが確認

できる上、当該同僚のうち２名は、同社入社前に当たる申立期間において、そ

れぞれ他社にて厚生年金保険に加入していることがオンライン記録から確認

できる上、そのうち１名はＡ社には１か月ほどの試用期間があったと供述して

いる。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間当時に、

同社で勤務していた従業員 15 名（上記同僚を含む）に、申立人の勤務状況等

を照会したところ、そのうち昭和 35 年３月より加入記録のある２名の従業員

は、「申立人は昭和 36年に入社している。」と供述している。 

加えて、上記照会により、回答のあった同僚、従業員から申立人の申立期間



に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかが

わせる供述は得ることができなかった。 

このほか、申立人について、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが確認できる関連資料や周辺事情は見当たらな

い。  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8607 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年４月 19日から同年９月 10日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された旅客自動車就業証及びＡ社の複数の元従業員の供述

から、申立人が申立期間において同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、オンライン記録及びＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿から同社は既に同保険の適用事業所ではなくなっていることが確認できる

上、当時の代表取締役は死亡していることから、申立人の当時の勤務の実態や

厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、Ａ社の当時の経理担当者は、「当時の運転手のほとんどが歩合制の給

与で、手取額を多くしたい者は厚生年金保険に加入していなかった上、昭和

30 年４月以降は、経営状態が厳しいこともあり、固定給の事務職と整備等の

社員の加入のみで、代表取締役の一存により加入を抑えていたので、申立人も

加入はしていないと思う。」と供述している。 

さらに、上記Ａ社の複数の元従業員においても、申立人の厚生年金保険の適

用状況について回答を得ることができない上、給与から保険料を控除されてい

たことをうかがわせる供述を得ることはできなかった。 

加えて、申立人はＡ社がＢ協会に加入していることをもって厚生年金保険に

ついても加入しているはずであるとしているところ、同協会では当時の資料は

無く、法人の加入要件として厚生年金保険の加入が条件になっていたかは不明

であると供述している。 

このほかに、申立人について申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により、



給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8610 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年６月１日から同年８月１日まで 

厚生年金保険の記録によれば、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間

の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に昭和 47 年６月１日から勤務した

ので、申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人より提出された失業保険受給資格者証における昭和 47 年６月１日Ａ

社採用、就職支度金受給手続指示済、との記載及び複数の同僚の供述により、

申立人が申立期間に同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、既に解散しており、同社の社会保険関係事務を担当してい

た事業主に照会をしたが、回答が無いため、同社及び事業主から当時の厚生年

金保険料の控除について確認することができない。 

また、申立人と同じく昭和 47 年８月１日付けでＡ社において、厚生年金保

険被保険者資格を取得している従業員３人のうち、連絡先の判明した２人に照

会したところ、１人は「自分は昭和 47年の６月か７月に同社へ入社した。」と

しており、もう１人は「自分は 47年の７月中に入社した。」としていることか

ら、同社では、申立人を含め４人に係る被保険者資格の取得手続を同年８月１

日に一括して行ったことがうかがえる。 

さらに、上記の２人の従業員は「被保険者資格を取得する前の昭和 47 年６

月又は７月の給与から保険料が控除された記憶は無い。」としている。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業



主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8611 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年７月から 10年１月１日まで 

厚生年金保険の記録によると、Ａ社に勤務した申立期間の加入記録が無い。

同社に勤務していたことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録並びにＡ社の事業主及び従業員の供述から、申立人が申立期

間に同社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、Ａ社の事業主は、「当社では、雇用保険は全社員に加入させていた

が、厚生年金保険については、本人の希望により加入手続を取っていた。申立

人に厚生年金保険加入の話をしたところ、手取り収入を多くしたいので社会保

険には入らなくてもよいと言ったので、厚生年金保険の加入の手続を行ってお

らず、給与から保険料の控除もしていなかった。」としている。 

また、申立人が記憶する二人の同僚について、Ａ社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿に記録が無いところ、事業主は、この二人についても厚生年

金保険の加入を希望しなかったため手続きをしていなかったとしている。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8612 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年 10月１日から 63年７月１日まで 

             ② 昭和 63年７月１日から平成２年５月 29日まで 

             ③ 平成６年３月２日から同年９月１日まで 

             ④ 平成６年９月１日から同年 11月 21日まで 

    厚生年金保険の記録によれば、Ａ社に勤務した申立期間①、Ｂ社に勤務し

た申立期間②、Ｃ社に勤務した申立期間③及びＤ社に勤務した申立期間④

の標準報酬月額が事実と相違している。申立期間①においては月額 50万円

の給与を、申立期間②においては月額 70万円の給与を、申立期間③及び④

については月額 34万円の給与を受けていた。給与明細等の厚生年金保険料

の控除が確認できる資料は無いが、申立期間①から④における標準報酬月

額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、月額 50万円の給与を支給されていたと申し

立てている。 

しかし、Ａ社は平成 14年 12月３日に既に解散していることから、同社から、

申立人の申立期間の報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認すること

ができない。 

そこで、Ａ社の申立期間当時の代表取締役に文書で照会をしたが、回答が得ら

れず、同人から、申立人の申立期間①における報酬月額や厚生年金保険料控除額

について確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録で

は、申立人の標準報酬月額について、不自然な記録訂正が行われた形跡は見当た



らない。 

２ 申立期間②について、申立人は、月額 70万円の給与を支給されていたと申し

立てている。 

しかし、Ｂ社は平成 14年 12月＊日に既に解散していることから、同社から、

申立人の申立期間の報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認すること

ができない。 

そこで、当時のＢ社の代表取締役が社会保険担当役員であったとする者に文書

で照会したが、回答が得られず、当該者から、申立人の申立期間②における報酬

月額や厚生年金保険料控除額について確認することができない。 

また、Ｂ社に係るオンライン記録では、申立人の標準報酬月額について、不自

然な記録訂正が行われた形跡は見当たらない。 

さらに、Ｂ社においては、申立人以外の者についても不自然な記録訂正処理が

行われた形跡は見当たらない。 

３ 申立期間③及び④について、申立人は、申立期間③についてはＣ社に、申立期

間④については同社の子会社であるＤ社に継続して勤務し、月額 34万円の給与

を支給されていたと申し立てている。 

しかし、Ｃ社及びＤ社は所在地が確認できず、また、当時の両社の代表取締役

は、連絡先が不明で照会をすることができないため、これらの会社及び事業主か

ら、申立人の申立期間③及び④の報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確

認することができない。 

そこで、一部の従業員がＣ社及びＤ社の経理部長であったとする者に文書で照

会したものの回答が得られず、当該者から、申立人の申立期間③及び④における

報酬月額や厚生年金保険料控除額について確認することができない。 

また、一部の従業員がＣ社及びＤ社の経理を１人で処理していたとする者に対

して、文書で照会したが、社会保険手続事務責任者及び担当者が誰であったか「覚

えていない。」と回答があり、申立人の報酬月額及び厚生年金保険料控除額につ

いて確認することができなかった。 

さらに、オンライン記録では、申立人の標準報酬月額について、不自然な記録

訂正が行われた形跡は見当たらない。 

加えて、Ｃ社及びＤ社においては、申立人以外の者についても不自然な記録訂

正処理が行われた形跡は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間①から④までについて、申立人が主張する標準報酬月額に相当する厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8613 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年６月１日から同年 10月 31日まで 

厚生年金保険の記録によれば、Ａ社Ｂ支店の職場のうちのＣ駅構内で、臨

時職員の身分で運転手の助手として勤務した申立期間の厚生年金保険の加

入記録が無い。同社に勤務したことは確かなので、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ支店の従業員の供述により、期間は特定できないが、申立人が同社Ｂ

支店の職場のうちのＣ駅構内で勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社Ｂ支店は、当時の資料を保管しておらず、申立人の申立期間に

おける勤務の実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができな

いとしている。また、申立人は、同僚を１人のみ記憶していたが、当該者は特

定できず、その者から、申立人の勤務や厚生年金保険料の控除について確認す

ることができない。 

そこで、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金被保険者名簿から申立期間当時

に被保険者であったことが確認できる複数の従業員に照会したところ、申立人

と同じＣ駅構内で正社員の運転手として勤務していたとする従業員は「同社Ｂ

支店における正社員には職種が事務職と作業職とがあり、運転手は作業職であ

った。運転手は試用期間が１年間あり、その間は厚生年金保険に加入できなか

った。また、臨時職員の制度があり、臨時職員は厚生年金保険に加入しておら

ず、長期にわたり臨時職員であった人もいた。」としている。 

また、申立人と同じ臨時職員の身分で運転手の助手として勤務したとする従

業員は「自分は臨時職員として昭和 37 年４月１日に入社し、その後試験を受

けて 38年 10月１日に正社員になった。臨時職員の期間は雇用保険には加入で



きたが、厚生年金保険には加入できなかった。」としている。 

これらのことから、申立期間当時、Ａ社Ｂ支店は、臨時職員については、厚

生年金保険に加入させる取扱いをしていなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について、確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案 8616                         

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年 10月末日から 55 年３月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に運転手として勤務していた期間のうち、申立期間

の厚生年金保険の加入記録がない。同期間を厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び事業主からの回答から判断すると、申立人は申立期間に

Ａ社に継続して勤務していたことが認められる。 

しかしながら、申立期間当時のＡ社における厚生年金保険の取扱いについて、

同社の事業主は、「従業員からの加入の申し出が無い場合は、加入を希望して

いないものとして、加入させていなかった。加入していない従業員から厚生年

金保険料を控除することは無い。」と述べている。このことはついては、社会

保険事務所（当時）が保管する同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

によると、申立期間当時の被保険者数は７名から８名であるが、申立人及び複

数の従業員は、「同社には、運転手が 10名から 20名程度勤務していた。」と述

べていることから、一部の運転手が厚生年金保険の被保険者となっていなかっ

たことがうかがえる。 

また、Ｂ社が提出している被保険者台帳によると、申立人の厚生年金保険の

資格取得年月日は昭和 55 年３月１日であることが確認できる上、同社が加入

しているＣ健康保険組合の記録においても、同日に資格取得していることが確

認でき、社会保険事務所の記録と同健康保険組合の記録は一致している。 

なお、申立人は、一緒に入社したとする同僚とともに、昭和 52 年秋ごろか

ら厚生年金保険料が控除され始めたと申し立てているが、当該同僚及び複数の

従業員に照会したものの、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確



認できる供述は得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8617                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険

料を事業主から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年７月 21日から 40 年４月 21日まで 

        Ａ社Ｂ営業所で勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の記録が無

い。申立期間も同社に継続して勤務していたので、同期間を厚生年金保険の

被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の上司及び複数の同僚の供述により、申立人が、申立期間にＡ社

に継続して勤務していたことがうかがえる。  

しかしながら、社会保険事務所（当時）が保管するＡ社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿には、昭和39年７月28日に、申立人の健康保険被保険者証を

返納した旨の記載があることから、事業主は、社会保険事務所に対し、申立人に

係る厚生年金保険の資格喪失日に係る届出を行ったことが認められる上、当該被

保険者名簿の健康保険証番号に欠番は無く、記載内容に不自然さはみられない。 

また、申立人が申立期間当時、Ａ社Ｂ営業所に勤務していたとする上司及び同

僚10名のうち、申立期間も同社の被保険者記録が継続している者は２名いるが、

両名とも死亡又は連絡先が不明である上、ほかの８名は昭和39年７月前後に資格

喪失しており、そのうち、連絡のとれた２名は、「自身の退職日と社会保険事務

所において記録されている資格喪失日とは一致しており、同事務所の記録のとお

りである。」と述べている。 

なお、申立期間当時にＡ社Ｂ営業所の所長であった元従業員は、「自分はＣ県

にある本社から転勤となったが、Ａ社の経営状況が悪いことから、Ｂ営業所の後

始末の準備を目的に転勤した。」と述べており、加えて、同営業所の同僚も「会

社の経営状況が悪いことを感じていた。」と述べていることから、同時期にＢ営

業所の多くの社員の資格喪失につながったものと考えられる。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8618                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年５月 10日から同年７月 17日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

同社には昭和 24 年９月１日から 26 年１月 20 日までの期間について、継続

して勤務しており、厚生年金保険料も給与から控除されていたと思うので、

同期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の申立期間当時の同僚は、「申立人の勤務期間は短かったと思うが、申

立人が一度退職し、再入社したことは無かった。」と述べていることから、申

立人が申立期間において同社に在籍していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社が提出している厚生年金保険被保険者台帳によれば、申

立人の被保険者資格喪失日は、昭和 25 年５月 10 日と記録されており、また、

社会保険事務所（当時）が保管する厚生年金保険健康保険被保険者名簿によれ

ば、同資格喪失日は同年５月 10 日と記録されていることが確認でき、両者の

記録は一致している。 

さらに、前述の厚生年金保険被保険者台帳によると、申立人の資格取得日か

ら資格喪失日である昭和25年５月10日までの期間に係る加入記録の備考欄に

「病気」という記載がみられ、これを記載した申立期間当時の同社の社会保険

担当者は、「当時、病気と記載したということは、その理由により厚生年金保

険の被保険者資格を一度喪失させており、給与は支払われていなかったため、

厚生年金保険料を控除していなかったと思う。なお、申立期間当時の従業員は、

一年以上の勤続が無ければ休職の対象にはならなかったと思う。」と述べてい

る。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で



きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8621 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年５月 26日から同年８月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。

同社には昭和 43年５月 26日から継続して勤務していたので、厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における元代表者及び複数の従業員の供述から、申立人は、申立期間当

時、同社において勤務していたことは推認できる。 

しかし、事業所別被保険者名簿によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

となったのは昭和 43 年８月１日であり、申立期間は適用事業所となっていな

い。 

また、Ａ社の元代表者は、同社は既に閉鎖しており、当時の資料を保管して

いないことから、申立人の勤務実態や厚生年金保険の取扱いについて確認する

ことができないが、厚生年金保険の適用事業所となるまでの期間については、

給与から厚生年金保険料を控除していないとしている。 

さらに、Ａ社の従業員は昭和 43 年８月１日に厚生年金保険の被保険者資格

を取得する前は、給与から厚生年金保険料を控除されていなかったとしている。 

加えて、申立人と同様に、Ｂ社において昭和43年５月26日に資格を喪失し、

同年８月１日に、Ａ社において資格を取得している者が複数いることが、事業

所別被保険者名簿により確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与か

らの控除について、これを確認できる関連資料は無く周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8622 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年５月 10日から 36年３月 30日まで 

② 昭和 39年１月 15日から 47年４月 10日まで 

③ 平成９年４月 10日から 12年４月 20日まで 

   社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社、Ｂ社及びＣ社に勤務した期間の加入記録が無い旨の回答をもらっ

た。申立期間にそれぞれの会社に勤務していたことは確かなので、厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、オンライン記録によると、Ａ社は、厚生年金保険の

適用事業所になっていない。 

また、Ａ社の代表者の所在が不明であり、申立人は、同僚の名字しか覚えて

おらず、当該同僚の氏名を特定できないため、これらの者から、申立人の勤務

実態及び厚生年金保険料の取扱いについて、確認することができない。 

申立期間②については、Ｂ社の元代表者の妻の供述から、申立人は、申立期

間②に同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、事業所別被保険者名簿によると、Ｂ社は、昭和 53 年５月１日に、

任意包括により厚生年金保険の適用事業所となったことが確認できる。 

また、Ｂ社の元代表者の妻は、「適用事業所となるまでの期間については、

従業員は、国民年金に加入していた。」と供述しており、同人を含む複数の従

業員は、同社が適用事業所となるまでは、国民年金に加入し、当該保険料を納

付していた記録が確認できる。 

申立期間③については、Ｃ社が保有している労働者名簿兼乗務員台帳及び同

社が加盟するＤ協会が管理している乗務員台帳から、申立人は、当該期間の一



部の期間に、同社に勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ｃ社の代表者は、申立人のような、採用時に年齢が 60 歳を超えて

いる従業員については、定時制勤務とし、厚生年金保険には加入させていない

としており、また、同社が保有している労働者名簿兼乗務員台帳において、申

立人は定時制勤務であることが記載され、さらに、同社の代表者は、採用時の

面接の際、申立人が自ら厚生年金保険に加入しない定時制勤務を希望したこと

を記憶していると供述している。 

また、申立人が当時、居住していたＥ市において、平成７年８月 16 日から

13年８月 26日までの期間については、申立人の国民健康保険の加入履歴があ

る。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における事業主による厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が申立期間①、②及び③について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案8623                       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年６月１日から同年 10月１日まで 

             ② 昭和 50年４月１日から同年８月１日まで 

             ③ 昭和 50年 11月１日から 51 年 10月５日まで 

             ④ 昭和 54年１月１日から 55年５月１日まで 

             ⑤ 昭和 56年５月１日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうちの申立期間①、②及び③、

Ｃ社（現在は、Ｄ社）に勤務していた期間のうちの申立期間④、Ｅ社（現

在は、Ｆ社）に勤務していた期間のうちの申立期間⑤について、加入記録

が無い旨の回答をもらった。それぞれの期間について保険外交員として継

続して各社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①、②及び③については、Ｂ社から提出のあった申立人に係る「厚

生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」及び「厚生年金

保険被保険者資格喪失確認通知書」により、事業主は、オンライン記録どおり

の届出を行ったことが確認できる。 

このことについて、Ｂ社は、「同社では、保険外交員は数か月毎に営業成績

や勤務を基にした査定があり、査定結果において歩合給のみの職階へ移行した

場合は、社会保険の被保険者資格を喪失させており、被保険者資格を喪失させ

た期間については、保険料の控除も停止していた。」と回答している。 

申立期間④については、Ｄ社は、当時の従業員や厚生年金保険に関する資料

を保有していないことから、申立人の申立期間④に係る勤務の実態や厚生年金



保険料の控除については分からないと回答している。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間④当時

勤務していた複数の従業員に照会したところ、二人の従業員が、「同社では、

営業成績によって厚生年金保険の加入非加入が決まり、成績が良くない場合は

厚生年金保険に加入することができなかった。」と供述している。 

申立期間⑤については、Ｆ社から提出のあった外務員名寄せ照会データから、

申立人は、Ｅ社に勤務していたのは昭和55年11月＊日から56年４月＊日までの

期間であり、申立期間⑤については同社に勤務していたことを確認することが

できない。 

また、Ｅ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の従業員に照会

したところ、一人の従業員は、「同社の保険外交員は、契約形態によって厚生

年金保険の加入非加入が決まっており、非加入であった従業員もいた。」と供

述している。 

このほか、申立人の申立期間①、②、③、④及び⑤に係る厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①、②、③、④及び⑤に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



東京厚生年金 事案8624                       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年３月から 49年１月７日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。

昭和46年３月から同社で勤務していたので、申立期間も厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の事業主は、当時の従業員や厚生年金保険に関する資料は既に破棄して

いるため、申立人の申立期間に係る勤務の実態や厚生年金保険料の控除につい

て確認することができないと回答している。 

また、Ａ社の顧問社会保険労務士が保管していた社会保険台帳に記載されて

いる申立人の厚生年金保険の資格取得日は、オンライン記録と一致している上、

雇用保険離職証明書の資格取得日もオンライン記録と一致している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間当時

勤務勤務していた複数の従業員に照会したところ、申立人の入社時期や厚生年

金保険料の控除について記憶している従業員はいなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案8625（事案1894の再申立て）        

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年３月１日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 36年３月１日から同年５月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）へ照会したところ、Ａ

社に勤務していた期間のうちの申立期間①及び同社又はＢ社に勤務してい

た期間のうちの申立期間②について、厚生年金保険の加入記録が無い旨の回

答を得たため、第三者委員会に対して申し立てたが、どちらも認められなか

った。職歴を記載した履歴書を提出するので、再度調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年

金保険料を事業主により控除されていたことを確認できる関連資料が無いこ

となどから、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできないとして、既に当委員会の決定に基づき平成21年３月25日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

しかし、申立人は前回の審議に納得できないとし、当時の職歴を記載した履

歴書が見つかったので、再度調査してほしいとしているが、当該履歴書による

と、申立人がＡ社において厚生年金保険に加入していた昭和35年10月から36年

２月までの期間は、Ｂ社に在籍していた期間となっており、申立人は「当該履

歴書は、あいまいな記憶に基づいて作成した。」と供述している。 

また、申立期間①について、申立人が記憶していたエピソードとＡ社におけ

る同僚の供述が一致したことから、申立人は、申立期間①当時に同社に勤務し

ていたことは推認できるが、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを確認できる新たな資料、供述を得ることができなかった。 

さらに、申立期間②について、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名



簿から、再度複数の従業員に照会したところ、申立人のことを記憶している従

業員はいなかった上、申立人と同様に運転手であった二人の従業員は、「入社

してから２か月後又は３か月後に健康保険の被保険者証をもらった記憶があ

る。」と供述している。 

これらのことから、申立人が再申立ての理由としている事情は、当委員会の

当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、ほかに当初の決定を変更

すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間①及び②の厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはで

きない。 



東京厚生年金 事案8626                      

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 12月 31日から 62年１月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務していた期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもら

った。同社は既に社会保険事務所に訂正の届けを行ったが、時効により保

険料は納付できず、申立期間は年金額の計算の基礎とならない期間となっ

ているので、年金給付に反映される期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社から提出のあった「退職手当金および退職年金支給

計算台帳」から、申立人は、申立期間は同社に勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届により、申

立人の同社における資格喪失日を昭和61年12月31日から62年１月１日に訂正す

る旨を届け出ていることが確認でき、記録訂正は行われたが、厚生年金保険法第

75条本文の規定により保険給付には反映されない。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、あっせんの対象となる事案は、事業主が厚生年金保険

被保険者の負担すべき保険料を控除していた事実があることが要件とされている

ところ、Ａ社から提出された申立人に係る昭和61年の源泉徴収票から、社会保険料

は11か月分しか控除されておらず、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されてい

ないことが確認できることから、特例法によるあっせんの対象とならない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案8627                       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年８月１日から 50年 11月２日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社（現在は、Ｂ社）に勤務していた申立期間について、加入記録が無い旨

の回答をもらった。同社には昭和48年８月１日から勤務していたので、厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社における複数の従業員の供述から判断すると、

入社日は特定できないが、申立人は、申立期間当時は同社に勤務していたこと

が推認できる。 

しかし、Ｂ社は、当時の厚生年金保険に関する資料を保有していないため、

申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認することができ

ないと回答している。 

また、Ａ社の社会保険事務を代行していた社会保険労務士は、「当時の同社

では、厚生年金保険の未加入者が多数いたように思うし、同社は正確な手続を

していなかったように記憶している。」と供述している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の従業員

に照会したところ、５人の従業員が申立人のことを記憶していたが、申立人の

申立期間に係る厚生年金保険の加入状況や同社における厚生年金保険加入非

加入の取扱いについては分からないと回答している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主



により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案8628                       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年９月 21日から 62年９月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務していた申立期間について、加入記録が無い旨の回答をもらった。

確かに同社で勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、申立人の人事記録データから、申立人が同社に最終的に在籍してい

た期間は、昭和57年１月＊日から61年５月＊日までであり、申立期間の在籍に

ついては確認することができないと回答している。 

また、オンライン記録から、申立期間当時勤務していた複数の従業員に照会

したところ、申立人を記憶している従業員はいなかった。 

さらに、申立人は、申立期間当時の給与は日払いで支給されていたと供述し

ているが、Ａ社は、「同社では、従業員の給与を日払いで支払う制度は無い。」

と回答している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8629（事案 5083の再申立て）             

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

                       

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年８月から 28年３月 31日まで              

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い旨を第三

者委員会に申立てを行った結果、同委員会から申立内容を確認できる資料が

無い等の理由で、記録訂正できない旨の回答があった。しかし、確かに勤務

していたので、再度調査して被保険者期間を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人は、勤務期間は特定できないが、

申立期間当時、Ａ社のＢ出張所に勤務していたことは確認できるが、同社は、

同社が保管している社員名簿及び人事記録に申立人の氏名が無いことから、申

立人は正社員ではなく、当時の同社では、正社員以外は、健康保険には加入さ

せても厚生年金保険には加入させない取扱いがあったと回答していること、同

社の従業員が、正社員以外の従業員については、厚生年金保険の加入が無かっ

たと供述していること等から、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年 11

月 11日付けで年金記録の訂正は必要ではないとする通知が行われている。 

申立人は、今回の再申立てに当たり、上記通知に納得できないとして、申立

期間について厚生年金保険の被保険者であったと主張し、再調査を希望したも

のである。    

しかし、申立人から新たな資料の提示がない上、当委員会で再度確認した結

果、Ａ社は、新聞による求人募集は、緊急に募集すべきときであり、有期雇用

の可能性が高く、当時は原則有期雇用の従業員は厚生年金保険に加入させてい

なかったと回答している。また、ほかに当初の決定を変更すべき新たな事情は

見当たらないことから、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたものと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8630 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年５月 10日から同年６月１日まで 

    Ａ庁に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

いことが判明した。申立期間に勤務していたことは間違いないので、厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ庁が作成した申立人に係る履歴書及び辞令書により、申立人が昭和 23 年

５月 10日から継続して同庁に勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ａ庁は既に廃止されており、申立期間当時の従業員に係る厚生年金

保険の加入状況に係る資料を入手できず、また、申立人が記憶している上司や

同僚は、既に死亡しており、申立人の厚生年金保険料の控除等については確認

することができない。 

そこで、Ａ庁に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 23

年４月から同年６月までの期間に被保険者資格を取得した申立人以外の 322

人の従業員の資格取得日をみると、全員が当該月の１日付けとなっていること

が確認できる。そして、申立人と同様に 23 年６月１日に資格取得している従

業員１人は、「Ａ庁に昭和 23 年５月中旬から勤務した。」と供述していること

から、同庁では申立期間当時、各月の１日付けで一括して厚生年金保険に加入

手続を行っていたものと考えられる。 

また、申立人に係る被保険者資格取得日については、厚生年金保険被保険者

記号番号払出簿と上記被保険者名簿とが一致しており、社会保険事務所の事務

処理に不自然な点は見受けられない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業



主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8631 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料 

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月から 45年１月まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務していた申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同

社に勤務していたことは間違いないので、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人が、申立期間の一部である昭和 42 年８

月 29日から 45年１月 31日まで、Ａ社に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、Ａ社は平成 15年６月 29日に厚生年金保険の適用事業所では

なくなっており、申立期間当時の代表者からは当時の事情を聴取できないこと

から、申立人の勤務の実態及び厚生年金保険料の控除の状況等について確認す

ることができない。 

また、Ａ社の継承会社であるＢ社の代表者は、「申立期間当時の従業員の賃

金台帳等はすべて廃棄しており、申立人の厚生年金保険の加入状況等は不明で

ある。また、自分はＡ社に昭和 55 年４月ごろ入社したが、厚生年金保険に加

入したのは 59年１月である。」と供述している。 

さらに、申立人が記憶している同僚７人のうち、連絡先が判明した２人に照

会したところ、いずれも「申立人が勤務していたことは覚えているが、厚生年

金保険料を控除されていたかどうかについては覚えていない。」と供述してい

る。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び事業所別被保険

者名簿により、申立期間当時、被保険者であったことが確認できる従業員７人

に照会したところ、４人から回答があり、１人が「申立人が勤務していたこと



は覚えているが、厚生年金保険料を控除されていたかどうかについては覚えて

いない。」と供述しており、他の３人も申立人の厚生年金保険料の控除につい

て覚えていないとしている。そして、上記従業員の１人は、「当時、Ａ社は、

従業員の出入りが激しかったため、入社しても、すぐに厚生年金保険に加入さ

せていなかった。自分は昭和 43 年１月に入社したが、厚生年金保険に加入し

たのは同年８月である。」と供述している。 

加えて、上記被保険者名簿を確認したところ、欠番は無く、申立人の加入記

録が失われたとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8632 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年 10月から 35年 10 月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社の工場に勤務していた申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同

社に勤務していたことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社の工場（営業所）に勤務していたと申し立ててい

るが、同社は、「申立期間当時の従業員に関する人事記録等を保管していない

ため、申立人の勤務実態や厚生年金保険の加入状況等については確認できな

い。」と回答している。 

また、申立人は、当時の上司等３人を記憶しているが、名字しか覚えておら

ず、人物が特定できないことから、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別

被保険者名簿により、申立期間当時に厚生年金保険に加入していることが確認

でき、かつ、連絡先が判明した従業員 37人に照会したところ、22人から回答

があったが、いずれも申立人を覚えていない旨の供述をしている。 

一方、Ａ社の当時の複数の従業員は、「当時は、入社後６か月から２年程度

の試用期間を設け、その間は臨時社員として取り扱い、厚生年金保険には加入

させていなかったとのことであった。申立人の年金記録が無いとすれば、申立

人についても同様の取扱いであったと思われる。」と回答している。また、上

記回答を行った従業員のうち、入社時期について供述が得られた従業員２人は、

供述内容及び上記被保険者名簿により、入社後６か月又は２年７か月経過後に

厚生年金保険被保険者資格を取得していたことが認められる。これらのことか

ら、同社では、当時、入社後一定期間が経過した後、厚生年金保険に加入させ

る取扱いをしていたものと考えられる。 

さらに、上記被保険者名簿を確認したところ、健康保険及び厚生年金保険の



整理番号に欠番は無いことから、申立人の記録が失われたとは考え難く、社会

保険事務所の事務処理に不自然さはみられない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8633 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年７月 13日から 54 年７月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を

もらった。同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に申立期間も継続して勤務していたと主張している。 

しかし、Ａ社の元役員は、「申立期間当時の従業員の人事や給与等に関する

資料は保存されていないが、申立人は、昭和 51 年７月にＡ社を辞めたので、

厚生年金保険及び雇用保険から脱退させた。その後、54 年７月に、もう一度

Ａ社で働きたいというので再入社させた。入退社の都度、厚生年金保険等の資

格の取得・喪失等の届出は適正に行っていた。厚生年金保険、健康保険及び雇

用保険は同時に加入させていた。」と回答している。 

また、申立人が記憶している同僚５人のうち、連絡先が判明した３人に照会

したところ、いずれも、「申立人が勤務していたことは記憶しているが、申立

期間も勤務していたか否かは不明である。」と回答している。 

さらに、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者原票において、申立期間に厚生年

金保険に加入していることが確認できる従業員のうち、連絡先が判明した８人

に照会したところ、５人から回答があり、そのうち３人が、「申立人が勤務し

ていたことは覚えているが、申立期間も勤務していたか否かは分からない。」

と回答しており、他の２人は申立人を記憶していなかった。 

加えて、申立人のＡ社に係る雇用保険の加入記録は、昭和 51年７月 12日に

被保険者資格を一度喪失し、再度 54 年７月１日に資格を取得しており、申立



期間の加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案 8644 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月１日から 61年 10月 31日まで 

        厚生年金保険の記録では、人材派遣会社であるＡ社に勤務した期間のうち、

申立期間の加入記録が無いが、昭和 58年４月から 63年２月まで同社からＢ

社に派遣され勤務していたので、申立期間を被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   派遣先のＢ社の複数の元従業員が「申立期間当時、申立人と一緒に勤務して

いた。」と供述していることから、申立人は、申立期間当時、Ａ社からＢ社に

派遣され、勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社の当時の社会保険事務手続・経理事務担当者は、「申立人は、

請負契約で働いていたと記憶しており、社会保険には加入していない。保険料

も控除していない。後日、請負契約から雇用契約に変更し、正社員となり、社

会保険に加入したと記憶している。」と回答している上、元同僚も「申立人は、

申立期間当時、請負契約であった。雇用契約は無いと思う。」と供述している

ことから、申立人は、申立期間当時、同社とは雇用契約ではなく請負契約だっ

たため厚生年金保険に加入していなかったと考えられる。 

また、申立人は、Ａ社との契約について、「契約書を取り交わしていないた

め請負契約か雇用契約か不明であり、入社時から退社時まで給与明細書が発行

されることがなかった。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8645 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年７月１日から同年 12月１日まで 

        厚生年金保険の記録では、Ａ事業所（昭和 26 年７月にＢ事業所に名称変

更）の食堂に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いが、昭和 25

年７月から 28年 12月まで同事業所で継続して勤務していたので、申立期間

を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所の元同僚が「申立期間当時、申立人と一緒に勤務していた。」と回

答していることから、申立人は、申立期間当時、同事業所に勤務していたこと

が推認できる。 

しかし、申立人は、Ａ事業所における仕事の内容を「食堂での賄い、ウェイ

トレス」と供述しているところ、「連合国軍要員のうち非軍事的業務に使用さ

れるに至った者の被保険者資格について」（昭和 26 年７月３日保発第 51 号。

各都道府県知事あて厚生省保険局長通知）により、昭和 26 年７月１日以降、

連合国軍要員のうち、ハウス、ホテル等の家事使用人及びクラブ、宿舎施設、

食堂、映画事業等に使用される者は、健康保険及び厚生年金保険の強制被保険

者とならないとされている。 

また、Ａ事業所の元従業員は、「Ｃ県管理事務所から、食堂等で勤務する者

は、雇用形態が政府から米軍直接雇用になるので、年金は掛けなくなると言わ

れ、保険料が控除されなくなった。その後、同管理事務所から、また厚生年金

保険に加入するようになるからと言われ、昭和 26年 12月より再び厚生年金保

険に加入するようになった。」と回答していることから、申立人は、申立期間

において、厚生年金保険の被保険者ではなかったと考えられる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から



の控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8646 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年 10月１日から 28 年６月１日まで 

厚生年金保険の記録では、父が経営するＡ社に勤務した期間のうち、申立

期間の加入記録が無いが、同社には昭和 24 年 10 月から勤務していたので、

申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の元従業員の供述により、申立人が申立期間当時、同社に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、既に解散しており、同社の元代表取締役である申立人の父

及び事業を引き継いだ長兄も既に死亡しているため、同社及びこれらの者から、

申立人の申立期間当時の厚生年金保険料控除について確認することができな

い。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に欠番は無く、厚生年

金保険被保険者手帳記号番号払出簿にも不自然な点は見られない。 

さらに、Ａ社の元代表取締役の二男である申立人が厚生年金保険に未加入で

あるにもかかわらず、同社が 44 か月もの長期にわたって保険料を控除し続け

ることは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8647 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年５月から 35年３月１日まで 

厚生年金保険の記録では、Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記

録が無いが、同社には昭和 32 年５月から継続して勤務していたので、申立

期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の代表取締役の息子及び申立人の姉が「申立人は、昭和 32 年春ごろに

同社に入社した。」と回答していることから、申立人は、申立期間当時、同社

に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、同社は昭和

35 年３月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事

業所となっていないことが確認できる。 

また、Ａ社は、既に解散しており、同社の代表取締役も既に死亡しているた

め、同社及び当該代表取締役に申立人の申立期間当時の保険料の控除について

確認することができない。 

さらに、上記被保険者名簿により、同社が厚生年金保険の適用事業所となっ

た昭和 35 年３月１日に被保険者資格を取得したことが確認できる複数の従業

員に、適用事業所となる前の厚生年金保険料の控除について照会したが、回答

のあった１名は不明としているため、元従業員から申立期間の保険料の控除に

ついて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案 8648 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 11月 21日から 37 年４月１日まで 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記

録が無いが、同社には継続して勤務していたので、申立期間を被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の元従業員が「入社から退社まで申立人と一緒に勤務していた。」

と証言していることから、申立人は、申立期間に同社に継続して勤務していた

ことが推認できる。 

しかし、Ａ社は既に解散しており、当時の代表取締役も死亡していることか

ら、同社及び当該代表取締役から、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の

控除について確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、昭和 36 年 11

月 21日以前に同社で厚生年金保険に加入し、かつ 37年４月１日に同社で厚生

年金保険に再加入している従業員が多数確認できることから、同社では申立期

間当時、何らかの理由で従業員の被保険者資格を喪失させていたことがうかが

える。 

さらに、申立期間に厚生年金保険が未加入となっている従業員は、いずれも

給与明細書等、申立期間に係る保険料控除を確認できる資料を所持しておらず、

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの

控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8649 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年１月から 47年４月まで 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務していた申立期間の加入記録が無い

が、同社では、厚生年金保険料が控除されていたと思うので、申立期間を被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元従業員が「申立人が昭和 45年 10月から 46年１月ごろまで同社に在籍

していた記憶がある。」と回答していることから、期間を特定することはできない

が申立人が同社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、Ａ社は、既に解散しており、同社の元代表取締役は、「会社を辞めて 10

年以上も経っているので、書類は何も残っていない。」と供述しているため、同社

及び当該代表取締役から申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、同社が厚生年金

保険の適用事業所となったのは昭和 46 年４月１日であり、申立期間のうち 46 年

１月から同年３月 31日までは適用事業所となっていないことが確認できる。 

さらに、上記のＡ社の元代表取締役は、「厚生年金保険の適用事業所となるまで

は、社員の給与から厚生年金保険料を控除したことはなかった。」と述べている上、

複数の元従業員は、「昭和 46 年３月以前は、給与から保険料が控除されたことは

なかった。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの

控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により



給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8650 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年５月１日から 49年２月 21日まで 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記

録が無いが、同社の経営は父が行い、申立期間に勤務したことは確かなので、

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における申立期間当時の元従業員の供述により、申立人が申立期間当時、

同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、既に解散しており、申立期間当時の同社の代表取締役も既

に死亡しているため、同社及び当該代表取締役から申立人の申立期間の厚生年

金保険料控除について確認できない。 

また、Ａ社の複数の元従業員は、「申立期間当時の事実上の経営者は申立人

であったと思われる。」と回答している上、同社の申立期間当時の経理担当者

は、「申立人は同社の事実上の経営者であり、申立人の父の名前で支払われて

いた給料を申立人に渡していたので、申立人には給与の支払が無く、厚生年金

保険にも加入していなかった。」と回答しているため、申立人は厚生年金保険

に加入していなかったと考えられる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案8652 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年１月16日から平成４年10月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務していた申立期間の標準報酬月額が、実際の給与額に見合う

標準報酬月額よりも低く記録されていることが判明した。申立期間当時の給

与明細書及び源泉徴収票の一部を提出するので、正しい記録に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に勤務した昭和59年１月16日から平成４年10月１日までの標

準報酬月額が、同社より支給された給与額に見合う標準報酬月額と比べて低額

であると申し立てている。 

しかしながら、申立人から提出された昭和60年８月及び62年２月の給与明細

書の厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報

酬月額と一致している。 

また、申立人から提出された昭和62年分及び平成３年分給与所得の源泉徴収

票に記載された社会保険料等の金額は、当該年のオンライン記録における標準

報酬月額を基に算出した社会保険料等の合計額とほぼ一致している。 

さらに、申立期間当時、Ａ社において被保険者となっていた従業員３名が所

持している給与明細書の厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、各従

業員に係るオンライン記録の標準報酬月額と一致している。 

そこで、Ａ社において経理部門を担当していた元役員に、オンライン記録の

標準報酬月額が、給与額に見合う標準報酬月額より低額になっている点につき

照会したところ、「同社の多くの従業員の給与は、完全歩合制であった。年間

を通じて繁閑期があったが、標準報酬月額の算定時期は繁忙期にあたり、この



期間に支払われる給与額をそのまま届け出てしまうと、従業員の標準報酬月額

が異常に高くなってしまう。そのため、各従業員のおおよその年収を12分割し

た額を届け出ていた。」旨の供述が得られた。 

また、給与及び社会保険を担当していた元従業員にも同様の照会をしたとこ

ろ、「従業員の給与の一部には賞与分が含まれており、月額給与から賞与の額

を除いた残額を報酬月額として届け出ていたので、標準報酬月額が実際の給与

額よりも低くなることがあった。」旨の供述が得られた。 

両者の供述には若干の相違点があるものの、Ａ社では、各従業員の厚生年金

保険料を抑制するために、実際の給与額よりも低い額を報酬月額として届け出

ていたことがうかがわれ、同社は、社会保険事務所に記録どおりの届出を行っ

たものと認められる。 

このほか、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立

人に係る賃金台帳等の資料は保存されておらず、申立人の主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案8653 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和34年６月15日から39年２月８日まで 

年金受給の手続に社会保険事務所（当時）に行った際、申立期間の厚生年

金保険の加入記録は無いと言われた。私が勤務したことは確かなので、その

後15回ほど社会保険事務所に通い、記録が異なるのではないかということを

申し立てたところ、最後に脱退手当金を支給していると言われた。私は脱退

手当金を受給した記憶は無いので、厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記

載されているページと前３ページ、後５ページに記載されている女性従業員の

うち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和39年２月８日の前

後１年以内に資格喪失し、脱退手当金の受給資格のある者15名の脱退手当金の

支給記録を確認したところ、10名に脱退手当金の支給記録が確認でき、そのう

ち８名は資格喪失日から６か月以内に支給決定がなされている上、当該支給決

定の記録のある者の一人は、当該事業所が脱退手当金の請求手続をした旨の供

述をしていることを踏まえると、申立人についても、事業主による代理請求が

なされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月半後の昭和39年３月19日に支

給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案8654 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和31年４月17日から36年11月１日まで 

② 昭和36年11月６日から37年２月４日まで 

年金受給の手続に社会保険事務所（当時）に行った際、申立期間の厚生年

金保険被保険者期間が脱退手当金として支給されているということを知っ

た。脱退手当金という制度についてはそのとき初めて知ったし、また私は脱

退手当金を請求も受給もした記憶は無い。調査し記録の訂正をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について脱退手当金を受給していないと申し立てている

ところ、申立期間に係る事業所の複数の女性従業員は、社会保険事務担当者か

ら脱退手当金制度の説明を受けたと供述しており、その中には、当該事務担当

者が手続を行った旨の供述をしている者もいることを踏まえると、当該事業所

が、従業員の希望に応じて手続を行っていた可能性もうかがえる。 

また、申立人の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には脱退

手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、

申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和37年

６月25日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8656 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年 10月から 60年 11 月５日まで 

厚生年金保険の記録によれば、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加

入記録が無い。しかし、同社には申立期間も勤務していたので、厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 57年 10月からＡ社に勤務していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社から提出された「厚生年金保険被保険者資格取得確認および標

準報酬決定通知書」には、申立人の資格取得日は昭和 60年 11月５日と記載さ

れており、申立人に係る雇用保険及び厚生年金保険の加入記録と一致している。 

また、Ａ社が保管していた昭和 57年 10月から 60年 11月５日までの期間に

係る「厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」による

各月別の資格取得者数と、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

ける各月別の資格取得者数は、すべて一致しており、当該期間において、申立

人に係る「厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」の

記録は無い。 

さらに、Ａ社に係る上記被保険者名簿から、申立期間に厚生年金保険の加入

記録がある従業員 30人に照会したところ、回答を得た 13人全員が申立人を記

憶していないことから、申立期間における申立人の勤務の実態を確認すること

ができない。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与か

らの控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立



人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8657 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年５月から同年 11月まで 

厚生年金保険の記録によれば、Ａ社に勤務した申立期間の加入記録が無い。

しかし、ほぼ同時期に採用された妹には同社での厚生年金保険の加入記録が

あり、私に無いのは納得できないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妹の供述から、期間は特定できないが、申立人がＡ社に勤務していた

ことは推認できる。 

しかし、Ａ社は既にその事業を廃止している上、当時の代表者の連絡先は不明

であることから、同社及び当該代表者から、申立人の申立期間における勤務の実

態や厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、申立人は、当時の上司や同僚を上記の妹と義弟を除いて記憶していない

ことから、これらの者から申立人の勤務の実態や、厚生年金保険料の控除につい

て確認することができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間において

被保険者であった複数の従業員に照会したところ、回答のあった６人全員が申立

人を記憶していなかった。 

さらに、申立期間においてＡ社本社経理部に勤務していた従業員は、「同社では、

厚生年金保険に加入していない者もいた。現場責任者は、厚生年金保険に加入し

なければならないという意識が無かった。」としている上、同社事業本部長であっ

た者は、「同社は、昭和 45年 12月に従業員数は約 2,200人いたが倒産した。会社

として厚生年金保険への加入について明確な基準は無かった。」としているところ、

上記被保険者名簿では、同社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった 45



年 12 月 12 日に 359 人が厚生年金保険被保険者資格を喪失していることが確認で

きることから、当時、同社においては、相当数の従業員が、厚生年金保険に加入

していなかったことがうかがえる。 

加えて、申立人は、申立期間は、すべて国民年金保険料納付済期間であること

が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8658 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年ごろから 48年ごろまで 

             ② 昭和 49年ごろから 52年ごろまで 

厚生年金保険の記録によれば、Ａ社に勤務した申立期間①及びＢ社に勤務

した申立期間②の加入記録が無い。しかし、申立期間①及び②も間違いなく

会員募集の営業社員として勤務していたので、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社における上司及び複数の従業員の証言から、期

間は特定できないが、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社には、当該期間における申立人に係る記録が保管されていな

いこと及び当時の経理担当の役員が既に亡くなっていることから、同社及び

これらの者から、申立人の申立期間①における勤務の実態や厚生年金保険料

の控除について確認することができない。 

また、申立期間①について、申立人は、Ａ社に勤務した後にＣ社に数年間 

勤務していたとしているところ、申立人に係る雇用保険の記録では、Ａ社の 

加入記録は無く、昭和 47年 11月 25日にＣ社において加入している記録が 

あることから、同年 11月 25日以降の期間について、申立人はＡ社に勤務し 

ていなかったと認められる。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、当該期間に

おいて被保険者であった複数の従業員に照会したところ、回答があった 10

人全員が申立人の勤務期間を記憶していなかった。 

加えて、Ａ社における営業担当取締役及び経理事務担当者は、同社では当 

該期間において、60人程度の従業員が勤務していたとしているところ、上 



記の被保険者名簿では、同社が適用事業所となった昭和 45年 12月８日から

47年 11 月 25日までの期間における資格取得者は 38人であることから、同社

では、従業員のすべてを厚生年金保険に加入させていたわけではなかったもの

と考えられる。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の事業主による給与

からの控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。       

２ 申立期間②について、Ｂ社における従業員の証言から、期間は特定できない

が、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｂ社は、既に解散していることから、同社の関連会社であるＤ社に

照会したところ、「申立人が当該期間においてＢ社に勤務していたことを確認

できる資料を保管しておらず、勤務の実態を確認できない。」との回答であり、

当時の事業主に照会したものの回答は得られないため、当該者から申立人の勤

務の実態、厚生年金保険料の控除について確認できない。 

また、申立人がＢ社にほぼ同時期に入退社したとする同僚は、同社における

厚生年金保険の加入記録は無い。 

さらに、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、当該期間にお

いて被保険者であった複数の同僚に照会したところ、回答があった従業員２人

のうち１人は、「昭和 48 年ごろ同社に入社したが、資格取得日は 50 年２月と

なっている。入社してかなり後に資格取得しているのは、事業主の考えですぐ

に加入させたり、しばらくしてから加入させたりしていたようだ。」としてお

り、ほかの１人は、入社してかなり後に資格取得したとしている。 

加えて、申立人及びＢ社の複数の同僚は、当該期間における同社の従業員数

は 16人から 20人程度と記憶しているが、当該期間における被保険者数を確認

したところ、大半の期間においては被保険者数が 13人以下であり、15人を超

える期間は確認できない。 

このことから、Ｂ社では、従業員のすべてを厚生年金保険に加入させていた

わけではなかったものと考えられる。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の事業主による給与

からの控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案 8671 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26年８月１日から 28年４月 20 日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社（現在は、Ｂ社Ｃ支店）では、４か月間の加入記録しかないとの回答があ

ったが、昭和 28年４月 20日まで勤務していたので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではないため、Ｂ社に申立期間当時

の状況について照会したところ、当時の人事記録等の書類を保有していないこ

とから、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について

確認できない。 

また、Ｂ社健康保険組合及びユニオンショップである同社労働組合に照会し

たが、申立期間当時の記録が確認できない旨回答している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

当時に勤務が確認できる複数の従業員に照会したが、申立人の申立期間に係る

勤務実態や厚生年金保険料の事業主による給与からの控除の状況について確

認できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



東京厚生年金  事案 8672 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年 10月から 34年６月まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務していた申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同社に勤

務していたことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人が勤務していたとするＡ社が厚生年金保険の適

用事業所であったのは、昭和32年６月１日から33年５月20日までの期間であり、

申立期間当時は適用事業所ではないことが確認できる。 

また、Ａ社の商業登記の記録は所轄法務局で確認できず、事業所別被保険者名簿

で確認できる事業主の所在が不明であることから、申立人の申立期間当時の同社に

おける勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

さらに、申立人はＡ社に勤務していた当時の同僚を記憶していないことから、同

社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった時期に厚生年金保険の資格を喪失

していることが確認できる複数の従業員に照会したところ、回答があった者は当時

の状況について明確な記憶が無く、申立人についても記憶していない旨回答してお

り、申立期間当時、事業主による給与からの厚生年金保険料の控除を確認すること

ができない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8679                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正２年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年８月１日から 23年７月 31日まで 

昭和 21年８月１日にＡ事務所に採用され、23年７月 31日に退職したが、

申立期間の厚生年金保険加入記録が無い。申立期間後に勤務した事業所の代

表者が 36 年３月６日付けで証明した履歴書を提出するので、申立期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の長男が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間後に勤務した事業所の代表者が証明した履歴書から、申立

人が、申立期間においてＡ事務所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ事務所は、同社の所在地を管轄する法務局における商業登

記の記録が無く、また、オンライン記録によると、同事務所が厚生年金保険の

適用事業所であったことを確認できない。 

さらに、申立人及びＡ事務所の当時の事業主は既に死亡しており、申立人の

同僚等の存在を確認できないことから、申立期間当時における申立人の勤務実

態、厚生年金保険料の控除状況等を聴取することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8690 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月 23日から 21 年４月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無

い旨の回答をもらった。同社には、昭和 19 年 10月から継続して勤務し、申

立期間中、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずなので、申立期間

について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶するＡ社の元同僚の「私と申立人は、女子挺身隊員として同社

に勤務した後、時期は特定できないが、同社を退職して学童疎開児童の保母と

なり、別々のお寺で勤務した。」旨の供述から判断すると、期間の特定はでき

ないが、申立人が同社に勤務していたことは推認される。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立人は、昭和 19 年６月１日に被保険者資格を取得し、同年 10 月 23 日に喪失

し、その喪失原因として「19.10自己都合」と記載されている上、多数の被保

険者が申立人と同日に資格を喪失していることが確認できる。 

また、Ａ社の当時の代表者は既に死亡している上、Ｂ社の人事担当者は「当

時の申立人に係る関係資料が残っていない。」旨供述しているため、Ａ社にお

ける申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確

認することができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業

員に照会したが、申立人が申立期間において厚生年金保険被保険者として保険

料控除されていたことを確認することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で



きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8691 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年９月から 51年３月まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもら

った。同社には、昭和 48年３月から勤務し、一度退職した後、再び勤務し

ており、申立期間中、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずなので、

申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の元従業員は「当時、申立人が当社に勤務していた記憶は無い。」

旨供述していることから、申立人が申立期間において同社に勤務していたこと

は確認できない上、当時の代表者は所在不明であるため、同社における申立人

の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認すること

ができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業

員に照会したが、「当時、従業員全員が厚生年金保険に加入していたかどうか

断定できない。」旨供述しているなど、申立人が申立期間において厚生年金保

険被保険者として保険料控除されていたことを確認することができなかった。 

また、申立人は、「申立期間当時、名前は忘れたが会社の男性から、一度目

の勤務の際に２か月で辞めたので、今回は厚生年金保険に加入させないと言わ

れた。当時の源泉徴収票には、給与の額と税金の額しか記載が無かったと思

う。」旨供述しているところ、申立人から提出のあった源泉徴収票には、「社会

保険料の金額」欄に保険料控除の記載が無いことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8692 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年１月 10日から 49 年３月 13日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同社に

は昭和 46年１月から 49年３月まで勤務し、申立期間中、厚生年金保険料が

給与から控除されていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社から提出のあった退職者名簿（昭和 39 年２月

から49年11月までの期間における入社年月日及び退職年月日が記載されてい

るもの）から、申立人が申立期間において同社に勤務していたことは認められ

る。 

しかしながら、Ａ社の人事・総務担当者は、「キャバレー部門の従業員は、

当時、雇用保険には加入させていたが、本人からの希望がない限り、厚生年金

保険には加入させていなかった。」旨供述しており、このことは、申立期間に

おいて、同社のキャバレー部門の従業員 40人のうち、37人の従業員について、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において被保険者記録が見当

たらないことから確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員

に照会したが、申立人が申立期間において厚生年金保険被保険者として保険料

控除されていたことを確認することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申



立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8695 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 19年２月ごろから 21年３月ごろまで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社Ｂ研究所に勤務した申立期間について厚生年金保険の加入記録が無い旨

の回答があった。同研究所で勤務していたことは確かなので、申立期間につ

いて厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社Ｂ研究所に事務職として勤務し、厚生年金保険の

被保険者であったと申し立てているところ、申立人が同研究所における上司及

び同僚として名前を挙げた５人のうち一人は、同研究所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿で被保険者記録が確認できること及びその供述から判断

すると、申立期間の中で期間は特定できないものの、申立人が同研究所に勤務

していたことを推認することができる。 

しかしながら、上記５人のうち４人は被保険者記録が確認できず、Ａ社Ｂ研

究所では必ずしもすべての職員について厚生年金保険の被保険者資格を取得

させる取扱いではなかった事情がうかがえる。 

また、Ａ社Ｂ研究所は、昭和 20年８月 21日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、同社本社も既に解散していることから、申立人の勤務状況及

び保険料控除について確認することができない。 

さらに、Ａ社の後継会社とされるＣ社は、「Ａ社は、当社の前身の企業では

あるが、法人格が違うためＡ社に在籍していた者の人事記録等は当社で管理し

ているものではなく、申立人の在籍及び厚生年金保険の届出状況について確認

できない。」と回答している。 

加えて、事務職の労働者が厚生年金保険の加入対象となったのは昭和 19 年



10 月１日からであることから、申立期間のうち同年２月から同年９月までの

期間について、申立人は厚生年金保険の被保険者期間として算入されない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8696                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年９月から 38年６月まで 

             ② 昭和 39年６月から同年９月まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた申立期間①及びＣ社に勤務して

いた申立期間②の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間に勤務し

ていたのは間違いないので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、当時の勤務状況等の具体的な記憶から、

期間は特定できないものの、Ａ社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人が記憶している上司３人のうち、一人は既に死亡し

ており、他の二人も連絡先が不明である上、申立期間に厚生年金保険被保険

者資格を取得している従業員７人は、申立人を記憶しておらず、申立人の勤

務状況等について確認できない。 

また、Ａ社の元取締役は、「従業員の中には、保険料を引かれると給料が

減るので厚生年金保険に加入しない人もいた。同社は、希望者だけ厚生年金

保険に加入させていたと思う。」と供述し、同社の当時の経理部長は、「給与

から保険料を天引きされると手取りが少なくなるので、人によっては、加入

しない人もいたと思う。」と供述している。 

さらに、Ａ社の当時の事業主は既に死亡している上、同社の元取締役は、

申立期間当時の人事記録等の資料を保有していないと供述していることか

ら、申立人の勤務状況等について確認できない。 

  加えて、Ａ社の事業所別被保険者名簿には、健康保険証の番号に欠番は無



く、社会保険事務所の記録に不自然さは見られない。 

２ 申立期間②について、申立人は、申立期間にＣ社に勤務していたと申し立

てている。 

しかしながら、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、事業所別

被保険者名簿により、昭和 43年３月 12日であることが確認でき、申立期間

は適用事業所となっていない。 

  また、Ｃ社は、既に適用事業所ではなくなっており、事業主は、申立期間

当時の人事記録等の資料を保有していないことから、申立人の勤務状況等に

ついて確認できない。 

さらに、申立人が記憶しているＣ社の上司に照会したところ、申立人を記

憶していない上、同社が適用事業所となった時期に厚生年金保険被保険者資

格を取得している従業員６人も申立人を記憶しておらず、申立人の勤務状況

等について確認できない。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案 8700 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男     

基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から 14年７月 29日まで 

    オンライン記録では、Ａ社の代表取締役に就任した期間のうち、申立期間

の標準報酬月額が実際に受け取っていた報酬と大きく相違している。申立

期間の標準報酬月額は、平成 13 年 12 月ごろ同社の代表取締役を退任した

後に、改ざんされたものであるので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、平成 14 年４月８日付けで、13 年 10 月の標準報

酬月額の定時決定（62 万円）が取り消され、同年５月１日にさかのぼって 53

万円に減額処理され、さらに、同年５月から 14 年６月までの期間の標準報酬

月額（53 万円）が、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（14 年

12月 31日）の後の 16年３月 12日付けで､当該期間の標準報酬月額が 30万円

に減額処理されていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立期間のうち、平成８年４月から 13 年

４月までの期間の標準報酬月額は、当初、８年４月から 12年９月まで 59万円、

同年 10 月から 13 年４月までは 62 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生

年金保険の適用事業所でなくなった日（14年 12月 31日）の後の 17年 3月 10

日付けで､当該期間の標準報酬月額が30万円に減額処理されていることが確認

できる。   

一方、商業登記簿謄本により、申立人は、平成 14年７月 28日にＡ社の代表

取締役を退任していること（17 年１月 18 日登記）が確認できるものの、社会

保険事務所（当時）が保管する滞納保険料に係る資料により、申立人は、代表

取締役在任中だけでなく、退任後も引き続き、滞納保険料について社会保険事

務所と交渉しており、同社が 13 年ごろから保険料を滞納するようになったこ



と、16年３月 11日には標準報酬月額を訂正する旨を届け出ていること、17年

３月９日には事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった旨及び自身が

被保険者資格を喪失した旨を届け出ていることが確認できる。       

また、申立人が、平成 17 年３月９日に社会保険事務所に提出した申立人に

係る各健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届８枚及び各健康保

険厚生年金保険被保険者資格喪失届２枚には、いずれも申立人の署名及び代表

者印があることが確認できる。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、Ａ社の事業主であるとされて

いることが確認できる。   

これらのことを踏まえると、平成 14 年４月８日付けの減額処理、16 年３月

12日付けの減額処理及び 17年３月 10日付けの減額処理は、Ａ社の行為として

行われたものであり、申立人は、いずれの減額処理にも同意していたものと考

えるのが自然である。         

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の代表者として、自ら

の標準報酬月額の減額処理に同意しながら、当該減額処理が有効なものではな

いと主張することは信義則上許されず、申立期間について厚生年金保険の標準

報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。    

 

 


